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はじめに 

 

 本研究では，主として健康福祉分野を中心として，社会サービス･イノベーションと，そ

れを生み出すコーディネート機能を担う人材養成について研究する。 

（社会資源の有効活用のための新たな社会システムづくり） 

 本テーマを研究する理由は，地方行政を中心に，民間企業，海外駐在，国際交流財団，

大学という多様な場で仕事をしてきた 32 年近い実務経験の中で，非営利分野において，限

られた社会資源を有効に活用していくための新たな社会システムづくりのイノベーション

が求められていること，そしてそれを進めていくコーディネート機能が重要であることを

実感してきたにもかかわらず，この分野の研究があまり進んでいないように感じてきたこ

とにある。 

（知識社会･組織社会化と目標の複雑化） 

 知識社会化，組織社会化が進むとともに，キャッチアップ時期が過ぎて，明確で具体的

な目標や「答え」がない中で，めざすべき方向性をみずから決め，一定の仮説を立てて，

自分自身の意識的な努力によって行動していくことが必要になっている。 

（問題解決プロセスの重要性） 

社会が複雑化しており，社会システムは多様な要素のバランスの上に成り立っているこ

とから，解決法を見つけさえすれば一気に問題が解決できたり，個々の組織が単独で問題

を解決できる時代ではなくなっていると感じている。問題解決の過程において次々に起き

る障害に対して，多様な関係者と力を合わせて根気強く対処し，問題解決のための取り組

みを地道に続けていく過程が重要になっている。「こうすればいいのに」と指摘するだけで

は評論家の域を出ない。できない理由は，「解決策」自体の欠陥であるよりも，むしろそれ

を実現していくプロセスやそれを担う組織の中にあることの方が多い。それを理解し，行

動していくことが大切である。何をすべきかだけではなく，どのようにして実現していく

のかが問われている。多様な組織や関係者が問題意識を共有し，行動のためのコンセンサ

スを生み出し，仮説を掲げた行動を開始して，たとえ最初は失敗しても，それで終わらせ

ることなく，その反省を次の行動に結び付けていくという継続的な取組みの中から，革新

的でかつ安定的な社会サービス･イノベーションが生み出されるのだと考える。 

（組織人としての信用力） 

また，組織の中で，あるいは組織と関わって働く中で大切なことは，組織人としての信

用や信頼である。組織では，同じメンバーが長年にわたり継続的に働くことが多いことか

ら，組織の一員としての信用と信頼の蓄積が評価される。そこでは，自らがどれだけ主体

的に問題を提起してそれを行動に結び付けたか，そして，具体化の過程で不測の事態が生

じた時にも，逃げたり腰が砕けたり，言い訳をしたり他人の責任に転嫁したりすることな

く，問題解決のための努力を地道に続けたかという，「実績の積み重ね」により信用や信頼

が築かれていく。最初からはうまくいかないのが当たり前で，予想外のトラブルも数多く

生ずるものであるが，そのような中で，責任を放棄することなく踏みとどまり，自らの役
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割を果たそうとする姿勢が周囲の信頼を生み，新たな変革についての話を聞いてもらえる

チャンスも巡ってくる。 

（コーディネーターの必要性） 

 変化を生み出すための取組みは，「今ないもの」の大切さと必要性を説明し，関係者の行

動を生み出すことであるため，自然発生的には生まれにくい。このため，多様な組織や関

係者の継続的な連携を推進していくためには，これらの組織や人をつなぎ，新たな取組み

を続けていく推進役としてのコーディネーターが重要になってきていると感じている。 

コーディネーターには，それぞれの置かれた状況を正確に理解し，イノベーションの可

能性やチャンスを発見する機能が求められる。関係する組織の状況や問題意識を持つ人々

の多寡などそれぞれ置かれた状況は異なり，イノベーションを生み出す可能性やチャンス，

環境の熟度は異なる。全国どこでも同じように簡単にイノベーションが起こせるわけでは

なく，自らの置かれた状況の中で，イノベーションを起こせる熟度の高いものは何かを発

見し，そこに注力していく「目利き」も必要となっている。 

（非営利組織の課題） 

 なお，非営利組織における社会サービス･イノベーションの難しさについて指摘しておき

たい。イノベーションが，今までにない新たなものを生み出すものであることから，それ

に向かっての新たな取り組みは，特に組織内部においては理解されにくく，従来の見方か

らすれば，「要らんこと」「余計なこと」とも見えかねない。 

非営利組織，特に役所組織は，規則に従って階層的･固定的構造の組織により仕事をす

るという体制であり，決まっていることを「公平に安定的･継続的に確実に」実施すること

には向いている組織ではあるものの，「今」の延長線上にはない（先例がない）新たなこと

に挑戦し，成功の保証がない先の見えない模索を続けるという，イノベーションに不可欠

な活動はあまり得意ではない。すでにあるものについて語ることは容易であるが，まだ生

まれていないものについてその必要性･重要性を語り，理解を得ることは容易でない。周囲

からの無神経な批判･批評と否定に挫折することも往々にして起こりがちである。 

（健康福祉分野の社会サービス･イノベーションとコーディネーター） 

 健康福祉分野は，主としてこのような非営利組織によって担われているために，より意

識的な努力が求められていると感じている。非営利分野における，民間企業から行政にい

たる多様な主体の連携による社会サービス･イノベーションは，学問分野としてもまだあま

り成熟しているとは言いがたいと感じている。しかしながら，健康福祉分野では，限られ

た資源を連携により有効に活用し，効果的･効率的なサービス提供が求められている。 

今後研究が進み，そのコーディネート機能を担う人材養成も含めて，発展していくこと

を期待しており，本研究がささやかながらでもその嚆矢となればと願っている。なお，健

康福祉分野は，具体的には，保健，医療，福祉の各分野に分かれるが，本稿ではこれらを

総称して，健康福祉分野と呼ぶこととする。 

 

 本研究は，私自身の経験の中から生まれてきた上記のような考えを，体系的に整理して

みたいとの思いから生まれている。 
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第１章 研究の背景と目的 

 

第１節 研究の背景 

第１項 地域社会の環境変化への対応力 

① 変化への対応力 

 現在，地域が抱えている課題の一つは，豊かになってきたが故の，変革を生み出す力の

弱さではないかと思われる。つまり一定程度の経済発展を成し遂げ，社会の仕組みが整備

されてきたが故に，解決すべき課題，めざすべき明確な目標が常に目の前にある訳ではな

く，とりあえず困ることは少なくなり，あえて現状を変えてまで何かを生み出していこう

とする動きが弱くなっているのではないかと感じられる。豊かになればジタバタすること

は格好悪く，耳の痛いことや角の立つようなことはせず，スマートに要領良く，未来を創

り出すことなく過去の蓄積を消費する，という状態に陥りかねない状況にある。このよう

な状況を生み出した背景の一つとして，東京一極集中などによる画一化の弊害が考えられ

る。全国一律の基準によって運営することの効率性の反面，地域の現場の課題に即したそ

れぞれの問題解決策を生み出す対応力や，異質なものを受け入れ新たな変化と発展を生み

出す多様性許容力が弱くなっているのではないかと懸念される。 

 これは，スイスの国際経営開発研究所（ＩＭＤ）による国際競争力ランキング1で，日本

は 1989年から 1993年まで 5年連続１位だったにもかかわらず，2002年には 27位になり，

2006 年は 17 位に戻ったものの，2007 年には再度 24 位に順位が下がったこと，そこで指摘

されている日本の課題の一つに，変化への対応の鈍さが挙げられていることとも，無縁で

はないと思われる。 

② 環境変化への対応の必要性 

しかしながら，少子高齢･人口減少社会となり，国と地方の危機的な財政状況下におい

ては，問題を封じ込め，先送りをするのではなく，地域の多様な資源を有効に活用して，

社会の環境変化に対応し，新たな課題に取組みそれらを解決していくことが求められてい

る。そこでは，社会的に弱い立場におかれている人々の声なき声を引き出し，そのような

課題に光を当てて社会的課題化することによる，弱肉強食だけではない，幸せで豊かな社

会づくりが求められている。 

 そこで求められているのは，既成概念や序列意識によって自己規制することなく，現実

の必然性に基づいた，歴史の時間軸と地域的な広がりの空間軸の意識のある，斬新な発想

と大胆な取り組みである。 

 

                                                  
1 IMD が世界 51 カ国及び 9 地域を対象に，マクロ経済，政府の効率性，ビジネスの効率性，インフラ整備」
の 4分野 314 項目について統計情報や聞き取り調査の結果を集計し，項目ごとのランキングを「世界
競争力年鑑（IMD World Competitiveness Yearbook）」として毎年作成･公表。
http://www.imd.ch/research/centers/wcc/index.cfm 
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第２項 知識社会，組織社会におけるサービス･イノベーション 

① サービス･イノベーション 

現代においては，製造業だけではなくサービス業の発展が著しく，技術のイノベーショ

ンだけではなく，サービスのイノベーションが求められている。また，多様な専門性に基

づく自律的･創造的な行動の組み合わせが求められるとともに，組織を主体とした連携（コ

ラボレーション）やシステムの多様化が進む中で，新たな環境に対応し続けるためには，

既定のものの改良や単なる応用･発展ではなく，新たな視点と発想でのイノベーションによ

る質的な発展が求められている。 

② 知識社会化と専門分化 

知識社会化の中で，職能の専門分化が進むが故に，それぞれの専門性を活かした全体最

適の実現や，新たな社会システムの創造のためのサービス･イノベーションが，自律的･自

動的には実現しにくくなっている。また，各分野の専門家が自己完結的に問題解決するだ

けでなく，多職種がそれぞれの専門性や知識･経験を生かして，問題意識を共有し，その問

題を解決する行動のためのコンセンサスを創り出していく必要が生まれている。 

③ 組織社会化と組織連携 

ドラッカー(1969)は，組織社会の出現について，「組織においては，規模や予算の拡大

が，最も重要な変化ではない。それは，今日の社会的機能のすべてが，それら大組織によ

って果たされるようになったことである。国防，行政，教育，医療，知識の探求，生産，

流通など，あらゆる社会的な課題が，永続的な存在として組織化され，専門家によってマ

ネジメントされる組織体に委ねられるようになった。」とし，「今日では，そのような組織

が共存し，協力しあわなければならない。互いに依存しあっている。」「したがって，組織

社会にかかわる理論は，組織間の相互依存性を基盤として組み立てられなければならな

い。」として多元社会の到来を指摘している2。1953 年には就業者に占める被雇用者の割合

が 45％であったものが 2007 年には 87％になるなど3組織社会化が進む中で，社会の主要な

活動は専門分化した組織によって担われるようになっており，一つの組織が単独で問題を

解決できる時代ではなく，多様な主体が関わる中で全体としての成果を出していくために

は，組織間の連携（組織連携）が必要となっている。個の力を全体の力に結び付けていく

ためには，各主体が相互に連携していくことが求められており，そのためには，各主体を

結び付け連携を進めていく存在が必要になってきている。 

④ 目標の複雑化，不明確化 

社会の仕組みが複雑化する中で，イノベーションを生み出す過程も複雑化している。キ

ャッチアップの場合のような明確で具体的な目標や手本，答えがないまま，一定の方向性

の中で，めざすべきもの自体を模索し発見し自ら主体的に行動していくことが必要になっ

てきている。これは，一條ら(2007)が指摘するように，拡大再生産が勝利の方程式であっ

た高度経済成長期における成功やゴールにいたる確固たるレールが敷かれた状態から，技

                                                  
2 Ｐ･Ｆ･ドラッカー『断絶の時代』pp.185,186 
3 総務省統計局労働力調査それぞれ1月の原数値による。http://www.stat.go.jp/data/roudou/index.htm 
日本労働年鑑第 25 集 1953 年版によると 1950 年の被雇用者比率は 39.3％とされている。なお，労働統
計上は，被雇用者を雇用者と表記している。 
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術革新や市場の流動性の増大，少子高齢人口･減少社会などの社会環境の変化等を背景とし

た不確実性の増大の中で，想定内の世界でのマネジメントではなく，より創造的で組織の

コラボレーションを重視した活動が重要になっているということだと考えられる4。 

⑤ 問題解決プロセスの重要化 

また，日産自動車のカルロス･ゴーン社長が，1999 年 10 月の日産リバイバルプランの発

表時に，「計画を策定することは再生への取り組みのせいぜい 5％にすぎない。残りの 95％

はそれが実行できるかにかかっている。」と語ったように，解決の処方箋を示すことは問題

解決の端緒でしかなく，その後の取り組み過程において数限りなく直面する障害を，一つ

ひとつ解決していくプロセスが重要になっている。 

 

第３項 社会サービス･イノベーション 

(1) 社会サービス･イノベーションの必要性 

サービス･イノベーションは，民間活動だけでなく人々の生活を支えるための社会の共

用的なサービス（社会サービス）においても求められている。これまで社会サービスは，

主に行政や公的団体によって担われていたが，少子高齢･人口減少社会においては，行政の

みならず，民間企業や民間団体，公的団体，専門家などの多様な主体の参加と連携が求め

られている。このような多様な主体の参加と連携を，真に効果のあるものとしていくため

には，それらの多様な主体の力が活かされるように組み合わせて，効果的･効率的に社会サ

ービスを提供するイノベーションが求められている。社会課題の複雑化に伴い，従来，非

営利事業領域（公共領域）とされていた領域においても，民間企業も含めた多様な主体に

よる新たなサービスの提供や，より効率的･効果的なサービスの提供が求められている。社

会の多様化や制度の硬直化などを背景に，全国一律の社会システムの構築でなく，地域で

の多様な試行を基にした地域発の社会サービス･イノベーションが重要となっている。 

民間サービスの営利事業領域においては，サービス･イノベーションについて一定の研

究がなされているものの，非営利事業領域においては，公共の社会システムづくりの重要

性が高まっているにも関わらず，充分な研究が進んでいない。また，行政組織やＮＰＯ組

織自体を対象とする研究は多くあるものの，社会サービスにおけるイノベーションを生み

出すための非非営利組織のマネジメントや，多様な主体の連携による社会サービス･イノベ

ーションの創出についての研究は多くない。 

(2) 社会サービス･イノベーションにおけるコーディネーター人材 

社会サービス･イノベーションの推進には，多様な関係組織や人を結び付けて変化を生

み出す連携が重要である。特に，社会サービス分野においては，利潤追求と報酬という，

変革と創造のための動機付けが乏しいがために，多様な分野の知見を複合化し最適解を導

き出すための自主的共同作業が必要となっている。このための場づくりをし，専門家をつ

なぎ取りまとめていくそれを推進する機能が重要であり，そのようなコーディネート機能

やそれを担うコーディネーター人材養成のあり方の研究が求められている。 

                                                  
4 一條和生，徳岡晃一郎『シャドーワーク －知識創造を促す組織戦略』,p.29 
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第４項 健康福祉分野における社会サービス･イノベーション 

(1) 健康福祉分野の組織連携の関係主体 

健康福祉分野は，医師，歯科医師，薬剤師，保健師，看護師，歯科衛生士，理学療法士，

作業療法士，社会福祉士，介護職など多様な専門職が関わる上に，病院，診療所，福祉施

設，保健所，市町村保健センター，地域包括支援センターなどの多様な施設があり，また

行政のほかに，社会福祉協議会などの公的団体，医師会などの専門職の職能団体，ボラン

ティア団体等に加えて多様な民間事業主体も関わりながら社会サービスを提供している分

野である。その専門分化と関係する事業主体の多様性が，健康福祉分野の組織連携の特徴

である。また，公立と民間の医療機関が並存し，介護サービスにおいても多様な事業主体

の参加がなされているなど，公的部門と民間部門とがそれぞれ主体的に関わるという特徴

も有している。 

しかも，従来は，病院･診療所という医療施設や特別養護老人ホームなどの福祉施設の

中でほとんどのサービスが提供されていたのに対して，近年，介護保険制度の導入などに

より在宅での健康福祉分野のサービスが拡大しており，従来の「施設内でのサービス」か

ら，「在宅など地域でのサービス」へと，そのサービスの提供エリアが拡大するとともに，

医療や福祉のサービスが相互に関わりながら提供される状況にある。 

(2) 健康福祉分野における社会サービス･イノベーションの必要性 

健康福祉分野は，特に近年，サービス提供のあり方が大きく変化している分野であり，

大きな社会資源を使うが故に，限られた社会資源を効果的･効率的に活用して質の高いサー

ビスを提供するためのイノベーションが，特に強く求められている分野である。しかしな

がら，営利分野ではないことから，サービス･イノベーションが進みにくいという問題もあ

る。このため，健康福祉分野における社会サービスの提供について，その効率的･効果的な

提供のための社会サービス･イノベーションの進め方に関する研究が求められている。 

 また，近年の市町村合併の進展の中で，健康

福祉分野でも特に保健分野について行政区域の

広域化による変化が大きく，福祉分野において

も市町村社会福祉協議会の合併などの変化が生

まれている。さらに，医療分野についても公立

診療所数が減少に転じている5などの環境変化

が進んでいる。このため，このような中で地域

における保健･医療･福祉が連携して必要なサー

ビスを提供していくための新たな取組みが求め

られており，その具体的な進め方や，それを推

進するコーディネート機能や役割，それを担う人材であるコーディネーターを養成するた

めの教育･研修のあり方，必要な支援策などについての研究が求められている。 

営利事業分野においては，マネジメントについての研究が進む中で，コアコンピタンス

                                                  
5 厚生労働省「医療施設(静態･動態)調査」 

全国の一般診療所数の推移
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図表 1 全国の一般診療所数の推移 
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への集中と外部資源の活用による効率化･低コスト化などの研究も進んでいるが，健康福祉

分野のような非営利事業分野においては，実際の取り組みもこれに関する研究もあまり進

んでいない。これまでの経験から，社会システムづくりにおいては，理念（目的意識，達

成感等），仕組み（制度的強制力，法規制等）と経済的合理性（必要費用の循環等）とい

う 3つの要素のバランスの重要性が指摘されるが，非営利事業分野においては，このうち

の後 2者が弱いという難しさがあり，それを推進する意識的な取り組みが必要である。 

 

第２節 研究の目的･意義 

第１項 研究の目的 

(1) 社会サービス･イノベーションを生み出す組織連携のモデルを提示する 

健康福祉分野における社会サービス･イノベーションの役割とそのあり方について，先

行研究や事例研究等を通じて明らかにする。特に，健康福祉分野において期待されるサー

ビス･イノベーションの可能性やそれを進めていく方策について検討する。また，社会サ

ービス･イノベーションには，民間ビジネス分野におけるサービス･イノベーションをその

まま応用できる場合もあるが，新たな発想での社会サービス･イノベーション（障害者作

業所をネットワークすることによるユニバーサルデザインの製品評価受託システムとい

う新たなビジネスモデルの構築など）も重要である。このため，社会サービス･イノベー

ションを生み出す組織連携のモデルを，事例研究とモデリングを通じて明らかにし提示す

る。なお，社会サービス･イノベーションにおいて，社会起業家やＮＰＯの役割は今後大

きくなっていくものと期待されるが，本稿では主として，既存組織や専門職の連携を中心

に取り上げることとする。 

(2) 社会サービス･イノベーションを担うコーディネーター人材の養成方策を提示する 

健康福祉分野における社会サービス･イノベーションのための組織連携を生み出すため

のコーディネート機能の必要性について，事例研究や関係者の意識調査などを通じて，明

らかにする。また，コーディネート機能を担うコーディネーター人材の養成プログラムを

提示する。 

 

第２項 研究の意義 

(1) 健康福祉分野の社会サービス･イノベーションの組織的取組みを促進する 

健康福祉分野においては，多様な主体が幅広い活動をしているにもかかわらず，専門性

の高い組織がそれぞれ独立的に活動している例が多い。このため，社会サービス･イノベー

ションを生み出す組織連携のモデルを提示することにより，それらが相互に組織的に連携

して，より効果的･効率的なサービス提供をしていく取組みの推進を体系的に把握していく。 

(2) 健康福祉分野の社会サービス･イノベーションを担う人材養成を促進する 

健康福祉分野における社会サービス･イノベーションを生み出すコーディネーターの養

成に重要な要素を明らかにし，研修において重視すべき項目などを明らかにすることによ

り，組織間の連携を進める人材の養成の推進に貢献する。 
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第３項 研究の体系 

 これまで述べた，研究の背景と目的を元に，まず第２章において，先行研究を通じて，

課題の検討をするとともに用語の定義を行う。 

次に第３章で，これを踏まえて社会サービス･イノベーションの組織連携とコーディネ

ート機能についての仮説を提示した上で，連携に関するモデリングと事例研究を通じて社

会サービス･イノベーションを生み出す組織連携のモデルの検証を行う。 

第４章では，健康福祉関係者のコーディネーター養成を目的の一つとする研修の受講者

を対象としたアンケートにより，コーディネート機能やコーディネーター人材の養成につ

いての意識調査を行い，第５章において，健康福祉分野におけるコーディネート人材の養

成のあり方を研究する。 

最後に，第６章において，コーディネーター養成のための今後の研究課題を提示する。 

図表 2 研究の体系 
「社会サービス･イノベーションのための組織連携とコーディネート機能の研究」

～健康福祉分野を対象として～

第２章 先行研究 （社会ｻｰﾋﾞｽ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ，組織連携，コーディネート機能）

第３章 組織連携のモデルと事例研究

第４章連携とコーディネート機能への健康福祉関係者の意識調査

・社会サービス･イノベーションを生み出す組織連携のモデルの提示
・コーディネーター人材の育成方策の提示

（目
的
）

知識社会化⇒業務の専門分化（専門職･団体分化，機能の特化）
組織社会化⇒組織単位の活動に（組織間の連携が社会活動の中心に）
社会の成熟化⇒社会システムの複雑化（多様な主体が相互に関連して機能）

健康福祉分野の特性⇒社会の複雑化専門分化と活動範囲の拡大
（多様な職種の存在，行政･民間の連携，施設から地域への活動拡大）

（背

景
）

仮説の提起

第５章 健康福祉分野のコーディネーター人材の育成

第１章研究の背景と目的

第６章 コーディネーター養成のための今後の研究課題

・組織等の専門性を組み合わせて，仮説の試行と改善からイノベーション
が生まれる。その推進にはコーディネート機能が必要
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第２章 先行研究 

 

 本章では，社会サービス･イノベーションなどに関しての先行研究を行うことにより，

それぞれの課題を検討し重要要素を整理するとともに，用語の定義を行う。 

 

第１節 社会サービス･イノベーションに関する先行研究 

第１項 イノベーション論の展開 

（シュンペーターとドラッカー） 

安倍(2006)によれば，イノベーションという言葉は，もともとシュンペーター(1912)に

よって，初めて経済学上の明確な概念が与えられた言葉である6。（「経済発展の理論」

(1926)）「シュンペーターは，経済発展を経済の内部から生み出された経済活動の循環の

不可逆的な変化のこととし，この変化は非連続的なもので，そのイニシアチブは生産の側

にあるのが常であるとした。生産とは利用しうる資源や力を結合することなので，変化の

源は資源や力の結合を変更することで，その新結合が非連続，あるいは飛躍的である場合

に限って，経済発展に特有な現象が生まれ，この新結合の遂行が経済発展には重要とした。」

と述べ，「この新結合の遂行がシュンペーターのイノベーションの概念であるが，新結合

という概念を発表した後，新結合の遂行というという言葉に代えて，イノベーションとい

う言葉を使うようになった。シュンペーターは，連続性を壊し新たな市場や新たな産業を

生み出すというような一連の経済的な行為･行動をイノベーションと名づけている。今日で

はイノベーションという言葉は，決して非連続ではない日常的な改善や改良まで含んで，

幅広く使用されている。」としている。 

同じく安倍(2006)によれば，ドラッカー(1993b)は，「イノベーションとは資源に対し，

富を創造する新たな能力を付与するもの」と定義している。「人間が利用の方法を見つけ，

経済的な価値を与えない限り，何者も資源とはなり得ない。その資源に現実的な富を創造

する新規の能力を与える工夫をイノベーションとしている。そして，イノベーションは技

術にもモノにさえも限定されるものではなく，むしろ社会的なもの，経営管理の方がイン

パクトは大きいと述べている。すなわち，イノベーションは経済活動の範囲に限定される

ものではなく，あらゆる人間活動，社会活動に適用され，したがって，例えば教育，病院，

官僚組織などもイノベーションの重要な対象領域であり，効用，価値，経済的な特性を変

えることで価値を創造することがイノベーションであるとしている。つまり，ドラッカー

は，顧客を評価尺度としてイノベーションをみている。よりサービス分野に一般にも適用

される概念である。」と述べている。 

（イノベーションのための機会） 

 また，ドラッカー(1993b)は，新しいものを生み出す機会となるものが変化であり，イノ

ベーションとは，意識的かつ組織的に変化を探すことであり，それらの変化が提供する経

                                                  
6 安倍忠彦『サービスイノベーションの促進に向けて』pp.7,8 
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済的，社会的イノベーションの機会を体系的に分析することである，と述べている7。イノ

ベーションの体系とは，具体的，処方的な体系であり，変化に関わる方法論，起業家的な

機会を提供してくれる典型的な変化を体系的に調べるための方法論であるとする。その上

で，イノベーションの機会として，まず，企業や社会的機関の組織の内部，あるいは産業

や社会的部門の内部の事象として，①予期せぬ成功や失敗などの「予期せぬことの生起」，

②現実にあるものとかくあるべきものとのギャップという「ギャップの存在」，③「ニー

ズ」の存在，④「産業構造の変化」を指摘し，次に，企業や産業の外部における事象とし

て，⑤「人口構造の変化」，⑥ものの見方や感じ方，考え方などの「認識の変化」，⑦「新

しい知識の出現」の合計7つを指摘している。 

 イーダスハイム(2007)は，明日を創造するための4つの問いかけとして，ドラッカーによ

るイノベーションについての，①イノベーションを可能とするために何を廃棄するか，②

機会を体系的に追求しているか，③機会を現実のものにするためのプロセスを踏んでいる

か，④イノベーションのための戦略は事業戦略と合致しているか，という4つの問いかけを

紹介するとともに，「イノベーションが行われないのは，昨日の製品や方法と縁を切れな

いからである。」と述べている8。 

（イノベーションの分類と評価） 

 三藤(2007)は，イノベーションとは，「ロジャーズによると，イノベーションを採用す

る個人や他の構成員が新しいと知覚するアイデア，習慣(Practice)あるいはもの」であり，

ここで構成単位とは，個人が集まって形成された企業や自治体などの組織あるいは各種機

関のことである，としている9。そもそもこれまでにない革新的なものであり，新機軸とか

技術革新あるいは単に革新と翻訳され，シュンペーターは，イノベーションとはものや力

などを従来とは異なる方歩によって結合することつまり新結合であって，これを新製品の

開発，新生産方法の開発，新市場の開拓，震源量の獲得および新組織の実現という五種類

に分類している。」と述べている。このほか，「経済学者である後藤(2000)はイノベーシ

ョンとは『新しい製品や生産の方法を成功裏に導入すること』としており，失敗した新製

品等は除外している。」と述べた上で，「イノベーションが登場したとき，それが成功す

るかどうかは，事前には予測できない。技術的には熟度あるいは完成度が高くとも，経済

的には失敗したイノベーションは数多くある。」として，自らの技術的イノベーションの

定義においては，「一般に人々が利用し解釈しうる程度の技術的な完成度に達していて，

しかも社会システムの成員が新規であると知覚するアイデアである」と，イノベーション

の成否は問わないことにしている。 

（イノベーションの必要性） 

政府は，2007 年 6 月 1 日に，長期戦略指針「イノベーション 25」を閣議決定した。こ

れは，黒川清前･日本学術会議会長を座長とし，金澤一郎現･日本学術会議会長など 6人の

学識経験者委員で構成される「イノベーション 25 戦略会議」が 2007 年 5 月 25 日付けでと

                                                  
7 P.F.ドラッカー『イノベーションと企業家精神･上』pp.244-246 
8 エリザベス･ハース･イーダスハイム『P.F.ドラッカー －理想企業を求めて』pp.81,82 
9 三藤利雄『イノベーション･プロセスの動力学 －共組織化する技術社会』pp81,82 
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りまとめたものを，閣議決定したものである。 

「イノベーション25」においては，「イノベーションとは，技術の革新にとどまらず，

これまでとは全く違った新たな考え方，仕組みを取り入れて，新たな価値を生み出し，社

会的に大きな変化を起こすことである。このためには，従来の発想，仕組みの延長線上で

の取組では不十分であるとともに，基盤となる人の能力が最大限に発揮できる環境づくり

が最も大切であるといっても過言ではない。そして，政府の取組のみならず，民間部門の

取組，さらには国民一人ひとりの価値観の大転換も必要となる。」と述べている10。そし

て，「したがって，イノベーションの創出･促進に関する政策は，従来の政府主導による「個

別産業育成型」，「政府牽引型」から，国民一人ひとりの自由な発想と意欲的･挑戦的な取

組を支援する「環境整備型」へと考え方を大きく転換していかねばならない。」とすると

ともに，「イノベーションの本質が既存の仕組みを大きく変えるものであることから，そ

の担い手についても，既存の組織，体制だけを前提として考えるのではなく，中小企業，

ベンチャー企業，さらにはＮＰＯ（非営利団体），社会起業家等のより多種多様な担い手

がイノベーション創出に向けた活動を展開し，その創出により深く関わっていけるような

社会にしていかねばならない。」としている。 

（「イノベーション 25」への批判） 

南條(2007)は，「イノベーション２５」が，単なる願望をベースにした記述となってお

り，日本産業の直面する課題の認識に欠けているとして，我が国の「イノベーション 25」

策定には，以下 4つの視点が必要であると述べている11。 

・我が国にとって最も深刻な問題は何か 

・その解決に必要となる「イノベーション」はどのようなものか 

・その「イノベーション」の実現に必要なことは何か 

・それに向けて国家が取り組むべきことは何か 

（イノベーションを生み出すには） 

 経済同友会日本のイノベーション戦略委員会(2007)の提言では，イノベーションを生み

出していくためには，今後はOpen, Multi-disciplinary（多様性）, Collaborative（協

業）,Global，そしてCommunication という5つの要素が重要になると述べている12。 

【イノベーション」の定義】 

 以上の点を踏まえて，イノベーションとは，「社会の資源を活用し，新たな発想や考え方，

仕組みを取り入れて，社会が求める新たな価値を生み出すこと」として定義する。 

なお，とりわけ次のような視点が必要とされている。 

・必ずしも非連続ではない日常的な改善や改良まで含んで幅広く使用されている 

・資源に対し，富を創造する新たな能力を付与するもの 

・経済活動の範囲に限定されるものではなく，あらゆる人間活動，社会活動に適用され，

効用，価値，経済的な特性を変えることで価値を創造する 

                                                  
10 政府(2007)「イノベーション 25」p.1 
11 南條有紀(2007)「イノベーション 25：戦略性と危機感の欠如はどこから来るのか」P.4 
12 経済同友会日本のイノベーション戦略委員会(2007)提言「日本のイノベーション戦略～トップがコミ
ットし、自ら実行すべし～」p.7 
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・これまでとは全く違った新たな考え方，仕組みを取り入れて，新たな価値を生み出し，

社会的に大きな変化を起こすこと 

 

第２項 サービス･イノベーションの論点 

（長期戦略指針「イノベーション 25」） 

「イノベーション25」においては，国民の多くが求める「新たな豊かさ，心の豊かさ」

に応える新しいサービスが提供されるイノベーション創出として，サービス・イノベーシ

ョンを促す規制の見直しを含めた環境整備を提言している13。 

（サービス･イノベーション･モデル） 

安倍(2006)は，「一般に技術が関与するイノベーションは，テクノロジカル･イノベー

ションと呼ばれる。こうした技術に関するイノベーションでは，製品（プロダクト）イノ

ベーションと生産工程（プロセス）イノベーションの2タイプに分けられる。」とし，サー

ビスの場合は，「これまでになかったサービス商品コンセプトの開発はプロダクト･イノベ

ーション，サービスのプロセスに関するこれまでになかった革新は，プロセス･イノベーシ

ョンとすることができる。」と述べている14。また，サービス・イノベーション･プロセス・

モデルを提示して，「サービス・コンセプトを生み出すプロセスと，それをサービスとし

て提供するプロセスとを同時に含んでいる。すなわち，プロダクト･イノベーションとプロ

セス･イノベーションの両方を含んでいる。それは，サービス商品とは，そもそもプロセス

によって実行されるからである。」と述べている。 

（サービスを対象としたイノベーションの手法） 

 稲村(2005)は，サービスを対象としたイノベーションの手法については，現在まで確立

されたものがない，とした上で，製造業のイノベーション論のフレームワークに即して分

析し，次の3つのポイントを指摘している15。 

 第1に，サービスにおけるプロダクトとプロセスの区別について，サービスは生産と消費

が同時に行われるため，プロセスとプロダクトが重なり合い両者の境界が曖昧になること

から，サービスにおけるプロダクトをサービス内容（その多くは問題解決）またプロセス

をその提供方法と定義することで，プロダクト･イノベーションは企業のサービス･コンセ

プトと顧客ニーズの関係の中に，プロセス･イノベーションは顧客とサービス提供者の間に

存在するという，サービスにおけるイノベーションの機会がより鮮明に見えてくること。 

 第2に，サービスにおいては，プロダクトとプロセスの相互依存関係が強く，プロダクト

がプロセスに既定されるという特質を持つことから，イノベーションの機会もプロセスの

方に多く存在していると思われること。 

 第3に，サービス･イノベーションに不可欠な要素の識別として，アルブレヒトの“サー

ビス･トライアングル”の概念モデルを参考に，「顧客知：ニーズに合ったサービス･コン

セプトの開発」，「ＩＴ（情報通信技術）：画期的サービスを実現するサービス提供シス

                                                  
13 政府(2007)「イノベーション 25」p.19 
14 安倍忠彦『サービスイノベーションの促進に向けて』pp.7,8 
15 稲村昌南「サービス･イノベーションの展開」奈良産業大学紀要 p17 
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テムの開発」，「学習：実践（顧客との相互作用）を通した従業員のスキル･知識の深化及

びシステムの進化」の3つを示していること。 

（サービス･イノベーション研究会） 

サービス･イノベーション研究会は，2005年度の経済産業省サービス産業課委託調査を
行う主体として，東京大学名誉教授である生駒 俊明科学技術振興機構研究開発センター
長を座長として設立されている。この研究会がまとめた「サービス・イノベーション研究

会報告書」によれば，サービスとは「 製作したり加工した財ではなく，ユーザの生活に
必要な社会的活動の一部を肩代わりすることにより，ユーザに価値を提供し，その対価を

受け取る行為。または，対価を受け取るべく，肩代わりするユーザの社会的活動そのもの

を抽象的に指すことがある」と定義されている16。  

 また，報告書は，製品イノベーションに関する研究で導き出されたモデルに，国内外の

サービス先進事例を割り当て，3 つの類型化を試みているが，そのうちの世代論別統合イ

ノベーションモデルによると，次のようにまとめている。 

○ 第1世代リニアモデルに分類されるサービス事例は，市場のニーズがすでに明らかで他

社が提供するサービスがこれまでに実現していなかった先進的取り組みである。 

○ 第2世代クラインモデルに分類されるサービス事例は，ニーズは潜在的だが，マーケテ

ィング手法や新たなビジネスモデルを駆使することで新たなサービスを行っているの

が特長である。 

○ 第3世代仮説修正モデルに分類されるサービス事例は， 第２世代クラインモデルに分

類されるサービス事例をさらに発展させ，ニーズがクリアでない場合，市場実験を行っ

てサービス実現をしたケースである。  

○ 第 4 世代インタラクティブモデルに分類されるサービス事例の特長は，サービスの提

供側と利用者側とが協奏的に交流することでサービス価値をシェアし，その価値創造プ

ロセスを共有したケースである。 

（顧客ニーズの複雑性と不確実性） 

延岡(2006)は，技術経営（MOT）に関わる不確実性として，技術の不確実性と，顧客ニ

ーズの不確実性，競争環境の不確実性の3つを指摘した上で，技術については，新しい技術

の発明とは既存の理論では説明できない新しい理論を発見することであり，すでに固まっ

た理論を部分的に修正するだけではなく，未知の理論体系を探索するためには，既存理論

を超えた多くの試行錯誤を実施する必要がある，と述べている17。また，顧客ニーズにつ

いては，個人のニーズは多様化し細分化しているといわれる一方で，インターネットなど

により情報共有化が進み，ニーズの画一化の傾向も強くなり，このような二極化現象によ

っても，顧客ニーズの複雑性と不確実性は一段と高まっている，としている。 

このため，市場環境や競合企業，顧客ニーズに関して，現状の徹底的かつ正確な分析が

できても，それだけで正しい意思決定ができるわけではなく，分析結果と，分析が困難な

不確実性の高い要因を総合的に考え合わせて，長期的な視点から，能動的･主体的に正しい

                                                  
16 サービス･イノベーション研究会(2006)「サービス・イノベーション研究会報告書」P.17 
17 延岡健太郎『ＭＯＴ「技術経営」入門』pp.24-30 
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と信じる意思決定をすることが求められる，と述べている。この基本的な考え方は，非営

利分野のサービス･イノベーションにおいても，参考になると思われる。 

【「サービス･イノベーション」の定義】 

 以上の点を踏まえて，本稿では，サービス･イノベーションとは，「主に技術ではなく社

会の仕組みとして，新たなサービスの価値を生み出すイノベーションのこと」として定義

する。前項のイノベーションの定義を踏まえれば，サービス･イノベーションとは，「社会

の資源を活用し，新たな発想や考え方，仕組みを取り入れて，主に技術ではなく社会の仕

組みとして，社会が求める新たなサービスの価値を生み出すこと」となる。 

なお，とりわけ次のような視点が必要とされている。 

・サービス･イノベーションには，サービス･コンセプトを生み出すプロセスと，それをサ

ービスとして提供するプロセスとを同時に含んでいる 

・サービス･イノベーションに不可欠な要素として，①顧客知，②ＩＴ･情報通信技術，③

学習がある。 

・サービスの類型化として，①市場のニーズが明らかで実現していなかった先進的取り組

み，②ニーズは潜在的だが新たなビジネスモデル等による新たなサービス，③ニーズが

クリアでないが市場実験を行ってサービス実現，④サービスの提供側と利用者側とが協

奏的に交流することでサービス価値をシェアし価値創造プロセスを共有するものがあ

る。 

 

第３項 新たな社会サービス･イノベーションの概念 

（社会サービスとは） 

 厚生白書（平成 11 年版）によれば，「一般に『社会サービス』とは，国民生活に密着し

または国民生活の基盤を成すサービスで，公的部門が供給主体となりまたは何らかの制度

的な関与を行うことによって，民間部門における供給とあわせ，サービスの安定的供給や

質の確保を図っていく必要のあるサービスを指す。代表的なサービスとして，保健，医療，

福祉分野のサービスが該当するが，このほか教育サービスなども該当する。第 1章で述べ

たとおり，西欧では，我が国でいう保健･医療･福祉サービスを，この言葉であらわすこと

が多い。」としている18。 

（韓国「社会的企業育成法」） 

韓国では，2007 年 7 月 1 日に施行された「社会的企業育成法」において，「“社会サー

ビス”とは，教育，保健，社会福祉，環境及び文化の分野のサービスその他これに準ずる

サービスとして大統領令で定める分野のサービスを言う。」と規定されている。 

この法律は，「社会的企業を支援し我が社会で十分に供給されていない社会サービスを

拡充し新しい就労を創出することにより，社会統合と国民生活の質の向上に寄与すること

を目的」として制定されたもので，「社会的企業」とは，「脆弱階層に社会サービス又は

就労を提供し地域住民の生活の質を高めるなどの社会的目的を追求しながら，財貨及びサ

                                                  
18 厚生省『平成 11 年版厚生白書』第 1編 1 部 2 章 1 節 2 
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ービスの生産販売など営業活動を遂行する企業として第7条によって認証を受けた者を言

う。」とされている19。 

（社会的ニーズ） 

 ドラッカー(1991)は，「あらゆる工業社会において，社会的なニーズや，社会的な要求や，

社会的な期待が急速に高まりつつある。しかも同時に，それらの社会的挑戦を満足させる

ための政府の能力は，ますます限界に達しつつある。現代の政府は，たとえそれが日本の

政府のように有能なものであっても，ますます限界へと近づきつつある。」とし，アメリカ

では，「重要な社会的領域においてこの30年から40年の間に見られた成功らしいものはす

べて，非営利機関によって成し遂げられてきたのである。したがって，非営利機関に成果

をあげさせ，結果を出させることについて，アメリカが過去 30 年，40 年にわたって学ん

できたことは，明日，日本にも大いに関係のあることになるかもしれないのである。」と述

べている20。 

 また，佐和(2007)は，「一般に，何らかの『制約』や『不足』があってはじめて，技術革

新（イノベーション）は駆動される。」と述べている21。これについて，洗濯機などの電化

製品に代表される物質的な要素や，結核治療などの医療技術に代表される技術的な要素な

どにおいては，このような制約や不足が認識されやすいが，社会サービスについては，一

般的にはそのような制約や不足が認識されにくく，そのためにイノベーションが駆動され

にくい面があるように考えられる。 

（社会システムの概念） 

三藤(2007)は，社会システムとは，ロジャーズによると「共通の目的を有しているとと

もに，相互になんらかの関係を持つ複数の人々ないし組織体を単位要素として構成されて

いる集合」であり，単位要素としての組織体とは，企業などの法人や自治体，団体その他

の機関や組織などのことである，としている22。このほか，システム工学者渡辺茂は，シ

ステムには，要素，役割，目的及び手順があると指摘していると述べている。そして，こ

れらの考察を踏まえて，社会システムについて，「①社会システムには時間の経過がある。

②ひとつ以上の構成要素つまり成員によって構成される。ここで，構成要素は個人の場合

もあれば個人の集合体である組織や機関の場合もある。イノベーション･プロセスという観

点からは，社会システムの構成要素はイノベーションの採用者，イノベーションの提供者

および関連する利害関係者によって構成される。③一連のイノベーション･プロセスの中で

社会システムの各構成要素は何らかの目的を共有している。④社会システムの各構成要素

は，そのイノベーションに関して，相互に何らかの関係を有しており，コミュニケーショ

ン･ネットワークを介して情報を交換する。⑤社会システムは外部環境によって取り囲まれ

ており，システムと環境間のコミュニケーション･ネットワークを介して情報が入出力され

る。」ものと述べている。 

                                                  
19 「社会的企業育成法」協同総合研究所ウェブサイト
http://jicr.roukyou.gr.jp/data/korea_SE_law_v07.pdf 

20 Ｐ･Ｆ･ドラッカー『非営利組織の経営』pp.ⅳ,ⅴ 
21 佐和隆光『この国の未来へ』p148 
22 三藤利雄『イノベーション･プロセスの動力学 －共組織化する技術社会』pp81,82 
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 横山(2003)は，「社会システム･デザイン」は既存分野横断的であり，まだ明確な概念す

ら確立していない未完成な分野である。しかし，構造改革を含めて今後の日本が直面する

社会変革の実効性を高めるために必要不可欠なアプローチである，と述べている23。「社会

システム」とは技術中心のシステムよりも広範な概念であるとし，「教育システム」や「徴

税システム」も「社会システム」の定義の範疇に入るべきであるとする。また，「社会シス

テム」は，技術ロジックの軸と価値観優先の軸との間に形成される平面に位置付けること

ができるとして，この 2軸により形成される 4つの象限に各種の社会システムを位置付け

ている。また，この「社会システム」を今日重視しなければならない理由として，「日本の

社会は明治以来，あるいは第二次大戦後から続いていた『追いつき追い越せ』的社会経済

の発展フェーズが終わり，新しいフェーズに移行すべき時期に今ある。そのフェーズでは

世界に先例や手本のない先進的課題に直面している。自分で答えのほとんどを新たに作り

出さないといけないフェーズ」であり，「その転換にとまどっているのが現在続いている停

滞感の原因であろう。新たなフェーズにおいては現行の『社会システム』は多少の改善と

変更では済まない状況にあると認識すべきである。これまでは年々増加する豊かな財源を

もとにナショナル･ミニマム（シビル･ミニマム）は充足し，安全で快適，かつ健康的な生

活を送る基本的な条件が日本中に確保できた。しかし，それらの条件は今大きく変わろう

としている。」として，ナショナル･ミニマムをハードウェア中心に整備してきた段階から，

オペレーティング･システム（運営の仕組み，ＯＳ）というソフトウェアを重視していく「生

活者に対する価値提供システム」の質の向上が求められていると指摘している。 

西口(2007)は，日常用語では「社会システム」という言葉は，社会のさまざまな制度，

仕組み，あるいは，インフラストラクチャーなどの意味で使われることが多いと指摘した

上で，「社会システム論」の用法として，「意識的に調整された，二人以上の人間の，活動

や諸力の体系」という，人と人の相互作用を重視する考え方が「社会システム」の本質で

あるとしている24。また，最新の社会システム論における「社会システム」の特徴とは，

個々人を論ずるのではなく，意味システム間のコミュニケーションによって創発する，諸

力と相互作用の「関係性の体系」に，格別の注意を払っていることである，と述べている。 

【「社会サービス･イノベーション」の定義】 

 以上の点を踏まえて，本稿では，社会サービス･イノベーションとは，「公的な部門も何

らかの形で関わる，住民の生活に影響の大きい社会的なサービスにおける，サービス･イノ

ベーションのこと」として定義する。前項のサービス･イノベーションの定義を踏まえれば，

社会サービス･イノベーションとは，「公的な部門も何らかの形で関わる，住民の生活に影

響の大きい社会的なサービスにおける，社会の資源を活用し，新たな発想や考え方，仕組

みを取り入れて，主に技術ではなく社会の仕組みとして，社会が求める新たなサービスの

価値を生み出すこと」となる。 

 これまで民間のビジネス分野において，サービス･イノベーションという概念はかなり使

われてきているが，この社会サービス･イノベーションという概念は，非営利分野の多い社

                                                  
23 横山禎徳「『社会システム･デザイン』のアプローチ」経済産業研究所ウェブサイト 
24 西口敏宏『遠距離交際と近所づきあい』pp.58-61 
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会サービスのイノベーションという点で新しい概念である。 

なお，とりわけ次のような視点が必要とされている。 

・社会サービスとは，国民生活に密着しその基盤を成すサービスで，公的部門が供給主体

または制度的な関与を行うことにより，民間部門における供給とあわせ，サービスの安

定的供給や質の確保を図っていく必要のあるサービスである。 

・「追いつき追い越せ」的社会経済の発展フェーズが終わり，「社会システム」は多少の改

善と変更では済まない状況にある。 

・成熟社会において限られた社会資源を有効に活用して質の高い社会サービスを効果的･

効率的･継続的に提供するための社会サービス･イノベーションについての認識は高ま

ってきている。 

 

第２節 組織連携とコーディネート機能に関する先行研究 

第１項 組織連携の定義と拡がり 

 前章で触れたように，組織社会の出現の中で，組織の連携による社会的課題の解決が求

められるようになっている。 

（知識社会と組織の連携） 

 上田(2006)は，「ドラッカーが描く社会の未来像は，企業から成る民間セクター，ＮＰＯ

から成る社会セクター，政府から成る公的セクターが協同する社会である。こうしてドラ

ッカーは，政府現業部門の民営化を説き，続いてＮＰＯの振興を訴えた。」と紹介している

25。そして，多元社会の到来の中で，社会の問題が政府の点で解決されないのは明らかで

あり，一人ひとりの個人がばらばらに動いても解決はされない。社会のニーズは諸々の組

織の力によってのみ解決されるとし，それらの組織がそれぞれ特化，専門化した領域で強

みを発揮するとき，それらのニーズはよりよく果たされる，知識は高度化するほど専門化

し，専門化するほど単独では役に立たなくなる，他の知識と連携してはじめて役に立つ，

と述べている。 

(「個人」から「組織･チーム」へ) 

一條ら(2007)は，企業経営者を含む多くのビジネスパーソンにヒアリングを行った結果

として，これからの時代に求められるワークスタイルとして重要となるのは，社外の関係

者との共創行動や知の創造という社外パートナーシップ行動と，社内の関連部署との協働

行動や知の創造という社内コラボレーションであるとし，その方向性として，「もの」か

ら「ソリューション」への移行にともなう新たなワークスタイルと，「個人」から「組織･

チーム」への回帰のための新たなワークスタイルがあるとしている26。特に，「個人」か

ら「組織･チーム」への回帰については，「より複雑化する環境の中で，たんに個人のパフ

ォーマンスを積み上げるだけでなく組織の利点を生かし，そのパフォーマンスをレバレッ

ジして高めるような方策が注目されるようになったといえる」と述べている。 

                                                  
25 上田惇生『ドラッカー入門 －万人のための帝王学を求めて』pp.39-43 
26 一條和生，徳岡晃一郎『シャドーワーク －知識創造を促す組織戦略』pp.53,54 



 18

（組織の連携） 

元吉(2007)は，「組織というのは，本来，個人の力では果たし得ない目的を協働によっ

て達成していくためのチーム」であると述べている27。そして，組織内において，「縦割り

組織の弊害は，それぞれの組織が単独で解決のための努力をしても，しょせん部分最適を

積み重ねることにしかならない」と指摘している。これは，社会における多様な組織間の

連携においても同様であると考えられる。 

（コラボレーションと連携） 

 このような趣旨からすれば，連携には協働などの要素も重要であり，その点では，コラ

ボレーションという表現が適当とも思われるが，カタカナ言葉の多用を避ける趣旨からも，

本研究では，協働なども含めた幅広い意味を表す言葉として「連携」を使用したい。 

（企業間のコーディネーション） 

 伊丹ら(2006)によると，1930～50年には3～4割であった雇用者の割合が，1950年以降大

きく変化し，2000年には80％を超えるとともに，第一次産業の就業者構成比は，1930～50

年には40～50％で安定していたものが2000年には5％にまで低下するなど，今日では，就業

者の大部分が企業の中でそのコーディネーションに従って働くようになってきていると指

摘し，その理由として，人々が経済活動を行うために必要な物的資産が企業に集中するよ

うになったことを挙げている28。また，「日本経済において，人々の経済活動の内，ます

ます大きな部分が第一次的に企業の内部でコーディネートされるようになっているが，一

方で企業間のコーディネーションの役割も依然として大きい。」と指摘し，1970年代以降，

組織と市場を統合的に捉える分析枠組みが発達してきた理論的発展によって，経済活動の

コーディネーションとモチベーション付与に関する多様な様式を比較分析することが可能

になっている，と述べている。 

（複数企業による「共創行動」） 

 寺本ら(2007)は，単一の企業が全方位的な競争優位性を構築することはもはや不可能で

あり，自己完結型の事業展開により市場を制覇するのではなく，自社の弱みを補い，ある

いは自社の強みをさらに強化する他の企業との連携が必要となる。互いに異なった強みを

持った企業が戦略的に手を組み，それぞれのコアコンピタンスを融合することで，単独の

企業では生み出すことができなかった新しい価値の生まれる可能性が高まっており，複数

の企業が共同で価値を創造するという意味での「共創行動」への転換というビジネスモデ

ルを指摘した上で，異なるコアコンピタンスを持つ複数の主体が共創力を発揮していくた

めには，これまでとは異なるマネジメントが必要となる，と述べている29。異なる主体の

融合が生み出す共創力を活用していくためには，新しいビジネスモデルが必要であるとし，

経営パラダイムの転換に伴う，ビジネスモデル･イノベーションを指摘している。さらに，

21世紀のビジネスモデル･イノベーションとして，21世紀の成長産業と目されている福祉･

介護産業や健康，旅行産業などの分野でも営利と非営利とのダイナミックなコラボレーシ

                                                  
27 元吉由紀子『どうすれば役所は変われるのか』p60 
28 伊丹敬之･藤本隆宏･岡崎哲二･伊藤秀史･沼上幹編『日本の企業システム－組織とコーディネーション』
pp.7-12 

29 寺本義也･岩崎尚人･近藤正浩『ビジネスモデル革命 第２版』生産性出版 pp.226-229 



 19

ョンが重要な役割を果たすことが期待されており，それをいかにうまくビジネスモデルに

組み込むかが，独自の顧客価値の提供や高い顧客感動を得ることにつながる，と指摘して

いる。 

（共時的と継時的） 

 西口(2007)は，「近年，科学技術の著しい進展と複雑さの増大により，『共時的』，す

なわち時間を共有しながら並存している状態と，『継時的』，つまり，過去，現在，未来

という，時間のタテ軸の継続性を考慮した状態，の二つの次元で，曖昧さと不可知性が増

している。」としている30。「『共時的』には，近年，利用可能なテクノロジーの範囲が

あまりに広くなりすぎ，･･･一個の人間が全てを見渡して総合判断することは，ますます困

難となっている。」とし，「特定の個人がすべてを知ろうとするのではなくて，一人のチ

ーフエンジニアが「触媒」となり，できるだけ広い分野の人を集め，その専門的な意見を

もとに共時的に検討を重ね，･･･実践的なソリューション（解決法）を得るほうが得策であ

る。」「『継時的』には，将来，利用可能となるテクノロジーの進展と範囲を予測するの

があまりにも難しくなり，事前にすべてを見越して，最適な総合判断を下すことは，実際

不可能になっている。」「米国防総省では，このような考え方を『スパイラル･ディベロッ

プメント(spiral development,らせん型開発』と称しており，新しい防衛装置の開発活動

に積極的に取り入れ始めた。」と述べている。 

（社会連携） 

 私自身は，「社会の一員としての大学へ」(文部科学時報No.1547平成17年2月号)におい

て，「当時使われていた『社会貢献』という言葉に違和感があり，それに代えて『社会連

携』を提唱した。大学の知の一方的提供ではなく，大学と社会との双方向でのかかわりに

よる，大学自身の変化と両者の発展という意識を盛り込みたかったからだ。」とし，「社

会が大学に求めているのは，『お人好しの一方的なサービス』ではなく，大学本来の使命

である教育･研究において，社会との関係性を深めその責任を果たしていくことである。」

と述べた。このような社会連携という意識は，社会サービス･イノベーションのための組織

連携において重要であると考えている。 

【組織連携の定義】 

 以上の点を踏まえて，本稿では，組織連携とは，「個人あるいは単一の組織による活動で

はなく，複数の組織や個人が，それぞれの機能を活かして，社会が必要としている新たな

価値を生み出すために連携して行動すること」として定義する。 

なお，とりわけ次のような視点が必要とされている。 

・知識は高度化するほど専門化し，専門化するほど単独では役に立たなくなり，他の知識

と連携してはじめて役に立つ。 

・現代のイノベーションの多くは，一人の天才や一つの企業による自己完結的な行為では

なく複数の企業による行為であり，異なった強みを持った企業が手を組むことで，単独

の企業では生み出すことができなかった新しい価値の生まれる可能性が高まっている。 

                                                  
30 西口敏宏『遠距離交際と近所づきあい』pp.205,206,258-261 
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・時間を共有しながら並存する『共時的』状態と，過去･現在･未来という時間のタテ軸の

継続性を考慮した『継時的』状態の二つの次元の組合せの開発手法が生まれている。 

 

第２項 健康福祉分野の組織連携の先行研究 

 健康福祉分野は，組織連携による社会サービス･イノベーションが最も期待される分野の

一つであると考えられるが，今回の先行研究においては，結核やウィルス性肝炎の予防な

ど特定疾患への対応の取組みや，病院から地域への継続看護，高齢者介護などの在宅での

サービス連携などについての研究はみられたものの，組織連携による社会システムづくり

自体に関する研究はまだ十分とはいえない。 

 田中ら(1996)は，ヘルスケアの推進に伴い「医療」概念が拡大しその援助の対象や目標

が広がった一方で，「福祉」サービスも普遍化したために両者の対象は重なり合い目標も似

通ったものになりつつあるとした上で，わが国の医療は「社会的入院」等の形で福祉の代

行物としてもおかれていた歴史があるために国民の医療への期待は未だ大きなものがある

と指摘している31。そして，ケアマネジメントについて，組織内連携と組織間連携のそれ

ぞれを考察し，後者については，「医師会型」「医療主体型」「福祉組込型」「自治体取組型」

の 4類型に分類した上で，多様なサービスの普遍性や公平性，利潤性を担保しながら，元

来親和性に乏しかった医療と福祉および行政と医療組織を繋ぐ役割をソーシャルワーカー

が担っているとしている。 

田村(2006)は，高齢被介護者の福祉の向上を図るためには，介護の場である住宅･施設･

地域という各セクターが十分に機能を発揮し相互作用をするとともに，家族や近隣者など

の地縁･地縁機能，福祉ＮＰＯや社協･協同組合などの準市場･ボランタリー機能･共同機能，

政府･自治体などの行政機能が主体的に協働することが重要であり，これらの介護支援主体

とコーディネート機能が福祉ガバナンス成立に不可欠な要素となると指摘している32。 

このように，健康福祉分野における組織連携やコーディネート機能についての研究は，

一部で取り組まれているものの，研究分野としてはまだ組織的･体系的に取り組まれている

とは言いがたい状況にあり，今後の発展が期待される。 

 

第３項 コーディネート機能と社会連携意識 

 近年，教育，福祉，産業，雇用，地域づくり，国際協力など，幅広い分野において連携

を進めるコーディネート機能の大切さが指摘されている。しかしながら，何がコーディネ

ート機能なのか，についてはまだ十分整理されていないように思われる。 

（コーディネート事例の視点） 

 地域活性化に係わるコーディネートの実態調査報告書(2006)では，コーディネート事例

の調査に当たって，次のような視点を用いている33。 

                                                  
31 田中千枝子，大本和子「ヘルスケアとソーシャルワークの視点 －医療主導の組織連携の類型化とケ
アマネジメントへの影響」東海大学健康科学部紀要代 2号，pp.65-74 

32 田村久美「家族･施設･地域の福祉ガバナンス」川崎医療福祉学会誌 Vol.15, No2 pp.511-519 
33 (財)中小企業総合研究機構「地域活性化に係わるコーディネートの実態調査報告書」p.3 
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① 製品特性の視点（あまり有効活用されていなかった地域資源に価値を見出して行われ

た取組み，既存の伝統文化等に新しい価値観を付加して展開した取組み） 

② 製品開発等に係る視点（既存の製品の機能強化を行った取組み，新しい発想により新

製品マーケティングを行った取組み） 

③ 取組み方の視点（中小企業1社によるマーケティング戦略の見直し・事業展開を行った

取組み，複数の中小企業等が協働して事業活動を展開した取組み） 

④ コーディネート形態の視点（専門コンサルタントがマーケティング指導に特化したコ

ーディネート，自ら連携に参画する企業であり、強みの分野として主にマーケティング

領域を担いながら連携の取組みを支えたコーディネート） 

（問題の「見える化」） 

遠藤(2005)は，組織としての問題解決能力の第一歩は問題を発見する，もしくは問題を

設定することにあり，そのために「見える化」というコンセプトが生まれたとしている34。

「見える化」によって，新たな「気づき」を発見し，新たな認識や疑問が生まれて具体的

な「考える」作業が行われ，関係者の間でさまざまな事象や事実がガラス張りとなり共通

認識が生まれて「職種の壁」などを越えて「対話」を促進させるきっかけとなるとする。

「見える化」による「思考」や「対話」は新たな発想や知恵をもたらし，何をしたらよい

かという答えや仮説を得た人間は，それを実行したいという欲求を持ちそれが具体的な「行

動」をもたらすと述べている。「見える」ことにより，「気づき→思考→対話→行動」と

いう一連の「影響の連鎖」をもたらし，その結果として問題解決が促進されるとしている。 

（「場」づくりの重要性） 

 野中ら(1999)は，知識経営やナレッジマネジメントを構成する基本的なものとして，知

識を創造するプロセスと知識資産の開発･活用･維持に加えて，「場」が重要であると指摘

している35。そして，「場」という，時間･空間･人間の関係性において，知識が共有され，

創造され，蓄積され，活用されるのであり，「知識資産の活用プロセスと知識創造のプロ

セスをダイナミックに結び付け，連動させるための媒介となるプラットフォームが「場」

なのです。」と述べている。知識には，「暗黙知」と「形式知」の両面があり，「暗黙知」

は身体的･感覚的な環境との交わりから生まれ身体的共体験を介して伝達されることから，

本質的に「場」とは切り離せないとして，知識の活用や創造にとって「場」は根本的要素

となるはず，と述べている。情報と知識をつなぐのが「場」であり，この「場」をうまく

展開することによって，「単なる情報共有」と「知識共有や活用」との差異が出てくる，

としている。 

（ネットワーク･イノベーション） 

 寺本ら(2007)は，現代のイノベーションの多くは，一人の天才や一つの企業による自己

完結的な行為ではなく，複数の企業による行為，すなわちネットワーク･イノベーションで

ある，と述べた上で，多様性が大きければ大きいほど相互作用の組み合わせの数も大きく

なり，共進化関係を形成する機会が増大するため，日本企業の今後の重要課題の一つが，

                                                  
34 遠藤功『見える化 －強い企業をつくる「見える」仕組み』p17,pp.178-180 
35 野中郁次郎，紺野昇(1999)『知識経営のすすめ －ナレッジマネジメントとその時代』p161,pp.165,166 
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いかに多様性を許容し，異質な組織や個人とネットワークを構築し，それを最大限活用で

きるかにあることは明らかである，と述べている36。 

（非営利の視点） 

 寺本ら(2007)は，ＮＰＯも最近では，自分たちの活動からの利益を実現することを否定

しなくなっており，継続的にサービスを提供するためには，収益を挙げることは不可欠で

あるという認識が世界的に広がりつつあるとした上で，米国では，ＮＰＯの名称を従来の

「Non Profit Organization」（利益を一切追求しない組織）から「Not For Profit 

Organization」（もっぱら利益のみを追求しない組織）への再定義が起こっているとして

いる37。これらの動きを踏まえて，21世紀のビジネスモデル･イノベーションを理解するた

めには，営利の世界からだけではなく，非営利の視点をも組み込んでいく姿勢が必要であ

る，と指摘している。 

（コーディネート活動の重要性） 

 飯盛(2005)は，地域情報化プロジェクトの組織マネジメントにおける情報技術とフェイ

ス･トゥ･フェイスのネットワークの相互作用に関して，「コーディネート活動では，目的

や目標達成の意味が曖昧な環境下で活動」「コーディネータは，コンテクストを共有し，

情報のソースを見つけ出し，誰に依頼するかを決定し，人々の中で仕事を分配し，今後の

活動のためにルールや規範を作り出し，目標に向かう進捗状況をモニタリング」「そのた

めには，役割や規範，ステータスによって与えられ，信頼や人との協働によって強化され

た社会構造が重要」の 3点を指摘し，フェイス･トゥ･フェイスの相互作用が重要であると
指摘している38。 
（全体状況の理解の重要性） 

 坂井ら(1992)は，「メーヨーが，その研究において全体状況の理解の重要性を強調した

理由は，それがコミュニケーションの技能，換言すれば社会的技能の習得において不可欠

の条件とされるからであり，したがって自発的協力と決定的に関わってくるからである。」

としている39。連携を生み出す際においても，自発的な協力を引き出すためには，全体状

況の理解と共有は不可欠な要素であると考えられる。 

【コーディネート機能の定義】 

 以上の点を踏まえて，本稿では，コーディネート機能とは，「異なる立場の組織や人々を

結び付けて，社会が必要としている価値を実現し継続的に供給していく，社会サービス･

イノベーションを生み出す連携促進機能のこと」として定義する。また，このような取組

みの基本となる，社会での連携を進める意識のことを，社会連携意識と呼ぶこととする。

この社会連携意識は，組織や個人が，同じ社会の一員としての自覚を持ち，それぞれの役

割を担い，現在及び未来の社会を築いていくために力を合わせて行動していくという意識

である。 

                                                  
36 寺本義也･岩崎尚人･近藤正浩『ビジネスモデル革命 第２版』生産性出版 pp.17,18 
37 寺本義也･岩崎尚人･近藤正浩『ビジネスモデル革命 第２版』生産性出版 pp.40,41 
38 飯盛義徳「地域情報化プロジェクトの組織マネジメント」慶應義塾大学 2005 年度秋学期「授業名：研
究プロジェクト B(1)」第 3 回講義 p.13 

39 坂井正博編著『人間･組織･管理』p.114 
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なお，とりわけ次のような視点が必要とされている。 

・「見える化」によって，新たな気づきを発見し，新たな認識や疑問が生まれて具体的な

考える作業が行われ，関係者の間でさまざまな事象や事実がガラス張りとなり共通認識

が生まれて職種の壁などを越えて対話を促進させる。 

・21 世紀のビジネスモデル･イノベーションを理解するためには，営利の世界からだけで
はなく，非営利の視点をも組み込んでいく姿勢が必要。 

 

第４項 コーディネート機能を担う人材の体系 

 コーディネート機能の内容が十分明確にされていない上に，それを担う人材（コーディ

ネーター）について，その特性や条件，人材養成なども十分整理されているとはいえない。 

（クリエイティブな編集者） 

金子(2002)は，リーダーシップの一つの形態として，ひとりの固定的な指導者がいるの

ではなく，自発的なリーダーシップが交代で現れ共有される，「クリエイティブな編集者

の役割」を交代で互いに受け持つという姿を紹介している40。そして，リナックスの開発

におけるリーナスの役割について，「システムが改良されるのを毎日のように目に見える

形で示すことで，参加者たちに刺激を与え，『これはできそうだ』という具体的イメージ

を与えている。リーナスは自分自身で目を見張るようなオリジナリティに富んだデザイン

を作り出すのではないが，何がいいデザインか，それをリナックスに取り入れることがい

いかどうかという判断に関しては超一流である。バザール型の開発で必要なのは，ゲート

キーパー的役割である。そして，バザール型をひっぱってゆくには，素晴らしいコミュニ

ケーターである必要がある。これらのコメントを総合するに，その言葉は使っていないが，

レイモンドは，リーナスのことを非常に優秀で才能のある『コミュニティ編集者』だと言

っているのだ。」と述べている。 

（サービス･イノベーションを担う人材養成） 

イノベーション 25(2007)では，生活者の視点に立脚したサービス分野の生産性向上に向

けた取組の強化の中で，サービス･イノベーションを担う人材の養成について，「大学等

におけるサービスに関する学際的･分野横断的な教育研究を強化し，サービス分野におい

て生産性の向上やイノベーション創出に寄与しうる資質を持った人材の育成を目指す」と

している41。また，大学改革の中で，「イノベーションの創出のためには，特定の学問分

野にとらわれない幅広い知見や経験を身に付けることが必要である。特に，科学技術に明

るい経営者や，市場のニーズがわかる経営的なセンスを身に付けた研究者･技術者の輩出

は，社会や企業がイノベーティブであり続けるために重要な要素である。」と述べている。 

（テクノ＆サービスプロデューサー） 

 藤原ら(2005)は，「サービス分野でも，人材と組織が，イノベーターとしての重要な役

割を果たすと考える。」として，サービス分野も視野に入れた次世代イノベーションを切

り開くために「テクノ＆サービスプロデューサー」といった新しいタイプの人材が今後求

                                                  
40 金子郁容『新版コミュニティ･ソリューション』p.9,pp.56,57 
41 政府(2007)「イノベーション 25」pp.19,32 
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められるとしている42。 

（プロデューサー） 

「サービス･イノベーション研究会報告書」によれば，サービス産業分野のイノベーシ

ョンは，個人の経験と能力のみに頼ってきたものが多い，として，「こうしたイノベーシ

ョンを実現する優れた人材の輩出には，経営の専門家を養成するビジネススクールや研究

開発者を養成する研究大学などの既存の人材養成システムのみでは難しいと思われる。今

後，この分野でイノベーションを起こしていくには，イノベーション及びそのシステム構

築を担う人材を組織的に養成していくためのナショナルシステムを構築する取組を促進す

べきである。特に，この分野で重要な「プロデューサー」を養成するための産学連携プラ

ットフォームの構築が必要である。この課題を解決するためには，独創的なアイデアを発

案し，かつこれを実現するための経営的手段を持っている人材を養成する必要がある。こ

れは，突出した創造力を有する人に，その発想を実現する力を付与するべきとの考えであ

り，このためには，これまでのスペシャリスト（専門技術）とゼネラリスト（マネジメン

ト）という対立した概念ではなく，その両方を兼ね備えた人材の養成という新たな教育シ

ステムの構築が必要である。」と述べている43。 

また，養成を目指す人材像のイメージとして，｢イノベーションのアイデアを作りだし，

かつそのアイデアを実現するプロデューサーや，広さと深さを持ちスペシャリストとゼネ

ラリストの両方の側面を持つ人材｣を挙げている。 

（プロセス･デザイン） 

 元吉(2007)は，改革は未知のものをつくりあげていく取組であるから，誰でも完璧にで

きるわけではなく，何かをやりながら失敗をして，それを軌道修正しながら，よりうまく

いく方法を導き出すプロセスが必要だと述べている44。柴田(1994)は，組織の壁を越えた

変革を生み出していくためには，表面に見えている制度や組織だけではなく，それぞれの

場における「暗黙のルール」を変えていくことが大切であるとして，そのような人のつな

がり方のようなソフトな環境づくりの変革に関して，「プロセス･デザイン」という言葉を

使っている45。 

（リーダー） 

 ロビンス(1997)によれば，「リーダーが非リーダーと異なる 6つの特性は，動機と意欲，

他者を導き影響を与えようとする意欲，正直さと誠実さ，自信，知性，責任分野における

深い専門知識である。」としている46。また，合理的な意思決定のプロセスとして，①問題

を認識する，②意思決定の判断基準を特定する，③判断基準を秤にかける，④代替案を考

える，⑤各々の案を判断基準に照らして評点をつける，⑥最適な意思決定を見積もる，の

6段階を示している。 

 ミンツバーグ(1993)によれば，マネージャーの役割は，対人関係の役割として，①フィ

                                                  
42 藤原哲郎･亀岡秋男･井川康夫『日本におけるサービス･イノベーションの推進 : IT&ソリューションビ
ジネスを中心としての考察』研究･技術学会第 20 回年次学術大会講演要旨集 p.283 

43 サービス･イノベーション研究会「サービスイノベーション研究会報告書」p.17,pp.25-29 
44 元吉由紀子『どうすれば役所は変われるのか』p.15 
45 柴田昌治『コアネットワーク 変革する哲学』p.75,p.150 
46 ステファンス･Ｐ･ロビンス『組織行動のマネジメント』p.121,p.214 
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ギュアヘッド，②リエゾン役，③リーダー役の 3つが，情報関係の役割として，①モニタ

ー役，②周知伝達役，③スポークスマン役の 3つが，意思決定の役割として，①企業家と

しての役割，②障害処理者としての役割，資源配分者としての役割，④交渉者としての役

割の 4つがあるとしている47。 

これらのリーダーの役割については，コーディネーターの役割にそのまま適用できるも

のではないが，その役割の検討に当たっては，参考になるものと思われる。 

（課題リーダーと社会情緒的リーダー） 

 金井(2004)は，ハーバード大学のロバート･ベールズが，集団討議の過程を観察した結果，

「何でこんなことを議論しなければいけないのか」と怒る人に対して，「まあ，そうおっし

ゃらずに，ここで出会ったのも何かの縁ですから，楽しくやりましょう」とか言って，場

を和やかにしてくれるような，人間が集団の場に持ち込む感情に目配りできる「社会情緒

的リーダー」と，それだけでは肝心の議論が進まないので，「まず，自己紹介をしながら，

賛成か反対か，そしてその理由を順に述べましょう」などと言って，課題の達成に貢献す

る「課題リーダー」の 2通りのタイプのリーダーが自然に生ずることを見出したと紹介し

ている48。イノベーションを生み出すための議論は難航することが少なくなく，この両方

のタイプの機能を果たすことが求められていると思われる。金井はまた，「ビジョン設定と

ネットワーク構築が，変革型のリーダーシップには必要だというときでも，いいビジョン

であっても絵に描いた餅で終わってしまえば，話にならない。」として，「絵を描くこと以

上に，ひとを巻き込むことがリーダーシップにとっては重要なのだ。」と述べている。 

（組織社会と個人） 

 ドラッカー(2006)は，経営の本質には大きな違いはないものの，組織社会が進展し，一

つだけ変化したことは，実に多数のそして多様な組織が誕生したことであるとして，組織

が少なく，経営者がそれほど必要でなかった時代には，経営は生まれながらの天才に頼り

きればよかったが，組織が激増した現代では，膨大な数の経営者を必要とするようになっ

た。そこで，“道具”としての経営科学が登場してきた，と述べている。そして，経営科学

の務めは，“スーパー経営者”を創り出すためにあるのではなく，経営能力のある普通の人

間を数多く育てることに力点を置いているとし，「結果が伴っているかどうかはともかく，

私自身が目的としてきた経営科学の発展も，普通の人間が良い仕事をできるようになるこ

とを目指してきました。」と語っている49。 

（地域の知識創造とコーディネーター） 

 長平(2003)は，野中郁次郎，パトリック･ラインメラ，柴田友厚による「知識と地域－イ

ノベーションのプラットフォームとしての地域－」50が，地域に潜在化している知識をい

かに発見し創造し蓄積することができるかということが地域の発展に大きな影響を及ぼす

のではないかとの考えから，地域の知識創造の場を，「共感場」，「対話場」，「サイバー場」，

「実践場」の 4種のタイプに分類していることに関して，そのような「場」が誰によって

                                                  
47 ヘンリー･ミンツバーグ『マネジャーの仕事』pp.269-274 
48 金井壽宏，高橋潔『組織行動の考え方』pp.188,189,208,209 
49 P.F.ドラッカー『ドラッカーの遺言』pp.128-130 
50『オフィス･オートメーション』Vo.19，No.1(1998.4) 
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形成されるのかというプロセスやその継続性，地域における組織と「場」との関係，4 種

類の「場」の構成員が明確にされていないと指摘している51。その上で，「場」の継続性に

関して，このような「場」は一度形成されても永続的ではなく絶えず継続発展させる努力

が必要であり，地域のトップリーダーたちによる地域リエゾン活動が「場」の維持，発展

に寄与しているのではないかと考えると同時に，「地域の利害関係者の構造を考えると地

域トップリーダーだけではなく，地域の産学官の各セクターの担当者クラス，ミドルクラ

スも巻き込んでいかないと実際の地域リエゾン活動は機能しない。この，巻き込むプロセ

スを担っているのがコーディネーターではないかと思っている」と述べている。 

（他者との関わり） 

 佐和(2007)は，幸福の源泉は，「参加」の意識，コミットメント（使命感），シンパシー

（他人への思いやり）であるとし，参加，使命感，思いやりのいずれもが，他者との関わ

りにほかならず，社会の中における人間としての存在感を実感することこそが幸福の源泉

であると述べている52。また，「幸福のもうひとつの源泉は，目標を達成するまでのプロセ

スである。確固たる目標があって，それに向かって一歩一歩前進してゆく，このプロセス

は緊張感に富み，人々に生き甲斐を感じさせる。目標に向かっての階段を一段ずつ登るプ

ロセスにおいて，人びとは幸福を実感するのである。」と述べている。社会サービス･イノ

ベーションを生み出すためのコーディネートとは，すなわちこのような他者との関わりの

中で目標に向かって前進していくプロセスを生み出していくことであると考えられる。 

【「コーディネート機能を担う人材」の定義】 

 以上の点を踏まえて，本稿では，コーディネート機能を担う人材とは，「幅広い経験や知

見を元に，多様な参加主体間のコーディネート機能を果たす人材のこと」として定義し，

このような人材のことを「コーディネーター」と呼ぶこととする。 

なお，とりわけ次のような視点が必要とされている。 

・イノベーションの創出のためには，特定の学問分野にとらわれない幅広い知見や経験を

身に付けることが必要であり，スペシャリスト（専門技術）とゼネラリスト（マネジメ

ント）の両方を兼ね備えた人材の養成という新たな教育システムの構築が必要である。 

・イノベーション及びそのシステム構築を担う人材を組織的に養成していくためのナショ

ナルシステムを構築する取組を促進すべきである。 

・トップリーダーだけではなく，各セクターの担当者クラス，ミドルクラスも巻き込んで

いかないと実際の地域リエゾン活動は機能しない。 

・経営科学の発展は，普通の人間が良い仕事をできるようになることをめざしてきた。 

 

第３節 社会サービス･イノベーションの必要性 

 以上の先行研究から，時代の変化の中で，多様な新たな社会サービスが求められており，

しかもそれを効果的･効率的に提供していくためには，イノベーションが求められているこ

と，そしてそのような社会サービスの提供を担うのは現代社会においては主として多様な

                                                  
51 長平彰夫『挑戦する地域 －コーディネーターとリエゾン組織が地域を変えた６つの事例』p.55,p.66 
52 佐和隆光『この国の未来へ』pp.68,69 
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組織であることから，イノベーションにおいては，組織連携が重要であることが明らかに

なった。 

 現在社会において求められている社会サービスとしては，地域社会に関するものだけで

も，体の健康（医療の提供，生活習慣の改善，健康診断など）やこころの健康（自殺予防，

うつ病対策など），障害者支援（就労活動支援，社会復帰支援など），高齢者支援（居場所

づくり，就労機会支援など）のほか，防犯･防災（地域活動，施設･設備改善，非常時支援

など），子育て･教育（自然体験，保育，教育，不登校対応，外国人子弟支援など）環境･

景観（環境教育，景観づくりなど），生活交通の確保など多様である。本研究では，このう

ち健康福祉分野について研究を進めることとする。 

 なお，健康福祉分野は，前章で述べたように，医師，歯科医師，薬剤師，保健師，看護

師，歯科衛生士，理学療法士，作業療法士，社会福祉士，介護職など多様な専門職が関わ

る上に，病院，診療所，福祉施設，保健所，市町村保健センター，地域包括支援センター

などの多様な施設があり，また行政のほかに，社会福祉協議会などの公的団体，医師会な

どの専門職の職能団体，ボランティア団体等に加えて多様な民間事業主体も関わりながら

社会サービスを提供している分野である。その専門分化と関係する事業主体の多様性が，

健康福祉分野の組織連携の特徴である。また，公立と民間の医療機関が並存し，介護サー

ビスにおいても多様な事業主体の参加がなされているなど，公的部門と民間部門とがそれ

ぞれ主体的に関わるという特徴も有している。さらに，そのサービスの提供が，従来の施

設内でのサービス提供から，在宅などの地域でのサービス提供に拡大していることから，

町内会･自治会，コミュニティ推進協議会，公衆衛生推進協議会，地域安全協議会，民生委

員，児童委員，福祉委員，

学校，ＰＴＡ，公民館な

どの地域組織など，より

幅の広い関係組織や関係

者との関わりが生まれて

いる分野である。 

 このため，求められて

いる社会サービスをより

効果的･効率的に提供し

ていくためには，関係す

るこのような多様な組織

を連携してイノベーショ

ンを生み出していくこと

が求められているといえ

よう。 

 

図表 3 社会サービス･イノベーションと組織連携 
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第３章 組織連携のモデルと事例研究 
 

前章における先行研究において，社会サービス･イノベーションと組織連携およびコー

ディネート機能についての概念を整理した。本章では，これを踏まえて，健康福祉分野に

おける社会サービス･イノベーションを生み出す組織連携のモデルを提起するとともに，具

体的な事例研究によってその検証を行う。 

 

第１節 社会サービス･イノベーション推進のための組織連携のモデル 

第１項 社会サービス･イノベーションと組織連携 

① 社会サービス･イノベーションには組織連携が重要 

 前章において，「社会サービス･イノベーションとは，公的な部門も何らかの形で関わ

る，住民の生活に影響の大きい社会的なサービスにおける，社会の資源を活用し，新

たな発想や考え方，仕組みを取り入れて，主に技術ではなく社会の仕組みとして，社

会が求める新たなサービスの価値を生み出すこと」として定義した。なお，社会サー

ビスは，厚生白書（平成 11 年版）によれば，公的部門が供給主体となるとともに民間部

門における供給とあわせて，安定的供給や質の確保を図っていくもの，とされている53。 

 また，「組織連携とは，個人あるいは単一の組織による活動ではなく，複数の組織や

個人が，それぞれの機能を活かして，社会が必要としている新たな価値を生み出すた

めに連携して行動すること」と定義し，知識社会化･組織社会化の進展の中で専門分化や

専門的な機能別組織化が進んでおり，専門職間や組織間の連携が重要な要素となるとした。 

ドラッカー(1969)が述べるように，社会的機能が組織によって果たされるようになった

今日では，組織間の相互依存性を基盤として考える必要があり，個人や単独組織による問

題解決だけでなく，関係する多様な組織主体の立場を理解し，それぞれの組織や個人の力

をうまく組み合わせて，大きな成果を生み出していくことが重要になっている54。 

② 「共時的」取組みと「継時的」取組み 

 社会システムの構築に関わる関係主体が多様化･複雑化するとともに，システム自体も多

様化･複雑化している。このため，西口(2007)は，時間を共有しながら並存する「共時的」

状態と，過去･現在･未来という時間のタテ軸の継続性を考慮した「継時的」状態の二

つの次元の組合せの開発手法が生まれていると指摘している55。ある時点での空間的

な広がりの意識による組織連携の推進とともに，そのような連携を継続的に発展させ

ていくことの重要性の指摘であると考えられる。 

 

第２項 社会サービス･イノベーションとコーディネート機能 

① 組織連携を生み出すコーディネート機能 

前章において，「コーディネート機能とは，異なる立場の組織や人々を結び付けて，

                                                  
53 厚生省『平成 11 年版厚生白書』第 1編 1 部 2 章 1 節 2 
54 Ｐ･Ｆ･ドラッカー『断絶の時代』pp.185,186 
55 西口敏宏『遠距離交際と近所づきあい』pp.205,206,258-261 
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社会が必要としている価値を実現し継続的に供給していく，社会サービス･イノベーシ

ョンを生み出す連携促進機能のこと」と定義した。 

② 社会サービス･イノベーションにはコーディネート機能が重要 

社会サービス･イノベーションは，社会の資源を活用し，新たな発想や考え方，仕組み

を取り入れて，社会が求める新たな価値を生み出すことであり，「今までなかったものを生

み出す」ものであることから，自然発生的に生まれるものではなく，何らかの人為的な働

きかけや努力が必要となる。関係者や組織に対して，まだ存在していないものについて説

明し，その必要性を理解してもらい，実現のために協力してもらうという，困難な仕事が

必要である。利潤追求動機が働きにくい社会サービス･イノベーションにおいては特に，組

織をつなぎ，新たなものを生み出す取組を推進するコーディネート機能が重要となる。 

 

第３項 社会サービス･イノベーションの研究仮説 

 これらのことから，社会サービス･イノベーションは，多様な組織や専門家の力や機能を

組み合わせることによって生まれるものであるし，それは多様な力のバランスの中で進め

ていく必要があるために，一気に完成するというよりも継続的な試行の結果として新たな

安定的で革新的な関係性が生み出されていくものであると考えられる。 

このため，「社会サービス･イノベーションを進めていくためには，『適切な解決法』を

提示するだけでは十分ではなく，空間軸を意識して組織や専門家を結びつけてそれぞれの

専門性を組み合わせるとともに，時間軸を意識して一定の仮説の元に取組みを行い仮説の

試行と改善を繰り返すことにより，イノベーションに結び付けていくことが求められてい

る。」といえそうである。また，「公的部門と民間部門が混在して社会サービスの提供を行

う健康福祉分野においては，利潤動機が働 

きにくいことから，社会サービス･イノベー

ションを生み出すためには，このような組

織や専門家を結びつけて，仮説に基づく継

続的な試行を推進するコーディネート機能

が特に必要となっている。」と考えられる。 

本研究では，この研究仮説を検証すると

ともに，その推進に必要な事項について研

究を行う。なお，このような研究仮説を検

証するに際しては，専門性を組み合わせるモデルを提示してその検証を行うことにより，

社会サービス･イノベーションの組織連携を明らかにする。 

 

第４項 組織連携のモデル 

 社会サービス･イノベーションについて，前章における検討結果から，シュンペーターの

いう「資源や力の新結合」を基本に，新技術の活用による連携と，専門性の組合せや異分

野の組合せによる連携を，研究仮説としてのモデルとして提示し，次節において事例研究

を通じて検証してみたい。 

図表 4 社会ｻｰﾋﾞｽ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの研究仮説 
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(1) 新技術の活用による組織連携モデル 

インターネット技術やテレビ電話など新たな技術を活用することにより，それまで実現

できなかったサービスを，新たな視点から実現していくイノベーションを生み出すもので

ある。新たな技術の導入により，新たな形態の連携が可能になり，社会サービス･イノベー

ションを生み出すというモデルである。 

このモデルには，これまでになかったサー

ビス･コンセプトの開発である「プロダクト･

イノベーション」とサービスのプロセスに関

するこれまでになかった革新である「プロセ

ス･イノベーション」とがある。つまり，今ま

でできなかったことを可能にすることと，今

まで他の方法によって成していたことをより

効果的･効率的に実現するという点に特色が

ある。今までになかった技術を活用すること

については，これまで経験したことがない新たな技術の可能性と価値とを，関係者に説明

し理解を得ることが必要になる。 

(2) 専門性の組合せによる組織連携モデル 

それぞれの主体が独立して活動している 

状態では実現できなかったサービスの提供を，

専門性の機能の新たな組み合わせにより実現

するイノベーションを生み出すというモデル

である。 

このモデルは，専門性のある組織を束ねる

こと（バンドル化）により，その可能性を掘

り起こす（深耕）するという点に特色がある。

それぞれの組織や個人が持つ特性を理解し，

その組み合わせによって実現する可能性と価値とを関係者に説明し，理解を得ることが必

要になる。 

(3) 異分野間融合における組織連携モデル 

これまで相互にあまり関係がなかった異

なった分野の組織や専門家を結びつけて連携

を生み出すことにより，それまで実現できな

かった成果を実現するイノベーションを生み

出すというモデルである。 

このモデルは，ある分野において存在して

いた関係性に，異なった分野の組織や専門家

を組み合わせることにより，新たな可能性を

引き出す（創発）という点に特色がある。 

図表 5 新技術の活用による組織連携モデル

図表 6 専門性の組合せによる組織連携モデル

図表 7 異分野間融合による組織連携モデル
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異分野間においては，通常使われる専門用語や一般用語の用法に違いがあったり，思考

様式や行動様式にまで違いがあることもあり，それらのそれぞれの分野の「常識」を翻訳

し繋いでいくことが必要になる。 

第２節 事例研究 

 健康福祉分野の社会サービス･イノベーションを生み出す組織連携について検証するた

め，地域医療分野を中心として事例を取り上げる。 

第１項 救急医療情報ネットワークシステム 

広島県で全国初のインターネット利用の救急医療情報ネットワークを立ち上げて，全国

32 都道府県で採用されるとともに，そのすべてのシステムを東京ではなく広島で開発し，

そのほとんどのサーバーも広島に設置してある事例56。 

(1) 背景 

 救急医療への対応のために，1970 年代から，全国的に救急医療機関に専用端末を設置し

て，救急患者の受け入れなどの対応の可否についての情報（応需情報）を消防機関に提供

する情報システム（以下「旧･情報システム」）が稼動していた。広島県では，1980 年に広

島県救急医療情報システムが運用開始され，1992 年 7 月には端末機器の高度化や提供情報

の充実，県民への電話による情報提供の開始などの見直しが行われていた。当時，ホスト

コンピュータを中心として，県内24消防署にパソコンが，病院等に約130台のパソコンが，

診療所等に約 280 台のファックスがそれぞれ設置されており，利用の都度，公衆通信回線

により接続されていた。 

 しかしながら，全体の救急搬送件数のうちこのシステムを利用した割合は 1995 年度で

15.3％とシステムの利用率が低いこと，ホストコンピュータによって制御される閉鎖系の

システムとなっているため，情報内容･利用者の拡張等の柔軟性に欠けること，医療機関か

らの情報利用が困難であることなどからその見直しが求められており，具体的には，①医

療機関相互の情報交換に利用できること，②情報センターの情報がいずれの医療機関から

も利用できること，③全国的な災害医療情報ネットワークに参加できること，周産期医療

などにも対応可能であること，などが求められていた。 

 旧･情報システムは，医療機関にとっては，一方的に情報を提供するのみであって，自ら

は情報を活用することができなかったこと，入力した情報がどのように活用されているの

かが入力側には分からない状態であったことなどから，入力への協力意欲が低下していた。

また，救急搬送機関である消防機関にとっても，端末を設置した医療機関のすべてが定期

的に確実に応需情報を入力していた訳ではないことから，システムにある情報への信頼度

が低かったこと，実際の搬送に当たっては独自にあるいは経験的に得ている情報に基づい

て搬送先を判断することが多く，中山間地域においてはそもそも医療機関が少ないことか

ら搬送先が限定されておりそのような情報の必要性が低いことなどが問題であった。 

 このため，より拡張性が高く利用範囲が広く，実際に活用される救急医療情報システム

の構築をめざして検討を進めることとなった。 

                                                  
56 橋本康男「地域医療とインターネット･遠隔医療」「社会コミュニケーションとビジネス情報基盤」「自
治体救急医療情報ネットワークシステム」 
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(2) 組織連携への土壌づくり 

（幅広い関係者による検討の場の設置） 

この検討は，医師会や大学，広島県，広島市によって構成される広島県地域保健対策協

議会57（以下「広島県地対協」）において，新たな委員会を設置して進められることとなっ

た。広島県地対協は，医師会，大学，行政が連携して，地域の保健･医療･福祉の課題をと

もに研究し協議することを目的として 1969 年に設立された組織であり，毎年 20 前後の委

員会を設置して，現場の保健・医療・福祉関係者や大学の研究者，行政職員などが対等の

立場で実践的な議論を行っている。 

 新たな救急医療情報システムの検討は，幅広い立場の関係者が対等な関係で議論を進め

ることが必要だと考えられ，県職員，市の消防局職員，大学医学部等の教員，県及び地区

の医師会関係者，病院協会，病院救命救急センター等の医師などで構成された「総合医療

福祉情報ネットワーク特別委員会」で検討されることになった。 

（立場を超えた対等で実践的な議論） 

 広島県地対協では，それまでも各医療分野における地域での取り組みや疫学的な検討な

ど様々な取り組みが積み重ねられてきていたが，このように多様な関係者が，具体的な情

報システム構築のために議論していくことはあまり例がなかった。しかも，医療の専門的

な内容に関わる検討であれば，一義的にはその分野の専門化である医師や大学研究者の知

見を尊重することになるが，新たな救急医療情報システムは，医学に関わる検討というよ

りも，実際に機能する社会システムの構築の検討であり，この点では，それまで実施され

ていた医療の特定課題に関する検討よりも幅広い関係者が関わるとともに，いずれの関係

者もシステムの構成員という点では対等の立場にあるという点で，新たな経験であった。 

 議論においては，医療機関情報の入力をする診療所や医療機関という点で医師会や病院

関係者，患者を搬送する消防機関，患者を受け入れる医療機関としての病院，そしてシス

テムを実際に運営する行政がそれぞれ対等な立場で実践的な議論をする必要があった。問

題意識を共有し行動のためのコンセンサスを得ることができなければ，検討結果は絵に描

いた餅に終わってしまう。幸い，救急医療の向上という共通の目的の下に，参加された関

係者の真摯で熱心な議論により歯車の噛み合った議論となった。 

(3) 組織連携によるネットワークの確立 

 特別委員会での検討の結果，基本的な方向としては，①現行の救急医療情報システムを

見直し,双方向性,拡張可能性があり,幅広く活用できるシステムとする，②基幹システムは,

入力医療機関及び医師会並びに消防機関とにより構成するが,その他の医療機関・関係者の

利用も可能とするとともに,一部情報については一般県民の利用も可能とする，③災害時へ

の対応のため,厚生省の進める広域災害･救急医療情報システムとしての整備にも配慮する，

とされた。また，基本条件として，①入力が容易であること（簡単な画面と操作性），②他

医療機関の応需状況のモニター,検索が可能であること（情報の双方向性），③医療関係者

相互の情報交流が可能であること（情報交流への活用），④周産期医療やへき地医療など多

                                                  
57 広島県地域保健対策協議会 http://citaikyo.jp/ (2007.12.25) 
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様な分野での活用が可能であること（情報の多様な活用），⑤インターネットでの情報検索,

メールも可能であること（情報の広域的展開）が掲げられた。その他配慮条件として，①

実用性（通信がつながりやすく，実用的な早さが確保されること），②安全性（情報の保護

について配慮がなされること），③経済性（費用対効果の高いものであること），④拡張性

（情報項目，方法の拡張可能性･柔軟性の高いものであること），⑤県民アクセス（県民か

ら情報へのアクセスが容易であること），⑥連携性（厚生省等の他の情報ネットワークとの

接続が可能であること），⑦災害対応（災害時の情報ネットワークの維持に配慮すること，

厚生省「広域災害･救急医療情報システム」等との接続にも配慮すること）が設定された。 

これらを踏まえて，新システムの概要として，インターネットを基本としたネットワー

クシステムを構築し,誰でも利用できるものとすること，医療機関等の関係者にはパスワー

ド等を提供することによって必要な情報にアクセスできるようにするとともに，一般県民

も一定範囲の情報には自由にアクセスできるようにすること，現行システムの診療･手術･

入院の応需情報に加えて,全ての医療機関の基礎情報を整備し，多様な検索が可能とすると

ともに,ネットワークを利用した関係者相互間の情報交換が自由にできるようにすること

などをめざすことになった。 

 このような検討結果がまとめられた背景としては，一方通行の情報の流れではなく双方

向の流れとすること，救急応需情報だけではなく，県内全医療機関の主な医療設備などの

情報や診察時間などの情報も整備して，そのうちの基本的な情報については，一般県民に

も公開することなどの基本的な考え方の合意があった。さらに，継続的に発展し成長する

システムをめざして拡張性の高さを確保することなども共通認識となっていた。 

 また，検討に当たっては，必須要素の明確化（県境を越えての救急搬送を考えれば，オ

ープンなネットワークの採用が不可欠であるなど）と，課題の明確化（システム参加者に

メリットが感じられなければ情報は流れない。一方的に入力するだけの医療機関側にはシ

ステムの意味が見えない。包括的な観念としての必要性だけではなく，それぞれの現場に

おける具体的な活用イメージを明確にしていかなければ，真に必要な場面や不可欠な要素

は見えてこないなど）のための議論の積み重ねがあった。 

 このようにしてまとめられた「広島県救急医療情報ネットワークシステム報告書」は，

1996 年 10 月に，この特別委員会の設置母体である広島県地対協の会長（広島県医師会長）

から広島県知事に提出された。広島県では，この報告書を受けて，1997 年度の当初予算に

おいて必要な予算措置を行い，1997 年度 4 月から具体化への取り組みが始まった。その準

備の実務は，主には，県行政の担当者，県医師会事務局の担当者，情報システム会社の担

当者の 3者によって進められた。 

(4) 全国初のインターネット利用の救急医療情報ネットワークの構築 

（インターネット黎明期） 

 具体化をすすめていた 1997 年当時は，インターネットの一般利用の黎明期であり，一部

の人々にはその存在と利用可能性は知られていたものの，実際にインターネットを活用し

た公的なサービスの例はほとんど見当たらない状況にあった。このため，一つひとつが手

探りでの構築となった。 
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（原点の共有） 

 先例がないだけに，めざすべきものを明確にし，原点をしっかり押さえておくという点

で，県民も含めて関係者にとって実用性と有用性のあるシステムとすること，柔軟で開か

れた発展可能性のあるシステムとすること，県境における搬送にも活用できる行政境界を

越えるツールとすること，などを掲げ，これらを実現することによって，国から地方に広

げていくのではなく，地方の現場の必要性に基づいたシステムとして他の自治体に広げて

いくという，地方発の全国標準をめざすこととしていた。 

（柔軟な発想） 

 このような検討の中で，各都道府県が個別にシステムを構築してもインターネット技術

を基盤としていれば隣接する都道府県間で相互利用が可能になること，全医療機関のデー

タベースを整備し提供することによってすべての医療機関にメリットが出るとともに県民

にもメリットがあること，などが明らかになってきた。具体的には，既存の定期的な「医

療機関調査」を拡充し，血漿などの在庫情報，特殊な医療設備･機器等（高圧酸素タンク，

レーザーメスなど）の保有情報を調査してデータベース化することにより，各医療機関が

相互の情報を共有できるようにすること，また，歯科医療機関も含むすべての医療機関の

診療時間情報（診療曜日･時間帯）等をデータベース化することによって，新聞に掲載され

る「当番医」以外でも休日等に診療している医療機関を県民が誰でも検索することができ

るようにすること，などを具体化していくこととなった。なお，当時はインターネットを

利用した類似のシステムの例がなかったため，国の補助金の対象と認めてもらうための理

解と同意を得るために相当の時間と労力を要したのち，このシステムは 1997 年 10 月 1 日

から運用を開始した。 

(5) 事業展開の状況 

 このようにして生まれた広島県救急医療情報ネットワーク58は，周産期医療情報ネット

ワークと中山間地域医療情報ネットワークも同時に立ち上げて，継続的に発展を続けてい

る。現在では地図情報も整備して，自宅を中心とした最寄りの医療機関検索なども可能と

なっている。また全国展開についても，岡山県を皮切りに順次各都道府県に採用され，現

在では全国 32 都道府県にまで広がっている59。なお，各都道府県の救急医療情報ネットワ

ークのシステムは，その多くが広島で開発され，サーバーも広島市内に設置されている。 

 

第２項 医師会と行政等の連携による在宅患者情報共有システム 

地区医師会と行政の連携の下に，診療所医師と訪問看護ステーションの看護師，ヘルパ

ーステーションのヘルパーによる，在宅患者の情報共有をインターネット上で共有するシ

ステムを，地域に根ざした議論と試行により立ち上げた事例。 

(1) 背景 

 診療所から訪問診療を行う主治医，訪問看護ステーションから訪問する訪問看護師，ヘ

ルパーステーションから訪問する介護職は，それぞれ同じ人物（患者）を相手にすること

                                                  
58 広島県救急医療情報ネットワーク http://www.qq.pref.hiroshima.jp/ 
59 全国状況は http://www.qq.emis.or.jp/index.html (2007.12.25)参照 
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から，適切な対応をしていくためには，患者に関する情報を常に共有しておくことが望ま

しい。しかしながら，それぞれの活動拠点が，診療所，訪問看護ステーション，ヘルパー

ステーションなどと地理的に離れているため，3 者が一つのファイルを共有することはで

きず，かといって患者宅に連絡ノートを置いておくのでは，本人や家族が見る可能性を考

慮すれば共有できる情報内容が制約される。このため，関係者による情報共有が必要であ

るにも関わらず，提供側の横の連携を取るための情報共有が難しいという問題があった。 

 また，訪問看護師等が気がかりな兆候を感じたとしても，状態が急変している訳でもな

く，懸念事項の確証がない状態では，診療所での診療に忙殺されている主治医を電話口に

呼び出してそのような情報を伝えることがはばかられることもありうる。 

 このため，主治医と訪問看護師，介護職が，簡便な方法で在宅患者の情報を共有するこ

とが求められていた。 

(2) 新たな発想でのシステムの構想 

 保健･医療･福祉関係者の横の連携･情報共有のための手法として，患者宅に置く連絡ノー

トには，前述のように共有できる情報内容に制約がある。また，当時は，簡易なイントラ

ネット技術が普及していなかったため，低コストで利用できる現実的な仕組みとしてはイ

ンターネットしかなかったが，個人情報の保護を考慮すれば，掲載できる情報には限界が

あった。また，暗号化などの利用も考えられるが，コストの増加や利用手順の煩雑さにつ

ながる恐れがあった。 

 このため，これらの制約条件を考慮した結果，発想を転換し，関係者が共有すべき情報

を，当初必要だと考えられていた患者個人に関する幅広い情報ではなく思い切って見直し，

ネットワーク上で共有する情報内容を日々の動態情報のみに絞り込むこととした。つまり，

個人にかかる情報を，疾病情報，既往歴，服薬歴，医療保険の情報，介護保険の情報，家

族状況など，日々変化することの少ない「静態情報」と，日々の血圧，体温，脈拍，など

の情報（バイタルサイン）と本人の所作･言動や気がかり情報などの「動態情報」とに分け

て，このうちの「動態情報」だけをネットワーク上で共有することとし，「静態情報」につ

いては従来どおり紙ベースで保持することとした。これにより，普及を始めていたインタ

ーネットを利用しての簡易な情報共有が可能となった。また，万一のことを考えて，個人

名はネットワークのデータベースの中には盛り込まないこととし，ＩＤ番号で判別できる

地区名と性別･年齢によって個人を特定することとした。大都市圏においては無理かもしれ

ないが，地方の中小都市においては，ＩＤ番号の一部によって地区名が分かり，これに性

別と年齢の情報があればほぼ個人を特定できるし，分からない場合にはＩＤ番号により台

帳で確認すればよいとして割り切ることとした。 

(3) 情報共有の仕組みとしてのシステム化 

 このような新たな発想によるシステムの実現は，主治医や訪問看護ステーションの管理

者，介護職の理解と熱意がなければ実現が困難である。同時に，安定的･継続的に機能する

低コストのシステムとしていくためには，医療分野以外の者の参加も重要な要素となる。

すなわち，医療関係者は，常に最善の医療を提供しようとする習慣が身についているため

に，情報システムの検討に当たっても，すべての要素を考慮し可能な限り盛り込んだ充実
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したシステムを検討しようとするきらいがあり，これが，本来の目的からみて必要以上の

情報内容や機能を盛り込もうとする傾向になることも，まま見受けられるからである。 

 このため，このシステムの実用化に当たっては，医師会立の訪問看護ステーションを保

有しているとともに，情報システムに理解があり柔軟な発想が期待できる地区医師会と協

議を開始することとした。最初の 3回の協議では，患者の個人情報のうち最低限必要不可

欠な情報は何かについての議論のみに費やした。医療関係者であれば，前述のように，疾

病情報，既往歴，服薬歴，医療保険の情報，介護保険情報，家族状況などの幅広い情報が

情報システム上で共有されれば便利であると考えるのが自然である。しかしながら，この

ような議論により，情報システムの安全性やコスト，利用者の簡便性，他への普及可能性

などを考慮すれば，日々あまり大きな変動のない「静態的な情報」については従来どおり

紙ベースの台帳方式でそれぞれが保持することとし，日々の変化が必要な血圧，体温，脈

拍等の情報（バイタルサイン）と本人の所作･言動や気がかり情報だけを情報システムで提

供することにより，軽くてしかも安全なシステムをめざすべきであるとの合意が形成され

た。このような，当初段階における充分な議論と関係者の理解，合意があったために，一

旦合意してからは，システムの開発，そして運用に当たっても，基本的にはスムーズに進

むことができ，1998 年秋から運用を開始できた。また，日常の活動の中での気がかり情報

のスムーズな伝達と共有という目的が明確にされていたため，電子メールの利用の普及に

伴い，当システムに書き込まれた気がかり情報を自動的に主治医宛に電子メールで転送す

るというシステムの追加にも発展している。 

 

第３項 医師会，病院，行政の連携による在宅遠隔医療支援システム 

 中山間地域において，医師会，病院，行政が連携して，ＴＶ電話を利用した在宅の患者

の医療を支援するシステムを構築した事例。 

(1) 背景 

 地域の基幹病院であるＡ病院には，当時は珍しかった画像伝送を利用した遠隔画像診断

などに経験の豊富な病院長がいた。しかしながら，当該病院に院長として赴任以来，その

経験を生かす機会がほとんどない状態であった。この病院長の経験と遠隔医療への関心を

知った県の地域医療行政の担当者は，当時，問題意識を感じていた在宅で寝たきりの患者

とその家族への支援について，その病院長の経験が生かせないかと考えた。その問題意識

は，在宅で寝たきりで療養している高齢者を抱えた家族においては，主としてその家の嫁

がその介護に当たることが多いが，そのような家族介護者は，自分の不在時における病態

の急変やベッドからの転落の危険を考慮すれば自由な外出もままならず，患者の体温の上

昇などの容態の変化の際にも医師の往診を頼むべきかどうかの判断に苦慮するという状

況に置かれているという点であった。このため，ＴＶ電話を利用しての遠隔見守りサービ

スや，病態急変時の遠隔医療相談ができないものかと考えていたところであった。 

中山間地域においては，最寄りの診療所からでも患者宅まで車で何十分もかかることが

少なくなく，在宅で寝たきりの患者に熱が出たとしても，診療所に連れて行くことも往診

をしてもらうことも容易ではない。このため，ＴＶ電話で顔色を見ながら患者の容態を判
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断し，早急な対応の必要性の有無についての判断ができるようにすることにより，患者本

人はもとより，家族の不安を軽減したいとの思いから始まっている。 

(2) 組織連携による支援システムの構築 

 この病院長の経験を知った県の担当者は，まず，病院長に会いに行き協力を要請した。

病院長は積極的な協力を約束してくれたが，具体化には地元の医師会の協力が不可欠であ

ると考えられた。このため，当該地区医師会役員に会って趣旨を説明して協力を要請した

ところ理解を得ることができ，会員を集めるので直接説明をするようにとの話になった。

指定された日の夜に医師会の会合に出席し上記の問題意識を伝えた上で，このような問題

に取り組むために使える国の補助金があること，補助を受けられる確証はないものの，地

区医師会として取り組むと決められた場合には，補助金の獲得に最大限の努力をする旨伝

えた。地区医師会では協議の結果この事業に取り組むことを決め，国の補助金も無事獲得

して事業実施に結びついた。 

 実際の取り組みに当たっては，過大なシステムにしないために，市販の簡易なＴＶ電話

を利用するとともに，自動化にこだわらず，極力低コストで運用できるように何度も病院

と地区医師会との協議を重ねた。診療所では対応できない時間帯には病院が対応する仕組

みを導入するなど関係者の連携体制についての協議も進め,1998 年秋に運用を開始した。

ただ，このシステムを運用開始した時点では，画像伝送に耐えられる回線は，ＩＳＤＮ回

線しかなく，一般の電話回線からＩＳＤＮ回線への契約変更が必要となり月々の基本料金

が倍近くに増えるという問題もあった。情報通信技術を利用した新たなサービス･イノベ

ーションには，このような社会インフラの整備状況の制約の中で取り組むことになり，常

に見直しが求められることになる。なお，このシステムは，一定期間の試行後，事業を終

了している。 

 

第４項 病院と診療所との連携による検査結果遠隔説明システム 

 中山間地域の病院と診療所が，画像伝送システムを通じて利用者の利便性を向上しよう

とした事例。 

(1) 背景 

 中山間地域では，最寄の診療所に行くだけでも大変なことが多い上に，病院まで行くた

めには半日がかり，一日がかりということもある。このような中で，例えばＭＲＩ（核磁

気共鳴画像法）などによる診断を受けようとすれば，検査のために病院に行き，またその

結果を聞くために再度病院に行くということも必要であった。このため，検査を受けるた

めに病院に行くことは必要であるとしても，その結果の説明については，病院ではなく自

宅近くのかかりつけ医から聞けるようにならないかという問題意識があった。 

(2) 診療所と病院との関係 

診療所と病院との関係については，専門の検査や入院が必要となった場合に，診療所の

医師が病院に対して紹介状を書いて送ることは日常的になされていることである。とはい

え，このような特定の患者の紹介という形ではなく，継続的な連携の仕組みづくりという

のは，一般的には，あまり進んでいない状況であった。これは，診療所と病院が，場合に
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よれば競合関係になりうるということも背景にあるのではないかと思われる。このため，

本事例では，県の地域医療行政の担当者は，基幹病院の院長と地域内のある診療所の医師

が 30 年来の信頼関係を築いており，しかも両者ともが中山間地域の医療の充実のために極

めて熱心に取り組んでいる地域に着目し，このような相互の信頼関係の下に，新たな連携

の可能性を探ろうとした。まず基幹病院の院長にこの件について相談したところ了解を得

ることができ，この院長と親しい診療所長からも快諾を得た。また，地域の病院と診療所

との関係に関わることであるため，地区医師会長にも協力を求めるとともに，モデル事業

にも参加いただくこととした。 

(3) 低コストの軽いシステム 

画像伝送による医療診断については，当時，ＣＴ画像伝送による遠隔診断や画像伝送に

よる術中迅速病理診断（手術中における遠隔病理画像伝送診断）などが実施されていたが，

いずれも専門医による診断のために高精細な画像伝送が求められており，当時の通信環境

では，極めて高コストの機器と通信経費が必要とされていた。しかしながら本事例の場合，

画像診断自体は検査を受けた病院において専門医が検査結果画像を見て診断するものであ

り，その結果の患者又は家族への説明を最寄りのかかりつけ医がするというものであった。

このため，病院から診療所に送る画像については，病院で専門医が診断するために必要と

する画像レベルではなく，患者本人または家族への説明に支障がない程度まで画像精細度

を落としたものを送ることとした。すなわち，専門医が下した診断の解説要旨を合わせて

診療所の医師に送付することにより，診療所の医師は，それを元に患者に必要な情報を伝

えればいいという割り切りである。これにより，当初，情報システム会社に依頼した見積

もりよりも一桁低いコストでの実現が可能となった。 

このシステムも現在では事業を終了している。このような医療分野における新たなシス

テムの維持発展には，診療報酬制度における位置付けが必要となるが，そのためには，多

くの先行プロジェクトによりその有効性や費用対効果などが実証されていることが求めら

れる。つまり，いわば「ニワトリと卵」の関係にある。このため，このような先行的なシ

ステムの試行期には，現行制度上実現は無理との批判にさらされることも少なくなく，試

行的な先行プロジェクトの重要性への理解が求められる。 

 

第５項 病院と市町村保健センターとの連携による小児遠隔医療相談システム 

 開業小児科医のいない中山間地域において，町村の保健センターの保健師の協力を得て，

地域の基幹病院の小児科医と保健センターとをＴＶ電話で結び付けることによって，身近

なところでの医療相談を可能としようとした事例。 

(1) 背景 

 中山間地域においては，開業小児科医がいない地域も少なくない。本事例の地域では，

4 町のいずれにも開業小児科医がおらず，子どもの医療についてのちょっとした相談をし

ようとしても，地域唯一の基幹病院の小児科外来に行く必要があった。急病でもないのに

病院の外来診療に行くことは，別の病気に感染するリスクもあることからできれば避けた

いところである。 
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(2) 医療専門職である保健師を介した小児遠隔医療相談 

 県の地域医療行政の担当者は，県内のＢ病院長が，地域の保健師とうまく連携した活動

を展開していることを知り，この関係を生かせないかと考えた。開業小児科医の少ない中

山間地域における子どもの医療相談について，ＴＶ電話を活用するアイデアは持っていた

ものの，ＴＶ電話は，普段使い慣れていないと自然な会話をすることは実際には容易でな

く，また，画像の解像度も低いために実現は難しいと考えていたが，この病院長の活動を

見て新たな可能性を見出したものである。すなわち，市町村保健センターの保健師が間に

入ることにより，ＴＶ電話を使い慣れていないが故の相談者の心理的な抵抗感や不安を軽

減するとともに，ＴＶ電話の画面解像度の悪さについても，同じ医療専門職である保健師

が医師からの指示に基づき画像からは判別できない情報を医師に伝えることにより，画像

解像度の限界を人的に解決しようというものである。 

(3) 既存資源を使うとともに負荷を減らすシステムへ 

 県の担当者がこの考えを院長に相談したところ，その意義を認められ賛同を得た。地元

関係町の協力も得て，町の保健センターと基幹病院とをＴＶ電話で結んで，小児遠隔医療

相談を開始することとした。なお，このような事業には，それに対応する小児科医の協力

が当然ながら不可欠であるとともに，その負荷を極力軽減することが重要になる。このた

め，当該病院の小児科医には，相談対応に当たって，わざわざ病院内の「情報センター」

に移動していただくのではなく，診察室や医局など小児科医が移動する可能性のある先に

それぞれＴＶ電話を設置することによって，院内どこからでも気軽に対応できる使いやす

い仕組みを整備した。これも，保健師を間に置くことによって，ハード機器への要求水準

を下げることでコストを低減することにより可能となったものである。このシステムは，

運用開始後，一定の相談実績が上がったものの，運用開始前には想定しなかったことも明

らかになってきた。すなわち，「ＴＶ電話による相談」ということが保護者などに過度に

意識され，皮膚疾患など「画像」に関わるものでなければ相談しにくいという傾向が出て

きたのである。 

このシステムは，一定期間の試行後において事業を終了しているが，新たなシステムの

構築には，仮説に基づく多様な試行錯誤があり，本件のような「画像」活用に関する知見

や経験の積み重ねから，安定的な仕組が生まれてくるものと考えられる。 

 

第６項 大学の研究者と地域活動家の連携による障害者作業所の支援プログラム 

 地域で長年にわたり障害者作業所の支援活動の実践を続けてきた人物が，大学の多様な

分野の専門家の協力を得て，障害者作業所への社会的な支援のあり方についての実践的で

視野の広い研究成果研究を生み出した事例。 

(1) 背景 

 障害のある人たちには，それぞれ多様な専門家が関わってはいるものの，連携して一つ

のテーマについて共同で取り組むという場はあまり多くはない。本事例は，地域で長年に

わたり障害者作業所の支援活動にボランティアとして取り組んできた人物が，障害者作業

所への社会的な理解を広げ支援の取り組みを拡大していくことを目的として，地元の国立
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大学の「地域貢献研究制度」に応募したことから始まる。この制度は，地域から提案のあ

った課題について，大学の研究者が当該大学から支給される別枠の研究費を使って，研究

するという地域貢献制度である。当該大学では，大学と社会との連携を進めるために，専

任の組織を設置しており，その社会連携組織のスタッフが，この提案を受けて学内の研究

チームづくりに取り組んだ。 

(2) 外部の目から見た研究者探し 

 社会連携スタッフは，障害者作業所の経済的自立のための支援研究というテーマが，極

めて漠然とした幅の広い研究テーマであるため，地域で障害者作業所との関わりの実践経

験のある研究者を探すことが重要だと考え，地元の障害者授産施設に，当該大学の研究者

の中で障害者作業所に熱心に関わっている実績のある研究者の推薦を依頼した。その結果，

社会福祉を専門とする研究者と作業療法を専門とする研究者が推薦された。社会福祉の研

究者についてはこの研究テーマに沿った適任者だと思われたが，作業療法の研究者につい

ては，障害者作業所の社会的支援という研究テーマには直接結び付かないのではとの懸念

もあった。しかしながら，直接会って研究の趣旨について説明する中で，その専門性の高

さと豊富な実践経験，真摯な態度から，研究チームに入っていただくこととした。この判

断が，後に研究成果に大きな意義を生み出すこととなった。このほか，重度の障害のある

人々のコミュニケーションを支援する情報機器技術を専門とする研究者も参加して，大学

側の研究チームは，社会連携スタッフを含めて 4人となった。地域の側についても，研究

提案者に加えて，自ら全盲の障害を抱えながらも障害者作業所を立ち上げて活動している

人物にも参加いただき，大学の研究者と地域実践者により構成される研究チームが立ち上

がった。 

(3) 多様な研究者や地域実践者の連携 

 この研究チームでは，1 年半にわたり定期的に研究会を開催して議論を行った。社会福

祉，作業療法，情報機器技術という異なる研究分野の研究者と，地域の障害者作業所支援

のボランティアと長年の障害者作業所の立ち上げに取り組んで来た当事者という研究チ

ームを，社会連携スタッフがコーディネーターとしてつないでいくという形となった。 

基本コンセプトについては全員で議論するとともに，課題提案者の長年の取り組みにつ

いては社会福祉の専門家がその専門分野からの評価と意義付けをすることとした。作業療

法については，小規模作業所の経済的な自立というテーマから当初はその位置付けが見え

なかったが，継続的に議論を続ける中で，障害のある人たちに「頑張れ」というだけでは

なく，頑張れる環境づくりとして，例えば障害のためにパソコンのキーボードを打つ座位

が取れない人のために作業療法の専門家としての知見を生かして改良した車椅子の事例

を提示したり，頑張り過ぎることによる二次障害を引き起こさないための配慮の必要性を

具体的に提示するという重要な役割が明らかになった。これは，研究チーム全員にとって

の新鮮な発見であり，多分野のメンバーが集まって共同作業をする際には，最初から可能

性を決め付けるのではなく，めざすものの方向性を共有した上で，幅広く議論を続けてい

くことの重要性を感じさせるものだった。この共同研究活動は，2003 年 11 月にＮＨＫ「お

はよう日本」全国版において，国立大学の地域貢献活動の例として紹介された。 
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 研究成果は，『障害者作業所の新たな社会的役割の創出に関する研究 ～障害があるか

ら見えてくるものの価値の社会化～』として取りまとめられた。もちろん，研究報告がま

とめられたからといって具体的な成果に直接結び付けられる訳ではないが，障害者作業所

の意義と今後の発展方向について，学問的な裏付けも踏まえてまとめられたものとして，

障害者作業所の関係者等からは好意的に受け止められた。 

 

第３節 組織連携モデルの評価 

第１項 新技術の活用による連携モデルと効果 

(1) 事例研究からの評価 

① 広島県救急医療情報ネットワークシステム 

a. モデル 

 県境を越えた広域救急搬送のための医療機関と消防機関の情報共有と，医療機関の基礎

情報の一般県民への提供などのために，黎明期のインターネットを活用して，社会サービ

ス･イノベーションを実現した事例。 

b. イノベーションの成功要因 

・インターネット技術の導入 

 本システムを検討した 1996 年当時はインターネットの黎明期であり，オープンな情報ネ

ットワークについての理解がほとんどない状況であり，医療関係者の中には医療施設等に

関する情報を公開することへの危惧も大きかった。この中で，行政，医師会，大学等のリ

ーダー的な役割を持った人たちが，救急医療の充実のためにオープンな情報ネットワーク

の必要性を理解して，インターネットの利用に踏み切ったことが大きかった。 

・技術論議でなく目的と使命の明確化 

 医師会，歯科医師会，医療機関，消防機関，大学の研究者，行政など多様な主体との調

整の中で，全国初の救急医療情報ネットワークを構築している。検討初期から，技術論議

ではなく，新たなシステムの目的と使命について掘り下げた議論がなされたことが成功の

要因であったと考えられる。救急搬送が迅速になされ患者が適切な医療機関に送られるた

めの支援システムが必要であり，住民自身が自らの症状にあった適切な最寄りの医療機関

を探すための情報検索システムが必要であるという点を明確にしている。 

・イノベーションの意識 

具体化に当たっては，当初から，地方の現場の関係者の議論による必然性の明確化によ

り今までにないものを生み出すことをめざしており，全国システムへの展開を意識してい

た。開発に当たっては，全国初のシステムであり，開発時間が限られていただけに数多く

の困難があった。どのようにすれば，誰にでも受け入れられ，使い勝手の良い実際に使っ

ていただけるものになるのかについて，実務レベルでは延々と議論している。10 月 1 日の

運用開始予定を間近に控えた 9月当初に，出来上がった試作品を前に厳しい議論をした結

果，全国標準となるには不十分との判断から全面的なやり直しを決断したこともあった。 
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・普段からの異分野間の議論の場の存在 

 医師会，大学の研究者，行政関係者などが，対等な立場で議論をする場として地域保健

対策協議会が存在していたことも大きな要因であると考えられる。行政が設置し主導して

いる訳ではないこのような場の存在が，医療団体，医療機関，消防機関，行政関係者の実

務的実践的で，対等な立場での意見交換を可能にした。このような場があったからこそ，

問題意識の共有と統一が可能となり，専門家用のシステム構築と一部情報の一般への開放

も生まれたと考えられる。また，このような議論を通じて，行動のためのコンセンサスが

生まれていたために，予算化されて実行段階になった時にも，医療団体，医療機関，行政，

消防機関が連携して，スムーズな具体化が可能であったと考えられる。 

c. イノベーション推進への課題 

・新技術の評価の見極め 

 インターネットの黎明期であったために，果たしてどの程度実用的なのか，セキュリテ

ィの問題はないのかなどについての評価には困難があった。現に他県では，インターネッ

ト技術は採用しながらも，インターネット上に公開しなかった例がほぼ同時期に見られた

ことからも，当時の状況が理解される。 

・新技術の自己目的化 

 新技術の導入に当たっては，新技術の全体像が明確ではなくその活用についての経験の

蓄積もあまりないがゆえに，新技術を導入することが自己目的化される危険性がある。本

事例の場合は，県民を含む幅広い関係者のネットワークづくりという理念が明確にされて

いたため，その問題は回避することができた。 

d. イノベーション要素 

・不特定多数との双方向での情報交換 

 インターネットの最大の特徴は不特定多数との双方向の情報交換を可能にする点である。

それまでは，専用端末を利用した閉鎖系のシステムが当然であったために，その意味を関

係者が共有するために工夫を要している。本事例の場合，「閉鎖系の一極集中の糸電話方式

から，公道を利用したファミリーレストラン方式」という表現により，その違いを説明し

ている。つまり，利用者が自分の車（パソコン）で主体的に利用が可能であるということ

と，よい商品とサービスを提供すれば，利用者は拡大していくという趣旨である。 

e. コーディネーターの役割 

・リーダーグループと実務者グループのつなぎ役と目標の確認役 

 このような大きな変化への取組みに際しては，関係する主要な組織の責任的な立場にあ

るリーダーの直接的な関与が重要になる。本事例の場合でいえば，医師会と歯科医師会の

役員，大学の学部長，行政の部長が揃ってこのような新システムの必要性と意義を理解し

支持したことが大きい。と同時に，そのような責任的立場にある者は，多忙であるために，

実務レベルでの組織横断的に連携しての取組みが実務的には重要である。本事例の場合，

医師会事務局，システム開発技術者，行政担当者が新システムの必要性と意義を理解し，

力を合わせたことが重要な要因であったと考えられる。このような場合においては，リー

ダーレベルと実務レベルの上下二層の取組みをつなぐ連携も重要な要素になる。 



 43

・関係者間の十分な調整と問題の顕在化 

 救急搬送の現場関係者と何度も意見交換を行い，課題を顕在化する努力を重ねている。

すなわち，救急医療情報システムとはいっても，医療機関の数が限られている地域では搬

送先の選定の余地自体が限られていること，病院側の状況も刻々と変化しているために手

動入力による対応の可否情報（応需情報）だけでは十分ではないことなどが指摘された。

このため，各救急医療機関の当直医の専門科目や高圧酸素タンクや保有血清などの情報も

加えることにより，システムの利用価値を高める工夫をしている。このように，現場情報

を先入観を排除して根気強く聞き取ることが重要である， 

② 医師会と行政等の連携による在宅患者情報共有システム 

a. モデル 

 在宅の患者に関わる診療所の主治医，訪問看護ステーションの訪問看護師，ヘルパース

テーション等からの介護職の間の情報共有を，インターネット技術を活用して簡易に実現

しようとするシステム。 

b. イノベーションの成功要因 

・インターネット技術の導入 

 訪問看護師等が在宅からでも情報入力ができ，低コストで使いやすいシステムを構築す

るためにインターネットを利用することにした。この際，セキュリティ上の限界をカバー

するために，情報内容を個人の既往歴や服薬歴，家族状況などの「静態情報」と体温等の

バイタル･サインと訪問時の患者の状態や気がかりな点などの日々の「動態情報」とに分け

て，前者は紙ベースの台帳で対応することとし，後者のみを情報システムにより共有する

ことにしている。 

・新たな発想受け入れへの柔軟性 

 患者個人が特定されるような氏名などを入れない個人情報の共有システムという発想は，

コロンブスの卵のようなもので，その受け入れには柔軟な理解力が必要である。このため，

そのような議論が受け入れられやすい地域の選定が重要な要素となる。 

・経済合理性と継続していく仕組みづくり 

 社会的なシステムとして，経済合理性や継続して機能していくための仕組みの適切さを

議論していくことが大切である。本事例では，情報システム自身の完成度の高さや豊富な

機能をめざすのではなく，地方の現場で継続的に使える実用性の高いシステムをめざすと

いう，基本的な問題意識の共有･統一ができたことが大きな要素であった。 

c. イノベーション推進への課題 

・関係者の理解 

 医療関係者にとって，患者の氏名や既往歴，家族状況，加入保険などの個人情報は普段

から常に接しているものだけに，それを個人情報の保護のためにシステムに保存しないと

いう発想が理解されるまで一定の時間が必要であった。 

d. イノベーション要素 

・個人情報の限定による安全性の確保 

 情報システムにおいては，個人情報の保護が重大な課題であり，アクセス制限や暗号化



 44

などにより対応されている。しかしながら，技術面での解決策は，いたちごっこになった

り，多大な経費を要したり操作性が低下したりするという問題も起こる。本事例は，限ら

れた地域での運用の場合，個人の氏名がなくても居住地区名と性別と年齢がわかれば，関

係者にとっては該当者が特定できるという点を活用して，シンプルで低コストのシステム

を可能にしたものである。 

・発想の転換による実現可能性の理解 

それまで制約条件であると思われていたものは，それが動かしがたい絶対的なものであ

るとみなされている場合も少なくなく，その解決策としては，極めて大掛かりな対策が必

要と考えられていたり，現在の状況からは解決できないと思い込まれているものが少なく

ない。そのような思い込みに対して，実現の可能性を理解してもらうことに困難がある。 

・全国展開の意識 

当初から，全国システムへの展開を意識して，普遍性のあるシステムづくりをめざした

ことも，協議の場に，目的意識の絞り込みと緊張感を生み出している。 

e. コーディネーターの役割 

・関係者の理解の共有 

 本事例の場合，医師会関係者などと十分に話し合って，個人の氏名などを入れないこと

によるシンプルなシステムの構築という基本コンセプトを共有することに，注力している。

情報システムの開発の場合，システムの開発自体よりも，このような基本コンセプトの共

有の方が重要であることも少なくない。関係者の理解の共有が重要であり，情報システム

開発会社の担当者も含めて，関係者が同じ土俵で対等な立場で（医療の専門知識への敬意

は当然払いつつ）議論を積み上げていくことがコーディネーターの役割であった。 

(2) モデルの評価と課題，留意点 

a. 新技術の活用による組織連携モデルへの評価 

 上記 2 事例は，いずれもインターネットという新技術を活用することにより，多様な関

係者を結びつけてそれまでなかったサービスを生み出したものである。このように，新技

術の活用は，社会サービス･イノベーションを生み出すという点で有益であると評価される。 

b. 新技術の活用による連携の課題 

新技術の活用においては，新技術についての関係者の認知が広がってなく実際の活用例

も少ない場合には，その可能性への理解を得ることに困難がある。新技術を活用したイノ

ベーションには，その可能性を十分に議論し評価するために，現場を知っている実務者に

よる対等な立場での実質議論の場が重要になる。 

c. 新技術の活用による連携の留意点 

 新技術の活用においては，本来は手段であるはずの新技術の利用が自己目的化してしま

うことがあり，留意が必要である。何のためにという目的を絞り込み，ゆるぎなく維持す

ることが大切である。本事例では，保健師や訪問看護師が患者の気がかりな変化の兆候を

感じた時に，主治医の診療の邪魔にならずにそれを伝達することを重要な目的として位置

づけていた。このように，単なる情報共有というだけでなく，それによってより具体的に

どのような成果･効果を実現したいのかを明確化しておくことが重要であると考えられた。 
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第２項 専門性の組合せによる組織連携モデルと効果 

それぞれの主体が独立して活動している状態では実現できなかったサービスの提供を，

専門性の組合せにより実現させるイノベーションを生み出すもの。 

(1) 事例研究からの評価 

① 医師会，病院，行政の連携による在宅遠隔医療支援システム 

a. モデル 

 病院と地区医師会，行政が連携して，在宅の寝たきり患者を対象とした，ＴＶ電話と医

療データ測定機器による遠隔医療支援システムを構築した事例。 

b. イノベーションの成功要因 

・病院の後方支援機能 

 在宅遠隔医療支援については，かかりつけ医である診療所の医師が当事者となることが

通例と考えられるが，休日夜間等の対応には困難も予想される。このため，病院の機能を

活かして後方支援機能を担うことにより，システムを構成したこと。 

・地域の人的資源を活かした取り組み 

 在宅患者を対象とした遠隔医療支援システムは，まだ試行錯誤段階であり，先例も少な

く理解も広がっていない。このため，この分野に問題意識を持ち一定の経験を有するキー

パーソンの存在が重要となる。本事例では，地域の基幹病院の病院長が，医療画像伝送の

実用化経験をもっており地域医療の充実にも熱意があったことがポイントとなっている。

この病院長の存在を地域の医療の充実に活かしたいという点について，関係者の合意が形

成されたことが事業の推進に結び付いた一つの要因となっている。 

c. イノベーション推進への課題 

・関係団体の連携 

 地域の病院と医師会が，地域医療の充実のためのプロジェクトに組織的に協働して取り

組む例はさほど多くはない。本事例の場合，行政関係者も参加して議論を進める中で，連

携が図られていった。 

d. イノベーション要素 

・地区医師会への支援体制 

 本事例では，地区医師会の会員である診療所医師が行う在宅遠隔医療支援システムを，

地域の基幹病院がサポートするという体制が構築できたことが，新たなシステム構築の大

きな要素となっている。 

e. コーディネーターの役割 

・地区医師会と病院との連携支援 

 本事例では，地域の基幹病院の病院長が在宅遠隔医療支援システムを構築する上での支

援者となることを地区医師会と共有することにより，その連携の実現を促進している。 

・めざすものの共有 

 新たな連携を生み出す際には，何のためにそれが必要で何をめざすのかについて，関係

者の間で問題意識を共有することが何より大切になる。この事例の場合，比較的病体が安

定している在宅で寝たきりの患者について，急に熱が上がった場合の対応等について，医
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師がＴＶ電話の画面を見ながら家族に適切な指示･助言ができるようにすることによって

家族に安心感を提供できるとともに，診療所の医師側にも，往診が必要かどうかをより多

くの情報を元により適切な判断がしやすくなるというメリットがあるということを共有

できたことが，地区医師会，診療所，病院，行政の連携実現の推進につながっている。 

② 病院と診療所との連携による検査結果遠隔説明システム 

a. モデル 

病院と診療所の関係について，中山間地域において地理的な困難さを改善するために，

画像伝送システムを活用することにより，より密接な関係性の構築をめざした事例。 

b. イノベーションの成功要因 

・地域の診療所での病院検査結果の説明 

 中山間地域では，病院への往復に多大な時間を要することも多いため，地域の診療所の

機能を活かして，情報システムにより病院と診療所を接続し，病院での検査結果等の説明

を可能としたこと。なお，画像伝送システムの導入自体が目的ではなく，より密接な連携

体制の構築のための協働作業を主目的としている。 

・中山間地域医療における病院と診療所の連携 

 診療所の医師の中には，病院との連携強化をすれば患者が病院に吸い取られるのではな

いかという危惧を持つ者もいる。このため，診療所と病院との連携は重要ではあるものの，

経営面などから組織的な連携が進みにくい面もある。この点についての配慮が，具体化に

際しての重要な要因であった。 

c. イノベーション推進への課題 

・診療所と病院の機能分担 

 病院でのＭＲＩなどの精密検査結果を，最寄りの診療所において説明を受けることがで

きるようにするなどにより，診療所への信頼感の向上をめざした。当初想定したような活

用はあまりなかったものの，連携の可能性検討の意義はあったものと考えられる。 

d. イノベーション要素 

・中山間地域の地理的不利の改善 

 本事例は，場合によっては 1日がかりとなってしまうＭＲＩなどの検査のための病院へ

の往復について，検査結果をかかりつけの診療所で聞くことができるようにすることによ

り，中山間地域の地理的な不利の改善をめざしたものである。 

e. コーディネーターの役割 

・熟度の高い地域の選定と協議の場の設定 

 診療所と病院との連携は相互の信頼関係が重要であり，率直な議論ができる場づくりが

大切である。本事例の場合，三十数年にわたり同じ地域で信頼関係を築いてきた病院長と

診療所長がいたことから，病院と診療所の連携が極めてスムーズに進んだ。 

・目的の明確化 

このシステムは，実際に運用開始してみると，病院での検査結果だけでなく，事故で骨

折して病院に運ばれた患者のレントゲン写真を，家族が最寄りの診療所で見ながら説明を

受けるというような，当初想定しなかった利用法も生まれた。連携の推進に当たっては，
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画像伝送自身が目的ではなく，交通不便な中山間地域における患者本人および家族の利便

を高めるための病院と診療所との連携という目的が共有されていたために，想定外の応用

に広がったと考えられる。 

③ 病院と市町村保健センターとの連携による小児遠隔医療相談システム 

a. モデル 

 開業小児科医のいない地域において，ＴＶ電話を使って，自宅に近い市町村保健センタ

ーと病院の小児科医を結んで，小児遠隔医療相談の実施を試行した事例。 

b. イノベーションの成功要因 

・市町村保健センターへの遠隔医療相談機能の追加 

 市町村保健センターでは，医師や保健師が直接相談に応じることが通常であるが，医療

専門家である保健師を仲介役として，専門性を必要とする小児科医による遠隔医療相談の

窓口とする新たな機能の追加可能性を検証したこと。このほか，退院後における遠隔リハ

ビリテーション指導の拠点機能なども考えられる。 

・関係者の日頃の連携状況 

 病院長と各町の保健師が普段から連携しており気軽に対話できる状況に，ＴＶ電話を利

用することにより，新たなサービス･イノベーションを生み出そうとしたものである。地域

の状況は，それぞれの地域のイノベーションへの熟度の違いを生み出す。このため，それ

ぞれのねらいに応じて，熟度の高い地域をモデル地区として選定することが重要となる。 

・危機感と目的意識の共有 

 開業小児科医の不在地域ということで，関係者の問題意識と危機感が揃っていたことも

取り組みへのコンセンサスづくりに大きな要素であった。問題意識の共有が十分になされ

なければ，行動のためのコンセンサスもつくられにくい。 

c. イノベーション推進への課題 

・新技術活用による課題 

 慣れない人にはＴＶ電話での意思疎通は難しいという課題に対して，保健師が小児の親

と小児科医とのコミュニケーションを仲介することにより対応を図ったが，実際に運用を

開始してみると，モデル事業を開始前には想定しなかった課題が顕在化した。それは，Ｔ

Ｖ電話の利用ということでの「画像」への必要以上のこだわりと，それによるシステムの

利用の低迷であった。すなわち，ＴＶ電話で相談をするからには，皮膚疾患に関する相談

など，画像を利用する必要のある相談でないといけないのではないかとの思い込みである。

もともと，電話よりは顔が見える方が情報量が多く有効ではないかとの思いからスタート

したものであったが，新技術については，実際に運用してみないとわからない要素がある。 

d. イノベーション要素 

・保健師と市町村保健センターの活用 

 ＴＶ電話は，当時ほとんど普及していないこともあり，利用には心理的な抵抗感があり，

スムーズな意思疎通が難しいことが見受けられた。このため，その介助者･仲介者として保

健師に着目するとともに，住民に身近な保健センターを活用した。 
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e. コーディネーターの役割 

・熟度の高い地域の選定と協議の場の設定 

中山間地域における小児医療の充実の一環として，町の保健師と保健センターが病院の

小児科医と連携して小児医療相談の充実を図るというコンセプトである。このような着想

は，それを実現するための条件が整っていなければ単なる思いつきで終わってしまう。

「できるはず，うまくいくはず」と「実現した」との間には，無限の開きがある。特に，

社会サービス･イノベーションのような，それに関わる人々の動きの総和が新たな社会の

仕組みを生み出していく分野においては，なおさら，着想を現実化していく可能性のある

環境を見出していくことが重要になる。本事例の場合は，小児科医を抱えている基幹病院

の院長が，地域の保健師との協働の経験と実績を持ち良好な意思疎通ができている地域を

選定して協議を進めたことが，コーディネーターとしての中心的な役割であった。 

(2) モデルの評価と課題，留意点 

a. 専門性の組合せによる連携への評価 

 上記 3 事例は，いずれも同じ保健医療分野の組織である病院や診療所，市町村保健セン

ターなどが，それぞれ，24 時間の勤務体制や高度な専門性，患者との密接な関係，地域の

中での役割などの専門性を活かして，それまでになかったサービスを生み出したものであ

る。このように，専門性の組合せによる連携は，社会サービス･イノベーションを生み出す

という点で有益であると評価される。 

b. 専門性の組合せによる連携の課題 

 専門性の組合せによる連携は，それまで行われていなかった場合には特に，関係者の問

題意識の共有と取組みへのコンセンサスを得ることが困難な場合が少なくない。このため，

関係者の日頃の人間関係など，できるだけ導入環境の熟度の高い地域を選んで試行的に取

り組んでいく必要がある。 

c. 専門性の組合せによる連携の留意点 

 異なる領域や立場の人々の組み合わせによりイノベーションを期待する場合，参加者の

基本的な姿勢や問題意識が一定程度揃っていることが重要な要素となるため，そのような

参加者の選定などの場づくりが重要である。 

 

第３項 異分野間における組織連携モデルと効果 

これまで相互にあまり関係がなかった異なった分野の連携により，それまで実現できな

かった成果を生み出すイノベーションを生み出すもの。 

(1) 事例研究からの評価 

○ 大学と地域活動家の連携による障害者作業所の支援プログラム 

a. モデル 

 大学の社会連携組織のスタッフがつなぎ役となり，複数の領域の大学の研究者と地域の

実践者が共同研究をすることにより，新たな発想での研究成果をめざした事例。 
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b. イノベーションの成功要因 

・社会連携組織の存在 

 大学の複数の領域の研究者と地域の実践者等が連携しての研究チームをつくることは，

自然発生的には難しく，専任の社会連携組織が大学側にあったために可能となった。 

・実践に対する問題意識を持つ研究者の選定 

 すべての研究者が現場の実践についての関心が高く経験を積んでいるわけではない。異

なる分野の研究者と地域の実践者が協働作業をしていくためには，まず，地域での実践に

対する基本的な姿勢が揃っていることが重要である。 

・先入観を持たない議論 

 イノベーションは，当初想定した範囲内から生まれるとは限らない。何が生まれるかは

見えていなくても，安易に決め付けず，一つひとつの問題意識を共有し議論していく中で，

当初想定していなかったことが起き得ると考えられる。このため，作業療法の専門家と先

入観を持たずに議論を続けたことが重要であった。 

c. イノベーション推進への課題 

・協働による成果がイメージしにくいこと 

 研究者と地域の実践者との協働には，双方にとって具体的にどのようなメリットが期待

できるのかが，共同研究の開始時には見えにくいという問題がある。また，本事例の場合，

社会福祉の研究者と作業療法の研究者との共同研究により生み出されるものについて，研

究の最終段階になるまで関係者に明瞭には意識されなかったという難しさもあった。 

d. イノベーション要素 

・異なる研究領域の研究者と実践者の組み合わせによる成果 

 社会福祉や作業療法の専門家などは，それぞれの専門領域について作業所と関わってい

るが，現場の実践者とともに共同研究をすることにより，作業所の作業環境の整備の可能

性の提示と二次障害の防止の視点など新たな視点からの提言をまとめることができた。 

e. コーディネーターの役割 

・問題意識を共有するものの協働の場の設定 

 社会課題が複雑化･多様化する中で，多様な分野の研究者と地域の実践者との協働はます

ます重要になっていくと考えられる。その際に重要となるのは，本事例でも紹介したよう

に，実践経験に裏付けられた問題意識の共有である。実践の場では思うようにならないこ

とはしょっちゅうであり，理論どおりにいかないこともまた日常である。また，現場で活

動している人は，その思いを論理的に的確に伝えることに慣れていないこともあり，その

思いをきちんとくみ取り理解するためには，その人たちが日々活動している現場の状況を

知らなければならない。つまり，理屈だけではなく，現場の問題意識を共有できる人たち

によるチームづくりが重要になる。本事例の場合，地域実践者との共同研究の研究者の選

定に当たり，研究領域の組み合わせによるのではなく，地域の作業所に依頼して理解のあ

る研究者を選定するという手法を取っている。これにより，異なる研究領域の研究者の共

同研究でありながら，一貫して問題意識を共有できた。コーディネーターの役割として，

このような場の設定も大きな要素であると感じる。 
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(2) モデルの評価と課題，留意点 

a. 異分野間における連携への評価 

 上記事例は，日頃はあまり接点のない，大学や企業，公的団体，地域活動家などが，そ

れぞれの得意な点や強みを活かして，それまでになかったサービスを生み出したものであ

る。このように，異分野間における連携は，社会サービス･イノベーションを生み出すとい

う点で有益であると評価される。 

b. 異分野間における連携の課題 

 異分野間における連携については，普段の接点がないだけに，用語の使い方や常識，価

値基準，行動様式などが異なることが多く，そのままでは，関係者の問題意識の共有と取

組みへのコンセンサスを得ることが困難な場合が少なくない。このため，適切なコーディ

ネーターの存在が重要な要素となる。 

c. 異分野間における連携の留意点 

 異分野の組織であっても，それらが連携することにより新たな可能性が生まれることも

少なくなく，適切なコーディネーターターの存在によって大きな成果が生まれることがあ

るが，そのコーディネーターが組織の一員である場合には，人事異動により他の者がその

役職の役割を後任者が引き継ぐことによって，連携が継続しなくなることもありうる。こ

のため，早く自律的に連携が継続できる体制を生み出していくことが求められる。 

 

第４項 モデル構築における共通的な要素 

(1) 組織連携モデルの検証 

① 3 モデルの検証 

 以上の 3項目をまとめてみると，「新技術の活用による組織連携モデル」（インターネッ

ト技術やＴＶ電話の導入），「専門性の組合せによる組織連携モデル」（中山間地域医療に

おける病院と診療所の連携，病院と市町村保健センターとの連携，病院の後方支援機能，

保健師と市町村保健センターの活用，地域の人的資源を活かした取り組み，機能の分担），

「異分野間における組織連携モデル」（異なる研究領域の研究者と実践者の組み合わせに

よる成果，民間企業や団体･大学等の機能分担）という 3 つの組織連携のモデルを裏付け

るものとなった。 

② その他の知見 

 同時に，目的意識の明確化（技術論議でなく目的と使命の明確化，危機感と目的意識の

共有，目的の明確化，イノベーションの意識，全国展開の意識）や創発の場（普段からの

異業種間の議論の場の存在，関係者の日頃の連携状況，実践に対する問題意識を持つ研究

者の選定，社会連携組織の存在，先入観を持たない議論），仮設を持っての試行などの重

要性なども明らかになった。 

 このほか，このような組織連携モデルを構築し推進する際においては，次のような視点

が共通的に重要と考えられる。 

(2) 新たな関係性の構築 

本節の第 1項から 3項まで検討した「新技術の活用」「専門性の組合せ」「異分野間の連
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携」の 3つは，いずれも，その内容的には「新たな関係性の構築」であるといえる。すな

わち，新たな技術を活用することによって参加組織等の新たな関係性の構築が可能になり，

専門性を組み合わせることにより新たな関係性が構築され，異分野との連携により新たな

関係性が構築される。それまで十分な連携が図られていなかった主体間について，組織や

関係者が問題意識を共有して新たな視点でその関係性を見直し，行動を開始するためのコ

ンセンサスを生み出して新たな関係性を構築することによりイノベーションを生み出すと

いう，共通的な要素が考えられる。 

(3) 組織連携力と継続的推進力 

 第 2 章第 2 節第 2項で触れた西口(2007)の「共時的」と「継時的」の二つの次元の考え

方は，共通的な要素と考えられる。ある時点において時間を共有しながら，広い分野の専

門的な意見を集めて検討して実践的なソリューションを得るという「共時的」な考え方と，

過去･現在･未来という時間軸を意識した継続的な取組みとして考える「継時的」な考え方

の組合せは，社会サービス･イノベーションにおいても重要であると考えられる。 

すなわち，「共時性」はある時点での社会の各主体の関係を，空間的に相対的な存在と

して空間軸において考え，連携を広げていくというものであり，社会における新たな関係

性の構築に重要な考え方である。この点においては，本節で検証した組織連携モデルなど

に基づき社会的な広がりを持って組織連携を進めていくことが重要となる。 

「継時性」については，イノベーションが「新たな発想や考え方，仕組みを取り入れて

社会が求める新たな価値を生み出す，非連続あるいは飛躍的な資源や力の結合の変更」で

あり「今，目の前には存在しないもの」を生み出すことであることから，当然に必要とな

る考え方である。現在は見えないゴールを認識し，明確な道筋が見えず成功の保証がない

中で，関係する組織や関係者にその必要性を理解してもらい，イノベーションのための行

動を開始した後にも継続的に，仮説を検証しつつ必要な修正をしながら推進していくとい

う，時間軸の上での継時的な取組みが求められている。この点では，継続的推進が重要と

なる。この組織連携と継続的推進は，西口(2007)による，「共時性」と「継時性」の組合

せである「スパイラル･ディベロップメント」に通じるものがあるように思われる。 

 

第４節 コーディネート機能の体系的枠組み 

① 組織連携モデルの継続的推進 

 以上の点から，社会サービス･イノベーションの推進には，新たな関係性の構築の視点

を持ち，多様な組織連携モデルに基づき社会的な広がりを持って組織連携を進めていくと

ともに，それを継続的に推進していくことが重要であると考えられる。 

 新たな関係性の構築の視点での組織連携については，現時点において，多様な組織や専

門家について社会空間的に幅広くとらえて（空間軸），新技術の活用，専門性の組み合わせ，

異分野間の連携というモデルにより新たな関係性を構築していくというものである。 

 継続的な発展については，時間軸を意識して仮設に基づく試行を繰り返しながら発展的

に社会サービス･イノベーションをめざしていくというものである。 

このような，空間軸における社会の中での連携の拡がりが，時間軸の中で継続的に発展
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していく渦巻状（スパイラル）に発展していくことにより，イノベーションが生まれてく

るのだと考えられる。 

② 社会サービス･イノベーションとコーディネート機能 

このような組織連携モデルを継続的に推進していくためには，そのためのコーディネー

ト機能が重要であることも明らかになった。これまでの検討結果から，コーディネート機

能とは，「専門性を組み合わせた連携で新たな関係性を構築し，継続的に推進することによ

り，社会サービス･イノベーションを実現する機能」であると考えられる。 

その具体的な役割として，本節においては，コーディネーターの役割として，めざすも

のの共有，目的の明確化，関係者の理解の共有，リーダーグループと実務者グループのつ

なぎ役と目標の確認役，関係者間の十分な調整と問題の顕在化，熟度の高い地域の選定と

協議の場の設定，問題意識を共有するものの協働の場の設定，などが指摘された。 

③ 非営利分野におけるコーディネート機能 

非営利分野の社会サービス･イノベーションには，利潤追求動機が働きにくいがゆえに，

それを推進するコーディネート機能がより強く求められると考えられる。特に，職員が定

期的に人事異動によって入れ替わることが多い行政組織などにおいては，理念の維持･継承

とイノベーションのための試行的事業への継続的な取組みのためのコーディネート機能が

重要となると考えられる。 

④ 社会サービス･イノベーションのモデル 

 このようなコーディネート機能の体系的枠組みに沿った取組みの中で，めざしたい社会

サービス･イノベーションの目的を明確にし，関わることが期待される関係組織や専門家な

どの社会資源の状況を考慮しながら，継続的な模索を続けることが，社会サービス･イノベ

ーションを生み出すのだと考えられる。 

 すなわち，「正しい解決法」はそれぞれの時点で参加が期待されうる組織や専門家，社会

的背景などの諸条件によって

異なるし，時間の経過ととも

に変化していく。最初から，

唯一の正しい解決法を探すの

ではなく，その時点でのその

地域で活用できる社会資源を

勘案しつつ，めざすべき目的

のために最善の組合せを柔軟

に考えていくことが求められ

るがゆえに，そのような取組

みをコーディネートしていく

コーディネーターの存在が重

要になるのだと考えられる。 

図表 8 組織連携力･継続的推進力とコーディネート機能
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第４章 連携とコーディネート機能への健康福祉関係者の意識調査 
 

第１節 アンケート調査の概要 

第１項 アンケート調査のねらい 

 本章においては，組織連携とコーディネート機能に関する健康福祉関係者の意識につい

て考察するため，社会サービス･イノベーションの推進に必要なコーディネート機能を評

価するテストベッドとして，多様な健康福祉分野の関係者が集まる場として，健康福祉分

野におけるコーディネーターの養成を目的とした 2週間の研修である健康福祉プランナー

養成塾を取り上げ，その受講者を対象としたアンケート調査を行った。 

 

第２項 調査対象者 

地域社会振興財団(自治医大)60が主催する「健康福祉プランナー養成塾61」の 2007 年度

研修の受講者 24 人を対象とした。 

(1) 健康福祉プランナー養成塾 

この研修は，「充実した社会福祉･介護サービスを実際に構想し，運営する人材の育成」

を目的とした，2007年7月9日から7月21日までの2週間の研修であり，1999年の開始以来9

回目である。養成塾の募集案内によると，「行政職員においては保健・医療・福祉について

の深い理解と知識，長期計画を構想し，具体化する企画･立案力であり，医師においては住

民の要望，自治体の財政状況を理解し，保健･福祉の行政サイドと協力する調整能力」が求

められるとし，「住民が健康で明るい生活を楽しめる地域の構造・体制づくりは，各地域

がそれぞれの特性を活かして発展していくために必須で共通する社会的基盤づくりでもあ

り」「利用者本位志向に立脚した保健・医療･福祉のサービスをできるだけ少ない資本投下

で最大限の効果・満足が得られるように展開することが求められている時代」において「行

政職員，保健師，医師などが互いに密接で有効な連携をはかって，強力なエンジンを構成

する必要があ」り，そのためには，次の4点が不可欠であることから，その基礎となる知識･

技能の習得･修練をめざした研修会であると述べている。 

１．人的資源である行政職員，保健師，医師などが互いの業務内容やその特性･トレンドを

一定レベル以上，相互的に理解すること 

２．縦割りを廃して，お互いの情報･ノウハウ･知恵を出し合い「総合的･有機的なサービス」

を提供するために必要なナレッジ･マネジメントに習熟すること 

３．ニーズ志向，事業環境分析，経営戦略･評価などのマーケティング･マネジメント理論

を活用した新しい行政方法や公的組織運営を理解すること 

４．住民の幸せを目的とし，かつ，持続可能なシステムの創造に必要となる改革の精神的

バックボーンを育むこと 

                                                  
60 地域社会振興財団 http://www.jichi.ac.jp/fdc/index.html (2007.12.25) 
61 健康福祉プランナー養成塾募集案内 http://www.jichi.ac.jp/fdc/kouhu/pdf/youseibosyu19.pdf 
(2007.12.25) 
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(2) 受講者の属性 

・性別: 男性 10 人(41.7％)，女性 14 人(58.3％)  

・実務経験: 10 年未満 9人(37.5％)，10～20 年未満 9 人(37.5％)，20 年以上 6 人(25％) 

・職種: 医師 4人(16.7％)，医師以外の保健医療福祉職 10人(41.7％)，事務職 10人(41.7％) 

・勤務所属: 市町村 18 人(75.0％)，都道府県 1人(4.2％)，その他 5人(20.8％) 

・役職: 管理職 5 人(20.8％)，非管理職 19 人(79.2％) 

 

第３項 調査の方法 

2007年度健康福祉プランナー養成塾の受講者24人全員を対象に，アンケート用紙を配付

して調査した。アンケートは，選択式及び自由記述式の併用とし，無記名とした。なお，

この研修による意識の深化のプロセスを把握するために，開講時と修了時において，重複

異時点調査を行った。 

 

第２節 アンケート調査の結果 

第１項 開講時アンケートの結果 

問１．地域の保健･医療･福祉の連携について，あなた 

の考えをお聞かせください（1つ選択） 

まず，地域の保健･医療･福祉の連携についての考え 

を聞いたところ，88％が「地域の保健･医療･福祉を充 

実していくためには，必要不可欠のもの」と回答した。 

このような研修の受講生であることからすれば当然で 

はあるが，連携の必要性の認識は高いと考えられる。 

 

問２．地域の保健･医療･福祉の連携について，問題を 

感じることがありますか（1つ選択） 

次に，地域の保健医療福祉の連携に問題を感じるこ 

とがあるかどうかを聞いたところ，92％があると答え 

た。日頃から問題を感じていることが伺える。 

 

問２.２ 問題を感じる場合，それはどのような問題で 

すか（1つ選択） 

連携で問題だと感じることについては，「問題意識や 

解決すべきことが共有できていないこと」が33％で最も 

多く，次いで，「関係者が互いの分野のことをよく知ら 

ないこと（専門用語，業務内容，制度など）」「めざす 

べきものが具体的にイメージできないこと」であったが， 

有意な差はなかった。全体としては，関係者のコミュニ 

ケーションが不足していることが感じられる。 

図表 9 連携への評価 

図表 10 連携への問題意識 

図表 11 連携の問題内容 
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問２.３ それは，何が原因だと思いますか（1つ選択）  

連携における問題の原因をたずねたところ，「関 

係者を調整するつなぎ役（コーディネーター）がい 

ないこと」と答えた者が46％であった。このほかでは， 

「関係者が互いの分野のことを知る機会がないこと」 

「協議の場や機会がないこと」「全体を仕切るリーダ 

ーがいないこと」がそれぞれ約13％ずつであった。全 

体を仕切るリーダーよりも，つなぎ役（コーディネー 

ター）の不足を指摘する者が3倍以上おり，約半数を 

占めている。 

 

問３．あなた自身は，地域の保健･医療･福祉の連携の 

ためのコーディネーター役を果たす必要があると感 

じることがありますか（1つ選択） 

自分自身が連携のコーディネーター役を果たす必要 

を感じているのは，92％であった。多くの者は，自分 

自身もコーディネーター役を果たす必要があると感じ 

ている。 

 

問３.２ 地域の保健･医療･福祉の連携のためのコーデ 

ィネーター役を果たすために，知識･ノウハウ等で 

自分に不足していると感じることがありますか（ 

1つ選択） 

回答者の全員が，コーディネーター役を果たす上 

で，知識･ノウハウ等が不足していると感じると答え 

た。 

 

問３.３コーディネーター役を果たすために自分に不 

足していると感じることは，どのようなものですか 

（1つ選択） 

コーディネート役を果たすために自分に不足して 

いるものとしては，「他の分野の制度，他の職種や 

団体等の役割･活動等についての知識･情報」とした 

者が42％，「問題を分析し企画提案をするための訓 

練･能力」とした者が38％と多く，「コーディネート 

していくための手法」や「より積極的にコーディネー 

トしていこうという意識･意欲」と答えた者は相対的 

に少なかった。知識･情報と企画力の両方が求められている。 

図表 12 連携の問題原因 

図表 13 ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ役の意欲 

図表 14 不足能力等の意識 

図表 15 不足能力の内容 
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問４．地域の保健･医療･福祉の連携のためのコーディネーターには，どのような能力が大

切だと思いますか（2つ以内選択） 

コーディネーターに求められる能力と 

しては，「分析力･企画力（課題整理力， 

体系化，全体俯瞰力，将来デザインの 

提示力）」が 16 人（「延べ人数」。 

以下複数回答設問では同じ。）で最も 

多く，次いで「調整力（連携の場づくり， 

関係者が問題意識を共有しコンセンサ 

スを共有する力）」が 11 人で，以下， 

「論理的表現力（問題を論理的に説明 

する力）」が 6人，「行動力（チャンスを生かすフットワークの良さ）」が 5人，「対話

力･共感力（人の話を引き出し聴く力，他専門職種とのコミュニケーション能力）」と「社

会システムづくりの目的意識（持続的･発展的な仕組みづくり意識）」が各 3人であった。

分析力･企画力と調整力が特に重視されている。 

 

問５．コーディネート能力を高めるために，何が必要だと思いますか（2つ以内選択） 

コーディネート能力を向上させるために必要なものとしては，「関係者間の情報交換 

の仕組み」が21人で，次いで「継続的な 

研修の実施」が8人で，「実践支援のアド 

バイザー派遣」が5人，「他地域の取り組 

みなどの情報提供」が3人で，「コーディ 

ネート実践のためのモデル事業への資金 

等の支援」は2人で最も少なかった。 

 情報交換の仕組みへの必要性が有意に

多かった。 

 

問６．地域の保健･医療･福祉の連携を進

めるコーディネーター役として，次のどの組織(及 

び職員･構成員) の役割が大きいと思いますか（1つ 

選択） 

地域の保健･医療･福祉の連携を進めるコーディネー 

ター役を担う組織についてたずねたところ，市町村と 

答えた者が67％と最も多かった。 

これは，回答者の75％が市町村職員であることが影 

響していると考えられるが，やはり基礎自治体の役割 

の大きさを感じさせた。 

 

図表 16 必要能力の内容 

図表 17 能力向上の必要内容 

図表 18 連携推進主体 
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問６.２ 特に大きな役割が期待される職種があれば， 

選択してください（1つ選択）  

コーディネーター役として大きな役割が期待され 

る職種としては，「保健師，看護師等保健医療職」 

が33％と最も多かったが，「社会福祉士等福祉職」 

「や行政事務職」も21％で「医師･歯科医師･薬剤師」 

も含めて，有意な差はなかった。どの職種について 

も，コーディネーター役が期待されている。 

 

問７．地域の保健･医療･福祉が連携して取り組むことによって実現したいことがあれば，

具体的にお書きください  

地域の保健･医療･福祉が連携して取り組みたいこととしては，定期的な協議会の開催や，

医療計画の策定，長期的視点での保健･医療･福祉のネットワーク化，有機的に機能する高

齢者（虐待防止等）ネットワーク，災害時の体制づくり，高齢者の在宅自立を延長するた

めのネットワーク，在宅での見取りのサポート，1人暮らしの高齢者等を地域･病院等が連

携して支えて守っていくサポート，地域における介護予防活動の推進，などがあげられた。 

 

第２項 修了時アンケートの結果 

問１．この研修を受けて，地域の保健･医療･福祉の 

連携の重要性について，あなたのイメージは変わ 

りましたか （1 つ選択） 

連携の重要性については，「連携の重要性は以前 

から認識しており，研修を受けてさらに認識を強め 

た」者が79％，「連携の重要性はあまり認識してい 

なかったが，研修を受けて重要性を感じた」が17％で 

あった。回答者の全員が重要性を認識している。 

 

問２．健康福祉プランナー養成塾を受講し 

て，何が有益でしたか （2つ以内選択） 

養成塾を受講して有益だったことを問う 

たところ，「関連分野の幅広い知識を得た 

たこと」が20人で最も多く，次いで「いろ 

んな手法について学んだこと」が13人， 

「他の参加者との交流･情報交換」が9人 

であった。知識や手法についてのニーズが

感じられる。 

図表 19 連携推進職種 

図表 20 連携認識変化 

図表 21 研修内容評価 
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問３．地域の保健･医療･福祉の連携のためのコーディ 

ネーター役を果たすために，自分自身のコーディネ 

ート能力が向上したと思いますか （1つ選択） 

健康福祉プランナー養成塾を受講してコーディネー 

ト能力が向上したと思う者が71％，思わない者が25％ 

であった。3分の2以上の者は，自身のコーディネート 

能力が向上したと評価している。 

 

問３.２ 向上したと思う場合，どのような点が向上し 

たと思いますか （1つ選択） 

自らのコーディネート能力で，向上したと思うもの 

は，「他の分野の制度，他の職種や団体等の役割･活 

動等についての知識･情報」が29％，「より積極的に 

コーディネートしていこうという意識･意欲」が25％ 

で，「問題を分析し企画提案をするための訓練･能力」 

「コーディネートしていくための手法」がそれぞれ8％ 

であった。 

（開講時との比較） 

この質問は，開講時との比較質問項目である。開講時には，「他の分野の制度，他の職

種や団体等の役割･活動等についての知識･情報」が不足していると答えた者が10人いたの

に対して，修了時には7人がこの点について向上したと答えており，一定の成果があったと

伺える。開講時に9人が不足していると感じると答えた「問題を分析し企画提案をするため

の訓練･能力」については，向上したと答えた者は2人にとどまっている。 

また，「より積極的にコーディネートしていこうという意識･意欲」については，開講

時に不足していると感じると答えた者は1人であったのに対して，修了時にそれが向上した

と答えた者は6人おり，元々不足していると感じていなかったにもかかわらずさらに向上し

たと思う者が一定数おり，この点でも効果があったものと考えられる。 

なお，修了時には，向上したと思うコーディネート能力について無回答とした者が7人

おり，短期間の研修での評価の難しさ示していると思われる。 

図表24 コーディネート能力向上評価比較 
［開始時］問 3.3 コーディネーター役を果たすために自分に不足していると感じること

は，どのようなものですか（１つ選択） 
［修了時］問 3.2 （自分自身のコーディネート能力が向上したと思いますか）向上したと

思う場合，どのような点が向上したと思いますか（１つ選択） 
 共通質問項目 開講 修了 増減

1.他の分野の制度，他の職種や団体等の役割･活動等についての知
識･情報 

10 7 -3

2.問題を分析し企画提案をするための訓練･能力 9 2 -7
3.より積極的にコーディネートしていこうという意識･意欲 1 6 +5
4.コーディネートしていくための手法 2 2 -
5.その他 0 0 -

 

 

 

 

 
無回答 2 7 +5

図表 22 能力向上評価 

図表 23 能力向上内容 
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問４．地域の保健･医療･福祉の連携のためのコーディネーターには，どのような能力が大

切だと思いますか（2つ以内選択） 

コーディネーターに必要と考える能力としては，「分析力･企画力（課題整理力，体系

化，全体俯瞰力，将来デザインの提示力）」が 11 人で，「調整力（連携の場づくり，関係

者が問題意識を共有しコンセンサスを共有する力）」と「対話力･共感力（人の話を引き出

し聴く力，他専門職種とのコミュニケーション能力）」が各 10 人でほぼ並んでいる。「論

理的表現力（問題を論理的に説明する力）」と「行動力（チャンスを生かすフットワーク

の良さ）」は各 4人で「社会システムづくりの目的意識（持続的･発展的な仕組みづくり意

識）」は 2人となっている。 

（開講時との比較） 

 この質問も，開講時との比較質問 

項目である。 

開講時には，3人しか大切で 

あるとの回答がなかった「対話力･ 

共感力」が，修了時には 10 人が大 

切だと答えており，この研修を通 

じて，「対話力･共感力」の大切さ 

への認識が高まったことが伺える。 

このほかの項目では，「分析力･ 

企画力」が開講時の 16 人が修了時 

には 11 人に減っているが，これは 

「対話力･共感力」がより重要と考 

えられたためと思われる。 

図表 26 コーディネーターに必要な能力の評価比較 
［開始時］問４．地域の保健･医療･福祉の連携のためのコーディネーターには，どのよう

な能力が大切だと思いますか（2つ以内選択） 
［修了時］問４．地域の保健･医療･福祉の連携のためのコーディネーターには，どのよう

な能力が大切だと思いますか（2つ以内選択） 
 共通質問項目 開講 修了 増減
1.対話力･共感力（人の話を引き出し聴く力，他専門職種とのコ
ミュニケーション能力） 

3 10 +7

2.論理的表現力（問題を論理的に説明する力） 6 4 -2
3.分析力･企画力（課題整理力，体系化，全体俯瞰力，将来デザ
インの提示力） 

16 11 -5

4.調整力（連携の場づくり，関係者が問題意識を共有しコンセン
サスを共有する力） 

11 10 -1

5.行動力（チャンスを生かすフットワークの良さ） 5 4 -1

6.社会システムづくりの目的意識（持続的･発展的な仕組みづく
り意識） 

3 2 -1

7.その他 0 0 -

 
 
 
 
 
 
 

無回答 1 3 +2

 

図表 25 連携能力認識比較 
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問５．地域の保健･医療･福祉の連携のためのコーディネーターを養成するためには，どの

ような研修の内容が必要だと考えますか（2つ以内選択） 

コーディネーター養成に必要な研修 

内容としては，「コーディネートの体 

験談，ノウハウ」が12人で最も多く， 

「コーディネートの手法論」「関係分 

野の幅広い知識」が各11人，「グループ 

ワーク（ディスカッション，共同作 

業等）」が9人でほぼ並んでいる。 

なお，「先進事例の知識」は2人であった。 

 

問６．コーディネーターの活動を支援 

していくためには，何が必要だと思

いますか（2つ以内選択） 

コーディネーターの活動支援のた 

めに必要なこととしては，「関係者 

間の情報交換の仕組み」が15人， 

「実践支援のアドバイザー派遣」が 

12人，「継続的な研修の実施」が 

11人でほぼ並んでいる。このほか， 

「他地域の取り組みなどの情報提供」

が5人，「コーディネート実践のためのモデル事業への資金等の支援」は1人であった。 

（開講時との比較） 

 この質問も，開講時との比較質問項目である。開講時には，5人しか必要であるとの回答

がなかった「実践支援のアドバイザー派遣」が，修了時には12人にと大きく増加している。

これは，研修を通じて，専門家からのアドバイスの必要性を感じたからではないかと考え

られる。このほか，「継続的な研修の実施」「他地域の取り組みなどの情報提供」が増加

しているのも，研修を受けての実感が表れているものと想定される。これに対して，「関

係者間の情報交換の仕組み」と答えた人数が減っているのは，より実践を意識しての優先

度の評価の変化によるものではないかと考えられる。 

図表29 コーディネーター支援に必要な内容 
［開始時］問５．コーディネート能力を高めていくために，何が必要だと思いますか（2

つ以内選択） 
［修了時］問６．コーディネーターの活動を支援していくためには，何が必要だと思いま

すか（2つ以内選択） 
共通質問項目 開始 修了 増減

1.継続的な研修の実施 8 11 +3
2.他地域の取り組みなどの情報提供 3 5 +2
3.関係者間の情報交換の仕組み 21 15 -6
4.実践支援のアドバイザー派遣 5 12 +7
5.コーディネート実践のためのモデル事業への資金等の支援 2 1 -1

 

 

 

 

 

 無回答 1 1 -

図表 27 必要な研修内容 

図表 28 必要な支援内容 
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問７．どのような分野でコーディネート役の成果を期待しますか（1つ選択） 

コーディネート役の成果を期待する分野としては，「地域の住民団体等と行政との連

携」が42％で最も多く，以下，「保健･医療･福祉分野の関係者と他分野の関係者の連携」

が25％，「多様な職種間の連携」が3％，「地域 

の住民団体相互の連携」と「各種団体，大学， 

行政等の連携」が各2％であった。 

受講者の多くが行政に勤務していることから， 

「地域の住民団体等と行政との連携」が高いことは 

理解される。このほか，「保健･医療･福祉分野の関 

係者と他分野の関係者の連携」が比較的多かったの 

は，「保健･医療･福祉分野」だけで完結するのでは 

ない取り組みが求められているとの認識の表れと考 

えられる。 

 

問８．コーディネーターには，どんな役割を期待し 

 ますか（1つ選択） 

コーディネーターに期待する役割としては，「地 

域の新たな連携の仕組みづくり･共同プロジェクトの 

推進」が58％で最も多く，以下，「関係者の協議の 

づ場くり」が29％，「関係者の情報共有」8％であっ 

た。具体的な成果をめざそうとする意識が背景にあ 

のるもと想定される。 

 

問9．全体として，この研修で得たもの，深めることができたもの，気づきなどがあればお

書きください 

開講時の問7の自由記述項目にはごくわずかの記述があったに過ぎなかったのに対して，

修了時のアンケートの問9から11までの自由記述項目には，本稿の末尾に掲載しているよう

に極めて数多くの記述がなされ，研修受講による問題意識の掘り下げの成果が伺える。 

主なものとしては，調査･研究･統計などによる事業評価のあり方などの「知識，手法」

に関するもの，保健分野だけにとどまらず実施している仕事について，本質を考えていく

ことの大切さを痛感したなど「考え方や視点に関するもの」，健康福祉の分野といえ多種

にわたる職種の人々と一緒に研修を受けることで多くの刺激を受けたなど「交流」に関す

るもの，連携の重要性はわかっていても職場内でもうまくできてないのでまず周囲の連携

から始めようと思ったなど「連携」に関するものなどがあった。 
 

問 10．全体として，この研修で物足りなかったものがあればお書きください。 

主なものとしては，ＮＰＯの経済的運営の具体例や障害者自立支援法のことが知りたか

ったなど「研修内容」に関するもの，グループワークなど実体験によるノウハウの取得機

図表 30 連携の期待分野 

図表 31 期待する役割 
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会があればなお良いと感じたなど「グループワーク」に関するもの，講義によってはボリ

ュームが多くそれを消化しようとするあまり全体がぼんやりと終わってしまった感がある

など「研修の進行」に関するものなどがあった。 
 

問 11．その他この健康福祉プランナー養成塾を今後充実させていくために，ご意見，ご感

想やご提案があればお書きください 

主な内容としては，研修名称である「健康福祉プランナー」の定義が明確でないことの

指摘や，障害を持つ当事者の話を聞くことなどの「研修内容」への提案，後期の養成塾を

開講してほしいなどの「フォローアップ研修」への要望などがあった。 

 

第３節 アンケート調査にみる健康福祉関係者の連携意識 

第１項 開講時の連携意識 

① 連携の必要性への認識は高く問題も感じている 

 このアンケートの対象者が，主として行政職員を対象として，地域の保健･医療･福祉の

連携の推進役の養成を目的とした「健康福祉プランナー養成塾」の受講生であることから

当然ではあるが，連携の必要性の認識は高く，日頃から連携について問題を感じているこ

とが伺えた。 

② 連携についての概念が理解されない例も 

 ただし，受講者の中に，行政の現場ではなく医療現場で働く医療職がおり，この回答者

については，連携の概念が理解しにくいとのことで無回答とする項目が多かったと推定さ

れた。普段の業務の中で，社会の多様な組織等との関わりを持つ機会があるかどうかによ

って，「連携」について漠然とながらも概念が理解されるかどうかが異なると想定される。 

③ 現場実践者への研修機会の必要性 

 これは，現場の実戦経験をまだ持っていない学生期における連携･コーディネート教育

の一つの限界を示しているように考えられる。このため，学生時代にも，将来の現場での

連携やコーディネートの必要性に関する一定の理解をさせるための教育が必要であると

思われるものの，主には，現場に出た後の実践活動を通じて，多様な分野の組織間の連携

の必要性を感じている実践者を対象とした研修の必要性と有効性を示しているように考

えられる。 

④ コミュニケーション不足の指摘，リーダーよりもコーディネーター 

 連携における問題点としては，関係者のコミュニケーション不足の指摘が多かった。ま

た，連携の推進のためには，全体を仕切るリーダーよりもつなぎ役（コーディネーター）

の不足を指摘する者が有意に多かった。 

⑤ 他分野の知識や企画力が不足 

 また，ほとんどの者が，自分自身もコーディネーター役を果たす必要があると感じてい

たが，同時に，コーディネーター役を果たす上で，知識･ノウハウ等が不足していると感

じると回答した。具体的には，「他の分野の制度，他の職種や団体等の役割･活動等につ

いての知識･情報」や「問題を分析し企画提案をするための訓練･能力」が多かった。 
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⑥ 分析力･企画力や調整力が必要 

 地域の保健･医療･福祉の連携のためのコーディネーターに求められる能力については，

「分析力･企画力（課題整理力，体系化，全体俯瞰力，将来デザインの提示力）」と「調

整力（連携の場づくり，関係者が問題意識を共有しコンセンサスを共有する力）」が多か

った。 

⑦ 関係者の情報交換の仕組が大切 

 コーディネート能力を高めるために必要なものとしては，「関係者間の情報交換の仕組

み」が有意に多かった。 

⑧ 市町村がコーディネーター役の中心 

地域の保健･医療･福祉の連携を進めるコーディネーター役としては，市町村と答えた者

が67％と最も多かった。特に大きな役割が期待される職種については，職種によって特に

大きな差は見られなかった。 

⑨ 連携により地域のサポート体制づくり 

地域の保健･医療･福祉が連携して取り組むことによって実現したいことでは，主として

地域でのサポート体制づくりが挙げられた。 

 

第２項 修了時の連携意識と実践支援の必要性 

① 8割が連携への認識を高めた 

 研修を受けた成果として，「連携の重要性は以前から認識しており，研修を受けてさら

に認識を強めた」者が79％に上った。 

② 他分野の知識修得や意識･意欲の向上 

 研修において，特に有益だったことは，「関連分野の幅広い知識を得たこと」が最も多

く，次いで「いろんな手法について学んだこと」であった。研修による自分自身のコーデ

ィネート能力が向上については，向上したと思う者が71％であった。どのような点が向上

したかについては，「他の分野の制度，他の職種や団体等の役割･活動等についての知識･

情報」や「より積極的にコーディネートしていこうという意識･意欲」であった。 

③ 他分野の知識･情報に研修効果 

 開講時には，「他の分野の制度，他の職種や団体等の役割･活動等についての知識･情報」

が不足していると答えた者が10人いたのに対して，修了時には7人がこの点について向上し

たと答えており，一定の成果があったと伺える。 

④ 対話力･共感力の重要性認識が研修で向上 

 地域の保健･医療･福祉の連携のためのコーディネーターに求められる能力としては，

「分析力･企画力（課題整理力，体系化，全体俯瞰力，将来デザインの提示力）」と「調整

力（連携の場づくり，関係者が問題意識を共有しコンセンサスを共有する力）」，「対話

力･共感力（人の話を引き出し聴く力，他専門職種とのコミュニケーション能力）」がほぼ

並んでいる。開講時には，3人しか大切であるとの回答がなかった「対話力･共感力」が，

修了時には約3倍の10人が大切だと答えており，この研修を通じて，「対話力･共感力」の

大切さへの認識が高まったことが伺える。 
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⑤ 事例と手法と基礎知識が必要 

コーディネーター養成に必要な研修内容としては，「コーディネートの体験談，ノウハ

ウ」と，「コーディネートの手法論」，「関係分野の幅広い知識」の 3 つが多かった。事例

を学び，手法を身に付け，基礎知識を得て取り組もうとする意欲が感じられた。 

⑥ 実践支援の重要性への意識が高まった 

 コーディネーターの活動支援については，情報交換の仕組み，アドバイザーの派遣，継

続的な研修が多かった。特に，開講時には，5 人しか必要であるとの回答がなかった「実

践支援のアドバイザー派遣」が，修了時には 12 人にと大きく増加している。これは，研

修を通じて，実践的な取組みへの意識が高まり，専門家からのアドバイスについて具体的

な必要性を感じたからではないかと考えられた。このように，地域の現場における実践者

の支援の重要性への認識が高まったと考えられる。 

⑦ 行政と住民団体等との連携に期待 

コーディネート役の成果を期待する分野としては，「地域の住民団体等と行政との連携」

が最も多く，「保健･医療･福祉関係者と他分野との連携」がこれに次いだ。 

⑧ 連携の仕組みづくり，プロジェクトの推進に役割 

コーディネーターに期待する役割としては，「地域の新たな連携の仕組みづくり･共同

プロジェクトの推進」が最も多く，「協議の場づくり」がこれに次いだ。 

 

第３項 健康福祉関係者の意識の深化 

① 自由記述の大幅増に見られる問題意識の掘り下げ 

 研修開講時アンケートに比べて修了時には，質問項目が 1つから 3つになったこともあ

るもののボリュームとしては 10 倍以上の自由記述があり，2 週間という短い期間ながら，

かなりのインパクトのある研修であり，それぞれの問題意識が掘り下げられる効果があっ

たことがうかがえる。 

② 知識･手法と考え方･視点についての研修意義に評価 

 特に，研修で得たものとしては，「知識･手法」と「考え方･視点」の両面にわたってお

り，そのような研修を受けることにより，視野が広がり問題意識を深め，行動への意欲を

得ている様子が伺えて，実務の中での経験のほかに，体系的･集中的な研修の必要性を感

じさせた。また，研修を通じての他の研修受講者との交流による実践経験の共有について

も高い評価が示された。 

③ グループワークなど実技への要望 

 研修で物足りなかったものについては，いくつかの分野についての知識も挙げられたが，

グループワークや実技についてもっと時間をかけたかったとの意見が多かった。自分が実

際に実践に生かしていこうとする意欲の反映であると感じられた。 

④ 健康福祉プランナーの定義付けが必要 

 健康福祉プランナー養成塾の充実策については，「健康福祉プランナー」についての定

義の明確化が必要との指摘があり，プランナーという言葉とコーディネーターとの違いの

理解など，連携を進める役割について明確な共通認識が生まれていないことが現れた。ま
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た，フォローアップ研修など，継続研修の必要性の指摘もあり，体系的･継続的な研修の

必要性を感じさせられた。 

 

第４項 アンケート調査にみるコーディネート機能の明確化 

(1) 連携への概念の認識の違い 

① 連携やコーディネート機能への認識の違い 

 今回のアンケートを実施してみて，保健･医療･福祉の各分野の現場で活躍されている人

たちの中でも，連携やコーディネート機能についての認識や意識の違いが大きいことに気

付かされた。私自身，この研修において「地域での連携とコーディネーター」というテー

マで講師を務め，その講義中および講義外での受講生との意見交換を通じて，連携やコー

ディネートについて，その意味と必要性については漠然と認識されてはいるものの，具体

的な内容や意義が，必ずしも明確に共有されているわけではないことが伺われた。 

② アンケート手法の反省 

 一つには，設問に当たって用語の説明が充分でなかったというアンケート設計上の技術

的な反省がある。回答者の日常業務の内容や経験によっては，アンケートで問うている言

葉に充分に共通認識を持つことが期待されない場合には，そこで使用する用語について，

回答者によって認識の違いが生じないように，用語の定義や背景について必要な説明を加

えること，そして質問内容についても，質問者の意図がきちんと伝わるように，分かりや

すく明確な設問とすることなどである。 

③ 立場による受け止め方の違い 

 なお，今回，アンケートの多くの設問に無回答とした者が１人いたものの，他の回答者

は全員ほぼすべての項目に回答している。研修受講者の中には，日常的に地域での連携活

動に携わっていない者もいたことから，このような日常業務の内容や経験の違いが無回答

につながったとも考えられる。このように，日々の業務の内容や体験によって，地域での

連携の必要性やコーディネート機能についての意識の差があることが想定された。 

④ 連携とコーディネートの概念の整理と共有 

 今後，保健･医療･福祉の各分野で，多様な職種や立場で仕事をする者が，連携とコーデ

ィネートについての概念と意義を共有し，具体的な行動に結び付けていくことが必要であ

ると考えられる。 

(2) 連携の必要性への認識 

○ 9 割が連携を必要不可欠と回答 

 第 4 章でまとめたアンケート調査の結果によれば 9割近い回答者が地域の保健･医療･福

祉を充実していくためには連携が必要不可欠であると回答している。同時に，地域の保健･

医療･福祉の連携に問題を感じることがあるという回答も 9割を超えており，重要性は感じ

つつも，日頃から問題を感じている状況である。問題と感じる点については，問題意識や

解決すべきことが共有できていないこと，関係者が専門用語，業務内容，制度など互いの

分野のことをよく知らないこと，めざすべきものが具体的にイメージできないことなどが，

それぞれ存在している。このような問題が存在する原因としては，半数近くの者が関係者
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を調整するつなぎ役（コーディネーター）がいないことを挙げており，9 割以上の回答者

が自身もコーディネーター役を果たす必要があると感じていることが分かった。 

(3) コーディネート機能の認識の向上 

① 知識･情報と意識･意欲 

 コーディネーター役を果たすために自分に不足していると感じるものについては，研修

開始時のアンケートにおいては「他の分野の制度，他の職種や団体等の役割･活動等につい

ての知識･情報」や「問題を分析し企画提案をするための訓練･能力」とした者が多かった。 

（研修により積極的にコーディネートしていこうとする意識･意欲が向上） 

修了時のアンケートでは，「訓練･能力」が減少し，「より積極的にコーディネートし

ていこうという意識･意欲」という回答が増加した。自分自身が，連携の推進のために行動

していこうという意識･意欲を感じたためではないかと考えられる。 

② 研修により対話力･共感力への認識が向上 

 コーディネーターに必要な能力については，研修開始時のアンケートにおいては「分析

力･企画力」と「調整力」が多かったが，修了時のアンケートでは，これらに加えて「対話

力･共感力」が有意に増加した。これについても実際に行動する場面を意識することが増え

たためではないかと思われる。 

③ 研修によりアドバイザーの必要性の認識が向上 

 コーディネート能力を高めるために必要なものについては，研修開始時のアンケートに

おいては「情報交換の仕組」とする回答が多かったが，修了時のアンケートでは，これに

加えて「アドバイザーの派遣」とする回答が有意に増加した。これについても実際に行動

する場面を意識することが増えたためではないかと思われる。 
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第５章 健康福祉分野のコーディネーター人材の養成 
 

 本章では，第 3章までの組織連携とコーディネート機能についての検討と，第 4章での

健康福祉関係者への意識調査の検討結果を踏まえて，主として健康福祉分野における，社

会サービス･イノベーションを生み出す連携のコーディネート機能を担う人材（コーディネ

ーター）について検討しその人材養成方策を考える。 

 

第１節 社会サービス･イノベーションのコーディネーター 

第 3 章において，コーディネート機能とは，「専門性を組み合わせた連携で新たな関係

性を構築し，継続的に推進することにより，社会サービス･イノベーションを実現する機能」

であるとした。本章では，このようなコーディネート機能を果たす人材をコーディネータ

ーとして，以下，その人材養成について明らかにする。 

第１項 コーディネーターの基礎的能力 

 コーディネーターに必要な条件としては，第 3章における連携のモデルと事例研究から，

「新技術による組織連携モデル」「専門性の組合せによる組織連携モデル」「異分野間にお

ける組織連携モデル」という 3つのモデルと共通的な要素としての「新たな関係性の構築」

「組織連携力と継続的推進力」，そして第 4章におけるアンケート結果から明らかになった

対話力の重要性などから，次の 3点がコーディネーターの基礎的能力として特に重要であ

ると考えられる。 

① 企画力 

他の分野の制度，他の職種や団体等の役割･活動等についての知識･情報を収集し，課題

を認識し，整理･分析･体系化して，全体を俯瞰した将来デザインの企画提案をする「企画

力」が大切であると考えられる。なお，この企画力は，イノベーションの過程における多

様な問題や障害への対応の全過程において必要とされるものである。 

② 対話力 

課題の認識に基づくイノベーションの方向性や目標，内容について，それが実現した場

合の効果や実現の可能性を伝えるとともに，問題意識を共有し行動のためのコンセンサス

を生み出していくためには，人の話を引き出し聴く力，他専門職種とのコミュニケーショ

ン能力などの「対話力」が重要である。 

③ 調整力 

それぞれ独立して活動する，専門性を持った組織や専門家をつなぐ連携の場づくりや，

イノベーションの過程において，関係団体･関係者の利害を調整し問題を解決するための取

組みを継続的に推進していくための「調整力」が求められる。 

 

第２項 コーディネーターに求められるもの 

① アドバイザーとコーディネーター 

専門分化した多様な職種や組織から構成される複雑な仕組みの社会においては，関係す

る多様な組織主体の立場を理解し，それぞれの組織や個人の力をうまく組み合わせて成果
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を生み出していく，組織の連携感覚を持った取り組みが重要になっている。 

キャッチアップの時代においては，知識･技術･経験のある外部の専門家がアドバイザー

として先進事例等を紹介して問題解決の処方箋を示し，組織内部の者はそれにしたがって

取り組むことによって問題解決が図られた場合も少なくなく，仮に処方箋に問題があって

も，「成長」の中で自然に解決していった事例も少なくなかった。しかしながら，手本がな

く問題も複雑化した現代においては，地道で継続的な取組みが求められるようになってい

る。このため，組織内部において一定の実績評価と信用を得て活躍している「組織人」が，

みずからコーディネーターとなり，外部の専門家の協力も得ながら，関係する組織主体に

働きかけ，連携して継続的に問題解決に取り組んでいくことも求められている。組織内部

のコーディネーターが互いに連携して，組織連携が生まれる。もちろんこれは，専門のア

ドバイザーや独立したコーディネーターが不要になるということを意味するものではない。 

② 問題意識の共有と行動のためのコンセンサス 

コーディネーターは，単なる調整役ではなく，ビジョンを掲げ，関係者が問題意識を共

有し，行動のためのコンセンサスを形成するように働きかけていく者である。このような

役割を担うコーディネーターには，批判･否定と自己主張ではなく，関係者の言葉に耳を傾

け，複雑な関連要素の中から最善のかつ現実的な解決策を関係者とともに見つけて，とも

に具体化に取り組んでいくことが期待される。そして，イノベーションを具体化していく

取り組みを進め，最後までやりきるための意志と過去の成功体験に裏打ちされた実践経験

などが必要となっている。 

③ 専門分野間の通訳機能 

 専門分野間によっては，特別な用語を使用したり同じ言葉でも使われる概念が異なるこ

とや，仕事の進め方においての前提となる「常識」が専門分野ごとに異なることが往々に

してある。このため，そのような違いを理解し説明していく「通訳機能」が重要となる。 

④ 組織･システム間の共通理解 

また，組織や職種間の連携を進めていくためには，それぞれの組織や職種のできること

とできないこと，得意なこととそうでないことを理解し，組織や職種の資源と能力の活用

法を把握するなど，組織の行動論理や意思決定メカニズムの理解などが大切である。また，

第 1 章で述べた，「経済的合理性」と「仕組み」「理念」という社会システムづくりの 3

要素を踏まえ，時間とともに発展していくためのシステムづくりの工夫が大切である。 

⑤ 専門領域外の理解 

知らない分野のことを理解するのは結構面倒なものであり，理解しようとする気力が必

要である。また，違う立場の人との相互作用により新たなものを生み出すことを面白がる

心も大切である。さらに，新たな情報の発見への興味と好奇心，新たな視点の発見のため

の受容力，共通の課題の発見と課題整理力，新たな解決法を発見する心と気持ちの柔らか

さ，新たな価値の創造を生み出す良い仕事への意欲なども求められる。 

⑥ 専門家を活かす専門職としての意識 

 健康福祉分野は，各分野の多様な専門家によって構成されていることから，それらの専

門家の力をつなぎ活かしていく専門職が求められている。自分の手柄を誇るのではなく，



 69

調整役として，全体が自然に流れていく環境づくりが期待されている。単なるつなぎ役で

はなく，社会の不条理への怒りを元に，ありたい社会の理念を掲げ，広い視野と現場原点

の行動力で，多様な人々や組織の力を生かした社会システムづくりが求められている。 

⑦ 理論と実践力のバランス 

 理論と実践力のバランスも大切である。企画管理部門の長い人は，知識や内部根回しの

経験があり，理屈や問題点の指摘はうまいものの実践の度胸や人の心の機微への配慮が十

分でなかったりする。逆に，現場部門の長い人は，目の前の問題の背景にある課題を整理

し資料等で裏付けて大きな方向性を組み立てて周囲を説得していく，理論化･体系化の力が

弱かったりすることもありうる。 

⑧ 自分がやった訳ではないが自分がいなければ生まれなかった仕事 

コーディネーターの仕事の魅力は，他の人々や組織の力を生かして，自分の実力以上の

仕事をすることにある。コーディネーターには，自らの価値観や方向性についての信用を

基礎に，多様な組織や人々の知恵や力を集め引き出し組み合わせて，単体では生まれなか

った成果を生み出すことが求められている。自分がいたために組織や人の力が有効に組み

合わされて活かされたと感じることはうれしいものであり，「自分がやった訳ではないが，

自分がいなければ生まれなかった」と思える仕事が求められる。新たな取り組みにはあせ

らないことが一番で，信用と評価を地道に生み出していく努力を諦めずに続けていくこと

が期待される。 

⑨ 中間的支援組織 

 このようなコーディネート機能を果たす拠点として，サービスの提供側とサービスの受

益側の間で両者を繋ぐ中間支援組織が重要になっている。介護保険制度においては，地域

包括支援センターがあり，市民活動と行政とを結ぶものとしての市民活動センターなどが

あるほか，子育てボランティアと親とを結ぶ中間支援組織など，それぞれの社会サービス

とニーズを繋ぎ適切で効果的なサービス提供を生み出す組織の必要性は高まっていくと考

えられる。 

 

第３項 コーディネーターの活動に関する実践的知見 

 社会サービス･イノベーションが，今はない新たなものを生み出す取組であることから，

実際の取り組みにおいては，関係者の理解と協力を得ながら一歩ずつ前進させていくため

に必要な要素が数多くある。ここでは，第 3章で取り上げた事例研究などを通じて，コー

ディネーターの行動において留意すべきと感じられた実践的知見をまとめる。 

① 進歩と変化の困難さ 

 米国のクリントン大統領が 1993年に行った来日記念講演62において，ロバート･ケネデ

ィ上院議員の言葉として「進歩というのは耳当たりの良い言葉だが，その推進力は『変化』

であり，『変化』には常に敵が存在する。」を引用しているように，新たなものを生み出す

ことは容易なことではない。取り組みの当初には，「要らないことをする」と非難されるこ

                                                  
62  1993 年 7 月早稲田大学にて 
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ともありうるし，その意義を理解されないことも往々にしてありうる。しかしながら，変

化の必要性は常にあり，その意義を説明して，関係者の中において問題意識を共有し，行

動のためのコンセンサスを生み出すことを促進する取組みが求められる。 

② 仮説を持った試行とイノベーション 

 社会が複雑化する中で，一つの思いつきやアイデアがそのまま問題解決につながること

は少なくなっている。特に，複雑な要素を含み多様な制度や関係者が関わっている社会サ

ービスにおいては，解決すべき目的を明確に掲げて，一定の仮説を持って試行的に取組み，

その試行結果の評価と修正改善といういわゆるＰＤＣＡサイクルの繰り返しの中で初め

て，安定的･継続的に機能するイノベーションが実現する。一つの解決策だけで問題が解

決しないことの方がむしろ一般的であり，多様な問題に対処する中で，それぞれの場面に

応じた最適なモデルを探していく取組みが求められる。 

③ 弾み車を回す 

 コリンズ(2005)は，「『ビジョナリー カンパニー2 －飛躍の法則』のための調査であき

らかになったのは，偉大な組織への飛躍を築く動きが社内の人たちにとって，巨大で重い

弾み車を回すように感じられることだ。弾み車を必死になって押していると，何日も，何

週間も，何か月も，ほとんど進歩らしい進歩がない状態が続くが，やがてほんの少し動き

出す。だが，それで努力を止めるわけではない。さらに努力して押し続けると，ようやく

弾み車が１回転する。さらに努力を続ける。つねに同じ方向に押し続けていると，弾み車

の回転が少し速くなる。まだまだ押し続ける。2回転，4回転，8回転。徐々に回転が速く

なる。16 回転。まだ押し続ける。32 回転。勢いがさらについてくる。･･･こうして押しつ

づけていると，どこかで突破の段階に入る。どの回転もそれまでの努力によるものであり，

努力の成果が積み重なったものである。」と述べている63。これは，社会サービスのイノベ

ーションにおいても通じるものがあるように思われる。 

 新たな取組みは，それが不確実性を包含するがゆえに常に偶然性に左右される面があり，

たとえ成功した場合においても偶然の産物としてとらえられることがある。成功は偶然の

産物かもしれないが，その成功を生み出した「偶然」は，コリンズが指摘するように努力

の産物であることを理解しておく必要がある。 

④ 紙やすりとのこぎり 

 新たな変革への取組みは，本来，先の見えないものであるし成功の保証もない（先が見

えて成功の保証があるものは，新たな取組みとは言わない）。新たな取組みが始まった途

端に，問題点の指摘を始める人も少なくない。ささいな問題点ほど，自信を持って批判し

やすいものである。これは，「紙やすり」と「のこぎり」の違いとしても表現される。つ

まり，小さなとげを指摘して紙やすりで滑らかにすることに長けている人と，新たな形を

構想して，それをのこぎりで切り出す人との違いである。後者が，イノベーションを生み

出すのだと考えられる。のこぎりで取り出せば，必ず小さなトゲはできるものであるが，

切り出された形を議論するのではなく，切り出す過程において生じたトゲを中心的に指摘

                                                  
63 ジェームズ･C･コリンズ『ビジョナリー カンパニー【特別編】』p.62 
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され否定されることも少なくない。このような状況においては，パックツアーに参加する

ような他人任せの意識ではなく，自ら道を切り開いていく意識が求められる。また，新た

な取組みを応援する環境や組織風土づくりも重要な要素となると考えられる。 

⑤ 大きな方向性から 

 新たなシステムづくりを進めていく中では，大きな構図を描くことに集中し，そのため

の具体的な取り組みに注力することが必要な時期があるが，そのような段階に，細部にわ

たる議論が提起されることもある。例えて言えば，家を建てる際に，設計図を描き棟上げ

をしている時期における室内の壁紙の色についての議論のようなもので，全体の進行に応

じた議論の整理が必要である。腕を組んで難しい顔をして先の先まで考えて正解を見つけ

ようとするよりも，確実な答えは見えなくとも，大きな方向性の中で，「次の曲がり角ま

で」という意識で，一つひとつ取組みを重ねていくことが求められる。このような姿勢は，

異分野との連携においても重要となる。自分の知っている分野の中で「箱庭の完璧主義」

に閉じ篭ることなく，幅広く新たな関係性を構築していく取組みが求められている。 

⑥ 川を渡るか渡らないか 

 多くの社会システムのイノベーションに当たって直面する問題の一つは，関与する人々

の範囲が広がらないことである。川を渡るか渡らないかという例えで言えば，川を渡った

者はとことん頑張れ，自分は川を渡っていないのだから関与しないというように，関与者

と非関与者とに二分される傾向がある。イノベーションを生み出すためには関与者をでき

るだけ広げ，多様な力を合わせることが必要であり，この「川幅」をできるだけ狭くし橋

をかけて，より多くの人びとが関与しやすいシステムづくりに配慮することが重要となる。 

⑦ 過大な負荷の予防 

 一部の人に過大な負荷がかかったりしないような配慮も重要になる。第 3章の事例には

取り上げなかったが，歯科医師会と行政が共同して障害のある人々のための歯科医療体制

を構築した際に，協力歯科医として応募した歯科医に過大な負荷がかかり過ぎないように，

無理をせず気軽に後方の支援医療機関に転送できる組織を整えた例がある。これを，「長

距離バスにトイレを付ける」と説明していた。つまり，長距離バスに乗る際には，バスに

トイレがついていれば，いざという時を心配せずに安心して乗れるという意味である。こ

のような仕組みがなければ，最初は無理をしてでも協力する関係者も，次第に負荷に疲れ

てきて，少しずつ減っていってしまう。最近医療現場で問題になっている「立ち去り型の

サボタージュ」についても同様のことが言えるのではないかと感じている。 

⑧ 現場の課題を組織の課題にそして社会の課題に 

 イノベーションを生み出す原点は，現場の課題である。現場において，困難な状況にお

かれている人びとの声なき声を聞き，社会の不条理に対しての社会的な良質な怒りを持つ

ことが行動の原点となる。そのような現場の課題を，組織的な取組みに結び付けていくた

めには，現場で課題に直面している者が，その現場の課題を組織に持ち帰り，組織におい

て課題として認識させ，組織として解決すべき問題として位置づけ具体的な行動の意思決

定につないでいく必要がある。これにより組織としての問題意識と位置づけられて初めて，

イノベーションのスタートが切られることになる。そのためには，現場で活動している職
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員の，組織内における説明能力や課題化能力が必要になる。また，組織の課題とされたも

のを，組織としての対外的な行動にと結びつけ，社会の他の関係組織･団体，住民等と共

通の問題意識を持ち具体的な行動のためのコンセンサスを生み出していくこと，すなわち，

組織の課題を社会の課題へと発展させていくことが重要である。 

⑨ システムの発展と継続 

 システムは，多様な力の組み合わせによって成り立っており，いわばダイナミックな力

の組み合わせのバランスの結果として成り立っている。それは，静態的なものではなく，

動態的なものである。常に継続的な働きかけが必要であり，放っておくと駄目になってし

まう。新陳代謝を繰り返し，発展のための意識的な取り組みを繰り返さなければ，システ

ムの継続性は望めず，打ち上げ花火で終わってしまう。イノベーションが，仮説･行動･検

証･改善の一連の過程の中から生まれてくると考えられるのも，このような理由からであ

る。システムにおいては，資金，制度，理念について無理がなく全体としてバランスの取

れていることと，それを引き継ぎ発展させていく人材の確保がなされることが重要である。 

⑩ 分野横断的連携と階層縦断的連携 

 多くの関係者が関与する複雑な連携の場合には，それぞれの組織で責任的地位について

いるリーダーが直接関与することが重要であるものの，そのような人物は往々にして多く

の仕事を抱えて多忙であるために，その下に十分な時間をかけて実践的な検討を行う実務

者グループが必要になることも少なくない。この場合，リーダーグループの信頼を得て，

実務者グループとのつなぎ役を担う，階層縦断的なコーディネーターも重要である。 

⑪ コーディネート機能の 5ステップ 

コーディネートの流れとしては，①関係者が現場で漠然と感じている問題点を顕在化す

る「問題点の抽出･整理」，②資料やデータを調べ関係者に簡潔に説明する「資料収集･整理」，

問題点や関係資料などから重要な課題を絞り込む「課題抽出整理」，③めざすべき方向性を

整理し提示し議論して共有する「中長期的方向のまとめ」，④具体的な事業案について優先

順位も含めて議論する「具体的な実施事業案の提案」，⑤具体的行動のための関係者調整，

などが考えられる。 

⑫ コーディネーターの資質 

このほか，コーディネーターに期待される資質としては，社会全体を見る目（現場感覚

と全体俯瞰力），社会システムづくりの視点（社会資源の最適活用，連携のネットワーク，

可能性の把握センス），長期的視野での結果重視（打ち上げ花火にならない歴史の流れ意識），

社会の理不尽さへの良質な怒りを感じる感性（声なき人々のために），将来への夢とオープ

ンな明るさ（人をひきつける魅力と柔らかな感性，仲間づくり），使命感（歴史の歯車を前

に動かすのか止めているのか），肩の力を抜く（悲壮感にとらわれず内弁慶にならない楽し

める心），責任感（口先では信用は生まれない），度胸と愛嬌（話を聞いてもらえること），

世話好き（下働きが苦にならない），孤立への耐性（群れの流れから出て一人になる，多様

性を許容する環境づくりも大切），小さな成功体験の蓄積（筋力をつける），大胆さと繊細

さ（後始末までちゃんとやる）などが考えられる。また，「みんな」「全部」「絶対」という

言葉に代表されるような，思い込み，決め付けの断定的な考え方を意識的な回避すること
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も重要と考えられる。中でも，オープンな明るさは特に大切である。難しい顔をしていれ

ば必要な情報が入ってこず，それなりの仕事しかできないことになってしまう。 

ゴールマン(2006)は，情動的知性（ＥＱ）と並ぶ概念として社会的知性（ＳＱ）を提唱

し，その能力としても社会的意識（原共感，共感的正確性，傾聴，社会的認知能力）と人

間関係を管理する社会的才覚（同調性，自己表現力，影響力，関心）を掲げており64，こ

のような視点からのコーディネーターの資質の研究も今後必要になると思われる。 

 

第２節 健康福祉分野における連携 

第１項 健康福祉分野の連携の必要性 

① 専門職の連携 

 連携の意義は，基本的には，よりよい社会サービスを提供するために，社会資源を効果

的･効率的に活用することである。また，そのようなサービスの提供を，継続的，安定的に

かつ公平に提供していくことのできる社会システムを実現していくことでもある。そのた

めに，社会の関係する各主体が，共通の理念の下に，問題意識を共有し，それぞれの専門

性や機能を活かすことにより，全体として大きな成果を生み出していくことが期待される。

健康福祉分野は，多様な専門職によって構成されていることから，それらの専門家を生か

す連携が特に求められている分野だと考えられる。 

② 在宅での多分野･多職種の協働 

 健康福祉分野においては，近年，在宅におけるサービス提供が重要となり，その供給が

急速に拡大している。医療分野においては，従来，病院や診療所という医療施設において

提供されていた医療が，訪問診療や訪問看護といった形で医療施設外の在宅で提供される

ことが増え，また福祉分野においても，介護保険制度の導入により，在宅での介護の提供

が急速に拡大している。在宅の患者については，その自宅において，同一人物に，医師や

看護師や介護職がそれぞれに関わることになる。これらの職種は，それぞれ，診療所，訪

問看護ステーション，ヘルパーステーションなど，異なる拠点を有しており，別々の場所

から同一人物の自宅に訪問して，異なる種類のサービスを提供していることから，効果的

な成果をあげるためには，相互の緊密な連携が重要になっている。また，口腔ケアの重要

性から，歯科医師や歯科衛生士も在宅や地域でのサービス提供に関わるようになりつつあ

り，薬剤師による訪問調剤や在宅訪問服薬指導なども拡大しているほか，保健師やケアマ

ネージャーなど，関わる関係者は多様である。さらに，これらの職種の背景には，それぞ

れの専門職団体や各種団体，行政があり，直接･間接に多様に連携をしている。 

 

第２項 健康福祉分野での連携の枠組み 

① 地域でのサービスの連携 

 健康福祉分野において必要と考えられる連携の例としては，診療所と病院との連携のほ

か，病院と市町村保健センターとの連携，歯科診療所の歯科医師と病院が連携して在宅患

                                                  
64 ダニエル･ゴールマン『ＳＱ 生き方の知能指数』pp.484-486 
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者等に医学的管理下における歯科医療を提供するとか，地域の福祉施設と医師･歯科医師と

の連携，さらには，地域のボランティア団体と保健･医療･福祉施設等との連携なども考え

られる。 

② 在宅でのサービスの連携 

 在宅でのサービスの提供については，医師，看護師，介護職などの連携がある。このた

めには，情報の共有が必要であり，全体としての効果が有効に上がるための役割の整理と

調整が必要になる。具体的には，第 3章第 2節第 2項で紹介した，在宅患者情報共有シス

テムもそのような連携の例であり，介護保険制度によるケアマネージャーを中心としたケ

アカンファレンスや地域の医師会が関わっての支援の仕組みづくりなどの例もある。 

③ その他の多様な連携 

 このほか，小児救急医療の相談や医療提供の仕組み，カルテの共有などよる病院と診療

所の幅広い連携，診療支援や代診支援などのへき地の診療所の支援の仕組み，健康福祉分

野のボランティアの人材養成や資格の認定制度，活動支援の仕組み，町内会などの地域団

体と連携しての健康福祉活動の仕組み，地域における心の健康のための取り組みの仕組み，

健康福祉分野以外の子育て･教育･防犯･防災･環境づくりなどとの連携の仕組みなどなど，

実に多様な形態･分野における連携が考えられる。 

 

第３項 健康福祉分野の連携の課題 

 どの分野においても同様のことが見受けられるが，健康福祉分野においては，特に次の

ような傾向が指摘される。 

① 専門家はいるがつなぎ役が少ないこと 

健康福祉分野においては，それぞれ医師，歯科医師，薬剤師，保健師，看護師，栄養士，

作業療法士，理学療法士，社会福祉士，介護職など，それぞれ専門の教育を受けた専門家

が中心になってサービスが提供されている。それぞれの専門家は，自らの専門分野におい

ては自らが主役として主体的に活動しており，自分が主役ではないコーディネーターとし

ての経験は多くないのが実態である。 

② 一対一は得意でも組織的活動経験が少ないこと 

健康福祉分野における具体的なサービス提供は，基本的には一対一のケースが多い。チ

ーム医療のような例はあるにしても，それも医療提供側のチームと患者との相対関係であ

る。このため，組織を単位とした活動の経験が少なく，社会システムづくりの感覚を身に

つける機会も限られている。このため，組織自体のできることできないこと，組織の中の

ある部署のできることできないこと，組織の中のある役職のできることできないこと，と

いったような組織体制や組織行動についての理解が十分ではなく，組織間協力の経験が少

ないきらいがある。 

③ 専門家対客体という一方向の関係に慣れていること 

 この一対一の関係も，通常は相手が患者であったり社会的弱者として支援を受ける立場

であり，世話をする人とされる人という一方向の片務的な関係であることが一般的である。 
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④ 専門分野以外の多様な立場の人との対話機会が少ないこと 

 自らの専門分野以外の人との協働においても，健康福祉分野の中での連携が中心であり，

他分野の人との連携のための対話や共同作業などの経験機会があまり多くない傾向がある。 

⑤ コーディネーター役の意識的養成の必要性 

 健康福祉分野においては，専門職が自らコーディネーター役を果たす意識を持つことと

同時に，自らは健康福祉分野の専門職ではないものの，専門職や専門組織の連携を促進す

る専任のコーディネーター画も求められていると考えられる。社会サービス･イノベーショ

ンを促進するためには，このようなコーディネーターが重要であるが，非営利事業領域に

おいては利潤追求動機が働きにくく，プロとしての職種の存在の難しさなどもあり，自然

発生的にはこのようなコーディネーターは生まれにくいと考えられることから，意識的な

人材養成のための取組みが必要だと考えられる。 

 

第３節 コーディネーターの養成 

 本節では，健康福祉分野における社会サービス･イノベーションを担うコーディネーター

の養成について検討する。 

第１項 コーディネーターの養成の必要性 

 コーディネーターの養成について論じるに際して，ドラッカー(1993a)のリーダーシップ

についての考え方を引用しておきたい。ドラッカーは，「リーダーシップには適性が必要で

ある。しかも，リーダーの適性が充分でない一流の技師長や総務部長でさえ，それほど大

勢いるわけではない。リーダーシップとは，姿勢でもある。しかるに，人間の姿勢ほど曖

昧で変えにくいものはない。したがって，卓越した組織の文化をもたらすための方法とし

てリーダーシップに依存することは，何もせず，何ももたらさないことを意味する。しか

し，たとえ平凡なものであろうとも，日常の仕事なら，適性，個性，姿勢のいかんにかか

わらず実行することができる。天才は必要でない。仕事は，行いさえすればよい。仕事と

は，論ずべきものではなく実行すべきものである。」と述べている。すなわち，個人の天成

の適性や資質に過度に期待するのではなく，実行すべきことを明確にして必要な訓練を提

供することが大切であると述べている。ここでは，天成の適性や資質に依存するのではな

く，提供すべき教育内容と訓練について明らかにする。 

 

第２項 専門職養成課程等におけるコーディネート教育 

(1) 意義 

 保健･医療･福祉専門職の教育過程においては，国家資格試験合格に必要な専門知識･技術

を短期間に身につけさせる必要があるために，コーディネーター養成に関する十分な研修

時間をとることは困難であると考えられる。しかしながら，実際に現場で活動をする際に

は必要となるものであり，将来に備えて，在学中にコーディネート機能の必要性と内容に

ついて概略の知識は提供しておく必要がある。これによって，現場での実践活動を開始し

た際に，自分がさらに見につけるべきものは何かを理解し，それを得るための方法へのア

プローチの仕方を見つけることができる準備をしておくことは有益だと考えられる。 
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(2) 教育内容 

 専門職教育課程においては，十分な時間をコーディネーター養成のために割くことは難

しいと考えられるが，専門職が社会意識を持って他の職種と連携して仕事を進めていく必

要性が高まっていることを考えれば，最低限でも 1コマから数コマの授業，できれば，社

会との関わりについての内容をまとめた 1単位または 2単位の授業を提供することが期待

される。その際の授業内容としては，次のようなものが考えられる。 

○ 知識社会化，組織社会化における，組織間連携の必要性の説明 

○ 連携の成果についての先進事例の紹介 

○ コーディネートに必要な能力とその訓練の機会 

 ・マネジメントや問題解決技法などの概要など 

 

第３項 現場実践者に対する研修プログラム 

 次に，現場での実践者に対する研修について明らかにする。 

(1) 集中研修 

 数ヶ月にわたって，幅広く知識と技術･手法を学び意識･意欲を向上させることも考えら

れるが，実際には長期間にわたって職場を離れることは困難であると考えられるので，数

週間連続あるいは 1～2 週間の研修の組み合わせを検討すべきと考えられる。 

(2) フォローアップ研修 

 研修は，現場での実践活動の中で，継続的･反復的に実施することによりその効果が高ま

ると期待されることから，定期的なフォローアップ研修の機会の提供が求められる。これ

については，集合形式によるものと，インターネットなども活用した通信教育形式による

ものとが考えられる。 

(3) 地域講座 

 地域での実践者が基礎的な内容について気楽に研修を受けることができるように，都道

府県単位などでの，地域講座の実施も求められる。このような地域講座の拡大のためには，

全国ベースでそれを支援する体制の整備が求められる。 

 

第４項 現場での実践支援プログラム 

 健康福祉プランナー養成塾受講者アンケートでも明らかになったように，集合研修とと

もに，現場での実践支援も重要である。 

(1) アドバイザーの派遣 

 地域の現場での取り組みを支援するために，社会サービス･イノベーションを生み出すコ

ーディネートについてのアドバイザーの派遣制度が必要であると考えられる。そのために

は，アドバイザーに必要な能力を明らかにするとともに，その養成と認定についても明ら

かにする必要がある。 

(2) モデル事業実施支援資金 

 国の三位一体改革などの影響で地方自治体の財政事情は極度に厳しくなっており，社会

サービス･イノベーションのための新たな取り組みのための予算が極めて難しい状況とな
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っている。このような状況が続けば，現場での新たな取り組みの芽が出にくく，社会サー

ビス･イノベーションの成功体験を持つ者が生まれないこととなってしまいかねない。この

ため，先進的な取り組みについては，モデル事業の実施のための資金を支援する制度も必

要であると考えられる。 

(3) 地域での先進的な連携取組事例の調査とその普及 

 地域での実践を支援するためには，地域での先進的な連携取組事例を調査し，その知

見を整理し蓄積するとともに，その普及のための仕組みづくりが必要である。 

 

第５項 コーディネーター養成の研修プログラム 

本項では，健康福祉分野における社会サービス･イノベーションを担うコーディネータ

ーの養成について，その研修プログラム例について明らかにする。 

(1) 知識系 

コーディネートに関する知識としては，次のような内容が考えられる。 

○ 先進事例：「国内外における，コーディネート機能を活かした社会サービス･イノベー

ションについての先進事例の紹介とその解説」 

○ 専門分野に関する知識：「保健･医療･福祉分野における各種制度についての知識や課題，

社会保障全般についての概念，精神保健福祉等に関する知識」「専門用語や特別な概念

設定された用語の使い方などに関する知識」 

○ 他の関係分野に関する知識：「地方自治体制度，地方税財政制度，会計制度」「財産信

託制度，成年後見制度，リバースモーゲッジ，財産の証券化」「対外説明責任」「個人情

報保護法制度やセキュリティ確保対策」「経営分析，バランスシート分析」「政策法務」 

○ マネジメントに関する知識：「非営利企業のマネジメント」「ナレッジマネジメント」

「リスクマネジメント（危機管理）」「ニューパブリックマネジメント（ＮＰＭ）」 

○ その他社会全般：「地域づくりに関する知識･手法や制度」「ボランティア活動やＮＰＯ

法人に関する情報」 

(2) 手法系 

コーディネートに関する手法などとしては，次のような内容が考えられる。 

○ 企画系：「企画力」「対話力」「広報力」「公共マーケティング」「問題解決技法」「創造

性開発」 

○ 分析系：「バランスド･スコア･カード」「統計手法」 

○ 問題解決系：「ブレークスルー技法」「ワークショップ技法」 

○ コミュニケーション系：「コーディネート技法」「コミュニケーション技法」「傾聴，コ

ーチング技法」「ファシリテーション技法」「論理的コミュニケーション」 

○ 情報通信技術の活用可能性 

(3) グループワーク系 

コーディネート能力の向上の意識醸成のためのプログラムとしては，次のような内容が

考えられる。 

○ オフサイトミーティング，課題研究グループワーク，意見交換グループワークなど 
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【静かに考え静かに語り静かに聴く】 

コーディネート能力を高めるためには多様な方法が考えられるが，ここでは，考えをま

とめそれを伝えるとともに他人の話を聞く力をつけるためのグループワークを紹介してお

きたい。これを「三静か（静かに考え静かに語り静かに聴く）」グループワークと名付けて

いる。ポイントとしては，①自分の考えをまとめてメモをし，②それを簡潔に述べること，

③他人の話をしっかり聞いてポイントをメモすること，である。 

これは，グループ討議では一時的には盛り上がるものの，特定の人の発言に終始したり，

参加者自身がしっかり考える機会がなかったりすることもあるため，自分で考え語ること

を大切にしようとしたものである。対話が単なる言葉のキャッチボールではなく，自分の

考えや思いを伝え，相手の考えや思いを受け取り理解することだと実感してもらうととも

に，自分の考えをまとめて話す経験をさせるというのが主なねらいである。これまでの数

十回にわたる実践では，良好な反応が得られている。全体の流れは次のとおりである。 

1.問題提起の講義 

2.講義を聞いて考えたことをまとめて 3点メモする 

3.グループで一人 3分程度でそれぞれが考えたことを述べる 

4.他のメンバーの話を聞いて考えたことをまとめて 3点メモする 

5.最初と後の 3点メモの中から，全体として大切だと考える 3点を選んでメモする 

6.全員を前に，最終的に選んだ 3点をメモする 

図表 32 グループワークの具体的手順 

導 入 5 分 

 最初に，①講義を聞いた後で３点メモをとること，②それを元にグルー
プで各自 3分ずつ話をすること(最低でも２分半は話さないといけないこ
と)，③グループの他の人の話を聞いて感じたことを 3点メモをすること，
④最後に，講義を聞いてメモした 3点と他の人の話を聞いてメモした 3点
の中から，自分が大切だと思う 3点を選ぶこと，を伝えておく。 

講 義 60
分 

 通常は１時間程度，その分野の知識の提供と問題意識の提示の講義。テ
ーマにもよるが，一般的には，パワーポイントを中心に配付資料を併用。
グループワークは 5～6 人のグループで行うが，講義の時から分けていて
も，その後に分けてもどちらでも構わない。 

静かに考え
る 

10
分 

① 講義の後，7分間，講義を聞いて，「大切だと思ったこと，そうじゃな
いと思ったこと，全く別に思いついたこと」など 3点(以上)メモする。 
② 3 分間，語るリハーサル。各自，黙って発表の予行演習をし，講師が，
「1分経過」などと知らせる。（これにより，3分間という時間がかなり
のことを伝えられる大切な時間だということが理解される。） 

静かに語る 

① グループに分かれタイムキーパーを決める。タイムキーパーは 2分半
で一旦合図し，3分で終了の合図をする。（5人のグループは一人３分半）
② 一人 3分ずつ，自分のメモした 3点を中心に話す。この際，声を出し
ての相槌，質問等は禁止。 

静かに聞く  他の人が話している時は，その話の中から，なるほどと思ったことなど
を 3点(以上)メモをする。 

まとめる 

20
分 

 全員が済んだら，講義を聞いてメモした 3点と他の人の話を聞いてメモ
した 3点の中から，自分が大切だと思う 3点を選ぶ。グループで，若干進
行に差が出るので，この部分で全体の進行を調整する。 

発 表 20
分 

 全体で 2時間の場合は，一人 1分程度で，最後に選んだ 3点を全員に対
して発表してもらう。通常は各グループから一人ずつ適宜指名していき，
時間の許す範囲で進める。人数から見て十分な時間がある時などは，ここ
を車座になってやると効果的である。 

講 評 5 分  講師から全体的な講評。 
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第６章 コーディネーター養成のための今後の研究課題 

 

第１節 社会サービス･イノベーションのための組織連携の研究課題 

第１項 本研究の成果 

このため，本研究では，社会サービス･イノベーションのための組織連携とコーディネ

ート機能について，先行研究や組織連携モデルと事例研究などにより研究を行った。 

 その結果，次のことが明らかになった。 

○ 知識社会においては，業務の専門分化が進むことにより，単独の専門職や組織だけで

は社会の問題が解決できなくなっており，社会サービスのイノベーションには，地域の

課題に応じて，多様な組織の機能を活かした連携が重要であり，そのような組織や専門

職を分野横断的に連携することが必要となっている65， 

○ 組織社会においては，組織間連携によるイノベーションの重要度が高まっていると同

時に，社会の成熟化等により社会システムが複雑化した社会においては，多様な要素が

複雑に関わり合っているために，単純な問題解決では対応できず継続的な取組みが必要

となっている66， 

○ 社会サービス･イノベーションを生み出すための組織連携には，「新技術の活用」「専

門性の組合せ」「異分野間の連携」とともに，共通的要素として「新たな関係性の構築」

と「組織連携力と継続的推進力」が重要である67， 

○ 健康福祉分野においては，利潤動機が働きにくいことから，社会サービス･イノベーシ

ョンを生み出すためには，多様な組織や専門家を結びつけて仮説に基づく継続的な試行

を推進するコーディネート機能が重要である68。 

（理論的含意） 
 また，このような考察を踏まえて，次の各点を提示した。 

○ 組織社会における社会サービス･イノベーションについて，「組織連携」の概念を提示

した69， 

○ 組織連携について，「新技術の活用」「機能の組み合わせ」「他分野との連携」というモ

デルを提示し検証するとともに，それらに共通する要素として「新たな関係性の構築」

を提示した70。 

○ 社会サービス･イノベーションについて，「同時性」の中で空間軸を意識した「組織や

専門家を結び付けることとそのための場づくり」と，「継時性」としての時間軸を意識

しての「仮説に基づく継続的試行」というモデルを提示し検証した71， 

 

                                                  
65 第 2 章第 2 節第 1 項，第 3 章第 3 節第 4 項 
66 第 2 章第 2 節第 1 項，第 3 章第 3 節第 4 項 
67 第 3 章第 3 節第 4 項 
68 第 2 章第 2 節第 2 項，第 3 章第 3 節 
69 第 1 章第１節第 2項 
70 第 3 章第 3 節 
71 第 3 章第 3 節 



 80

第２項 今後の研究課題 

キャッチアップの時代が終わり，自らの力で新たなイノベーションを生み出していくこ

とが求められている。社会サービス･イノベーションは，多様な組織や専門家の力や機能を

組み合わせることによって生まれるものであり，それは多様な力のバランスの中で進めて

いく必要がある。このため，快刀乱麻的に一気に実現するのではなく，社会システムづく

りの地道で継続的な試行の結果として，新たな安定的で革新的な関係性が生み出されてい

く。つまり，社会サービス･イノベーションを進めていくためには，「正しい答え」を提示

するだけでは十分ではなく，組織や専門家を結びつけそれぞれの専門性を組み合わせて，

仮説に基づく試行と改善を繰り返して，イノベーションに結び付けていくことが必要であ

る。 

 このような組織連携は，限られた社会資源を有効に活用するための非営利分野における

社会サービス･イノベーションにおいても重要であると考えられるが，その具体的な推進方

策についてはこれまであまり研究の蓄積がないことから，今後，組織連携のモデルや体制

づくり，その推進役としてのコーディネーターの役割や人材育成の方策などについて，さ

らなる研究が必要であると考えられた。 

 

第２節 健康福祉分野の組織連携とコーディネート機能の研究課題 

第１項 本研究の成果 

 健康福祉分野においては，専門職への分化が進むとともに，介護保険制度の導入などに

より，そのサービスの提供場所が，従来行われていた病院等の施設内だけでなく居宅など

の地域にまで広がっており，多様な主体が連携して，限られた社会資源を有効に活用して

質の高い社会サービスを効果的･効率的･継続的に提供するためには，社会サービス･イノベ

ーションが求められている。 

（健康福祉関係者の意識調査） 

 本研究では，社会サービス･イノベーションのための組織連携とコーディネート機能に関

する健康福祉関係者の意識について考察するために，「健康福祉プランナー養成塾」の受

講者を対象とした 2週間研修の開講時と終了時の意識調査をするなどにより，健康福祉分

野における組織連携を生み出すコーディネート機能を担う人材養成について研究を行った。

その結果，次のことが明らかになった。 

○ ほとんどの者が地域の保健･医療･福祉の連携に問題を感じており，リーダーよりもコ

ーディネーターの必要性を理解し，自らがコーディネーター役を果たす必要があると考

えながらも，そのための知識･ノウハウ等が不足していると感じている72， 

○ 地域での実践経験の有無によって連携への認識に差があること，研修によって連携に

ついての意識や対話力の重要性が高まること，現場でのアドバイザーの必要性の認識が

高まるなど実践に向けての意欲が向上した73， 

○ 連携を推進するコーディネート機能を担う人材（コーディネーター）には，「企画力」

                                                  
72 第 4 章第 3 節第 1 項 
73 第 4 章第 3 節第 2,3 項 
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「対話力」「調整力」などが求められている74， 

○ コーディネーターの養成には，学生期の教育とともに，現場実践者への研修やアドバ

イザー等による支援が重要である75， 

（コーディネート人材の育成） 

また，コーディネーターの人材養成については，天成の適性や資質に依存するのではな

く実行すべきことを明確にして必要な訓練を提供すべきとのドラッカーの考えを踏まえて，

提供すべき教育内容と訓練について考察した。この結果，専門職養成課程等における教育

の中で将来に備えて在学中にコーディネート機能の必要性と内容について概略の知識を提

供しておく必要があるとともに，現場実践者に対する研修として，集中研修やフォローア

ップのほか，都道府県単位などの地域講座の実施が必要であると考えられた。また，現場

での実践支援として，アドバイザーの派遣制度やモデル事業の実施のための資金を支援す

る制度なども必要であると考えられた76。 
（理論的含意） 
 また，このような考察を踏まえて，次の各点を提示した。 

○ コーディネート機能について，「専門性を組み合わせた連携で新たな関係性を構築し，

継続的に推進することにより，社会サービス･イノベーションを実現する機能」という

モデルを提示し考察した77， 

○ 健康福祉分野における社会サービス･イノベーションを推進するものとして，「組織連

携」と「コーディネート機能」の重要性を位置づけ，それを推進する「コーディネータ

ー」の人材養成および実践支援のモデルを提示した78。 

 

第２項 今後の研究課題 

 今後，健康福祉分野における組織連携を推進するコーディネート機能を強化していくこ

とにより，限られた社会資源を有効に活用して質の高い社会サービスを効果的･効率的提供

するためのサービス･イノベーションを継続的に進めていくことが期待される。 

 健康福祉分野における社会サービス･イノベーションを推進するためのコーディネータ

ーの養成については，まだ実践研究の蓄積が乏しいため，今後，次のような調査研究の推

進が求められる。 

(1) 地域での先進的な連携取組事例の調査とその普及のための研究 など 
 コーディネーター養成のためには，地域での先進的な取組事例の豊富な蓄積と，そ

の分析研究によるモデル化や，ノウハウ，成功要因の分析を行うとともに，それによ

って得られた知見を関係者が共有し活用するためのナレッジマネジメントのシステム

の研究が必要である。 
(2) 専門職教育課程での教育内容，教材の作成 など 

                                                  
74 第 5 章第 1 節第 1 項 
75 第 5 章第 3 節 
76 第 5 章第 3 節 
77 第 3 章第 3 節，第 5 章第 1 節 
78 第 5 章第 2,3 節 
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 医師等の専門職教育課程における組織連携とコーディネート機能についての教育に

ついては，専門職関連のタイトな教育プログラムの中で十分な時間をとることは困難

であると考えられることから，短時間での効果的な教育方法や，現場実習の中への組

み込み，興味と意欲のある者のための自己学習用の実践事例集，必要に応じて活用で

きる必要な情報の検索システムの構築などについての研究が必要である。 
(3) 地域実践者を対象とした研修の体系，集中研修の内容･カリキュラム など 
 地域実践者を対象とした研修については，日常業務を持つ者を長期間の研修に参加させ

ることは困難であると考えられることから，短期間での効果的な研修プログラムや研修方

法や，インターネット等を利用した事前研修や事後研修などの継続性のある研修方法など

の実践的研究が必要である。また，全国研修のほかに，より身近に研修を受けられるよう

にするための都道府県単位などの地域研修の実施体制などについての研究が必要である。 

 また，研修効果を活かし発展させるために，研修受講者相互の情報交換のためのネット

ワークづくりの研究も必要である。 

 (4) 現場支援の効果的手法研究 

 現場での実践の支援のためには，新たな取り組みを奨励するためのモデル的な事業に対

する支援の効果的な方法や，支援策についての効果測定や改善策のあり方等についての研

究が必要である。 
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おわりに 

 本研究を通じて，改めて，体系的な学問的研究と実践の場の接続の必要性を実感した。

実践の場では，ある程度の経験や信用力によって「理屈抜きに」物事が動いていくことが

多いが，その理論的一貫性や整合性が意識されることは多くはない。このため，属人的な

能力に依存したり，経験の範囲でのみ物事を判断してしまうことにもつながりかねない。

また，学問的研究においても，普遍的なモデル化を意識し過ぎるがゆえに，重要な機微を

捨象して単純化しすぎたり，既存モデルや理論に引きずられ論理の整合性を優先するがゆ

えに現場実態に即しない議論になってしまうこともありうる。 

 本研究で取り上げたテーマは，社会サービス･イノベーションを生み出すための組織連携

と，そのような組織連携を生み出すコーディネート機能やそれを担うコーディネーターの

人材育成であり，異質なものの接続からイノベーションは生まれてくると考えられること

から，このようなコーディネート機能の重要性はさらに高まっていくと考えられた。 

しかしながら，このようなコーディネート機能を担う仕事はまだ社会的に専門職として

認知されているとは言いがたく，そのあり方や人材育成についての研究も進んでいない。 

このため，今後は，本研究の成果を踏まえ，健康福祉分野における社会サービス･イノ

ベーションを推進するコーディネート機能の更なる事例研究と分析を通じて，より効果的

な組織連携モデルの提示とその推進方策を研究するとともに，それを推進するコーディネ

ーターの人材養成の進め方や現場での実践支援の方法について，さらに研究を深めていき

たい。 
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（資料１ 健康福祉プランナー養成塾アンケート） 
 
１．開講時アンケート 
 

健康福祉プランナー養成塾参加者アンケート 
 

このアンケートは，地域での保健･医療･福祉の連携を進める健康福祉プランナーの能力のう
ち，主としてコーディネート力についておたずねし，今後の人材育成の参考とするとともに，
健康福祉プランナー養成塾の充実に生かすことを目的とするものですので，ご協力をお願いし
ます。（個別の回答者が特定されるような公表はしません。） 
 各質問の該当項目に □ 印を，その他欄を選択の場合は具体的にご記入をお願いします。 
 
 
 
 
 
 
 
［質問］ 
問１．地域の保健･医療･福祉の連携について，あなたの考えをお聞かせください （１つ選択） 
 ・地域の保健･医療･福祉を充実していくためには，必要不可欠のもの（21，87.5%） 
 ・連携が進むのは悪いことではないが，必要不可欠というほどではない（ 2，8.3％） 
 ・個々の活動がしっかりされていれば，特に連携の必要性は感じない （ 0） 
 ・無回答       （ 1，4.2％） 
問２．地域の保健･医療･福祉の連携について，問題を感じることがありますか （１つ選択） 
 ・ある（問2.2，問2.3へ）     （22，91.7％） 
・ない（問3へ）      （ 1， 4.2％） 

 ・無回答       （ 1，4.2％） 
問２.２ 問題を感じる場合，それはどのような問題ですか  （１つ選択） 
・関係者が互いの分野のことをよく知らないこと（専門用語，業務内容，制度など） 

（5，20.8％） 
・関係者の利害が調整されないこと，    （3，12.5％） 
・問題意識や解決すべきことが共有できていないこと   （8，33.3％） 
・めざすべきものが具体的にイメージできないこと   （5，20.8％） 
・その他       （0） 

 ・無回答       （3，12.5％） 
問２.３ それは，何が原因だと思いますか （１つ選択） 
・関係者が互いの分野のことを知る機会がないこと   （ 3，12.5％） 
・協議の場や機会がないこと     （ 3，12.5％） 
・全体を仕切るリーダーがいないこと    （ 3，12.5％） 
・関係者を調整するつなぎ役（コーディネーター）がいないこと （11，45.8％） 
・営利事業ではないため，利潤を求めての自発的な連携行動が起きにくいこと（ 0） 
・その他（関係者が互いの分野のことを知ろうとしない，自分の都合を優先する）（ 1，4.2％） 
 ・無回答       （ 3，12.5％） 
問３．あなた自身は，地域の保健･医療･福祉の連携のためのコーディネーター役を果たす必要
があると感じることがありますか （１つ選択） 

 ・ある（問３.２，問３.３へ）     （22，91.7％） 
・ない（問４へ）      （ 1，4.2％） 

 ・無回答       （ 1，4.2％） 
問３.２ 地域の保健･医療･福祉の連携のためのコーディネーター役を果たすために，知識・ノ
ウハウ等で自分に不足していると感じることがありますか （１つ選択） 

 ・ある        （22，91.7％） 
・ない        （ 0） 

 ・無回答       （ 2，8.3％） 
問３.３コーディネーター役を果たすために自分に不足していると感じることは，どのような
ものですか （１つ選択） 

 ・他の分野の制度，他の職種や団体等の役割･活動等についての知識･情報（10，41.7％） 
 ・問題を分析し企画提案をするための訓練･能力   （ 9，37.5％） 
 ・より積極的にコーディネートしていこうという意識･意欲  （ 1，4.2％） 

∨ 

（回答者について） 
・性別： □男性，□女性 ・実務経験：□10年未満，□10～20年，□20年以上 
・職種： □医師･歯科医師， □左記以外の保健医療福祉専門職， □事務職 
・所属： □市町村行政， □都道府県行政， □その他 
・役職： □管理職(部下がいる)， □管理職以外
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 ・コーディネートしていくための手法    （ 2，8.3％） 
・その他       （ 0） 

 ・無回答       （ 2，8.3％） 
問４．地域の保健･医療･福祉の連携のためのコーディネーターには，どのような能力が大切だ
と思いますか （2つ以内選択） 

 ・対話力･共感力（人の話を引き出し聴く力，他専門職種とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力）（ 3） 
 ・論理的表現力（問題を論理的に説明する力）   （ 6） 
 ・分析力･企画力（課題整理力，体系化，全体俯瞰力，将来デザインの提示力）（16） 
 ・調整力（連携の場づくり，関係者が問題意識を共有しコンセンサスを共有する力）（11） 
 ・行動力（チャンスを生かすフットワークの良さ）   （ 5） 
 ・社会システムづくりの目的意識（持続的･発展的な仕組みづくり意識） （ 3） 
 ・その他       （ 0） 
 ・無回答       （ 1，％） 
問５．コーディネート能力を高めるために，何が必要だと思いますか （2つ以内選択） 
 ・継続的な研修の実施      （ 8） 
 ・他地域の取り組みなどの情報提供    （ 3） 
 ・関係者間の情報交換の仕組み     （21） 
 ・実践支援のアドバイザー派遣     （ 5） 
・コーディネート実践のためのモデル事業への資金等の支援  （ 2） 

 ・その他       （ 0） 
 ・無回答       （ 1） 
問６．地域の保健･医療･福祉の連携を進めるコーディネーター役として，次のどの組織(及び
職員･構成員)の役割が大きいと思いますか （１つ選択） 

 ・都道府県       （ 3，12.5％） 
・市町村       （16，66.7％） 
・保健･医療･福祉関係職種団体(医師会，看護協会など)  （ 3，12.5％） 

 ・その他民間団体(NPO団体含む)     （ 0） 
・企業        （ 0） 
・専門の職種(コンサルタント等)     （ 1，4.2％） 
・その他       （ 0） 

 ・無回答       （ 1，4.2％） 
 問６.２ 特に大きな役割が期待される職種があれば，選択してください（１つ選択） 
 ・行政事務職       （5，20.8％） 
・医師･歯科医師･薬剤師      （3，12.5％） 

 ・保健師，看護師等保健医療職     （8，33.3％） 
・社会福祉士等福祉職      （5，20.8％） 

 ・その他       （0） 
 ・無回答       （3，12.5％） 
問７．地域の保健･医療･福祉が連携して取り組むことによって実現したいことがあれば，具体
的にお書きください  
・定期的な協議会 
・医療計画の策定や長期的視点での保健･医療･福祉のネットワーク化， 
・有機的に機能する高齢者（虐待防止etc）ネットワーク， 
・災害時の体制づくり， 
・高齢者の在宅自立を延長するためのネットワークができれば介護給付費の上昇をおさえ
る一助になるし生きがいづくりになるのでは， 
・在宅での見取りや病院の在院日数減少につながる社会のサポート，病院･施設では在院日
数の短縮等，厚労省の方針で1人暮らしの高齢者等が地域に戻されている現状がある。こ
の方達を地域･病院等が連携して支えて守っていく必要がある。 
・現在，介護予防事業を担当しているので，地域における介護予防活動の推進を実現した
い 
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２．修了時アンケート 
 

健康福祉プランナー養成塾参加者アンケート 
 
研修お疲れ様でした。２週間の研修を受けられた現時点で，地域での保健･医療･福祉の連携

のコーディネート人材の育成について再度おたずねし，今後の人材育成の参考とするとともに，
健康福祉プランナー養成塾の充実に生かしたいと思いますので，ご協力をお願いします。（個
別の回答者が特定されるような公表はしません。） 
 各質問の該当項目に □ 印を，その他欄を選択の場合は具体的にご記入をお願いします。 
 
 
 
 
 
 
［質問］ 
問１．この研修を受けて，地域の保健･医療･福祉の連携の重要性について，あなたのイメージ
は変わりましたか （１つ選択） 

 ・連携の重要性は以前から認識しており，研修を受けてさらに認識を強めた（19，79.2％） 
 ・連携の重要性はあまり認識していなかったが，研修を受けて重要性を感じた（ 4，16.7％） 
 ・連携の重要性は感じていなかったし，今もさほど感じていない （ 0） 
 ・その他       （ 0） 
 ・無回答       （ 1，4.2％） 
問２．健康福祉プランナー養成塾を受講して，何が有益でしたか （2つ以内選択） 
・関連分野の幅広い知識を得たこと    （20） 
・体験談を聞いたこと      （ 3） 
・いろんな手法について学んだこと    （13） 
・グループワークの体験      （ 1） 
・他の参加者との交流･情報交換     （ 9） 

 ・その他       （ 0） 
問３．地域の保健･医療･福祉の連携のためのコーディネーター役を果たすために，自分自身の
コーディネート能力が向上したと思いますか （１つ選択） 
・思う（問３.２へ）      （17，70.8％） 
・思わない（問４へ）      （ 6，25.0％） 

 ・無回答       （ 1，4.2％） 
問３.２ 向上したと思う場合，どのような点が向上したと思いますか （１つ選択） 
 ・他の分野の制度，他の職種や団体等の役割･活動等についての知識･情報（7，29.2％） 
 ・問題を分析し企画提案をするための訓練･能力   （2，8.3％） 
 ・より積極的にコーディネートしていこうという意識･意欲  （6，25.0％） 
 ・コーディネートしていくための手法    （2，8.3％） 
 ・その他       （0） 
 ・無回答       （7，29.2％） 
問４．地域の保健･医療･福祉の連携のためのコーディネーターには，どのような能力が大切だ
と思いますか （2つ以内選択） 

 ・対話力･共感力（人の話を引き出し聴く力，他専門職種とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力）（10） 
 ・論理的表現力（問題を論理的に説明する力）    （ 4） 
 ・分析力･企画力（課題整理力，体系化，全体俯瞰力，将来デザインの提示力） （11） 
 ・調整力（連携の場づくり，関係者が問題意識を共有しｺﾝｾﾝｻｽを共有する力） （10） 
 ・行動力（チャンスを生かすフットワークの良さ）    （ 4） 
 ・社会システムづくりの目的意識（持続的･発展的な仕組みづくり意識）  （ 2） 
 ・その他        （ 0） 
 ・無回答        （ 3） 
問５．地域の保健･医療･福祉の連携のためのコーディネーターを養成するためには，どのよう
な研修の内容が必要だと考えますか （2つ以内選択） 
・先進事例の知識      （ 2） 
・関係分野の幅広い知識      （11） 
・コーディネートの手法論     （11） 
・コーディネートの体験談，ノウハウ    （12） 
・グループワーク（ディスカッション，共同作業等）   （ 9） 

∨ 

（回答者について）
・性別： □男性，□女性 ・実務経験：□10年未満，□10～20年，□20年以上 
・職種： □医師･歯科医師， □左記以外の保健医療福祉専門職， □事務職 
・所属： □市町村行政， □都道府県行政， □その他 
・役職： □管理職(部下がいる)， □管理職以外



 90

 ・その他       （ 0） 
 ・無回答       （ 1） 
問６．コーディネーターの活動を支援していくためには，何が必要だと思いますか （2つ以内
選択） 

 ・継続的な研修の実施      （11） 
 ・他地域の取り組みなどの情報提供    （ 5） 
・関係者間の情報交換の仕組み     （15） 
・実践支援のアドバイザー派遣     （12） 
・コーディネート実践のためのモデル事業への資金等の支援  （ 1） 

 ・無回答       （ 1） 
問７．どのような分野でコーディネート役の成果を期待しますか （１つ選択） 
・地域の住民団体相互の連携     （ 2，8.3％） 
・地域の住民団体等と行政との連携    （10，41.7％） 
・多様な職種間の連携      （ 3，12.5％） 
・各種団体，大学，行政等の連携     （ 2，8.3％） 
・保健･医療･福祉分野の関係者と他分野の関係者の連携  （ 6，25.0％） 

 ・その他       （ 0） 
 ・無回答       （ 1，4.2％） 
問８．コーディネーターには，どんな役割を期待しますか （１つ選択） 
・関係者の情報共有      （ 2，8.3％） 
・関係者の協議の場づくり     （ 7，29.2％） 
・地域の新たな連携の仕組みづくり･共同プロジェクトの推進  （14，58.3％） 

 ・その他       （ 0） 
 ・無回答       （ 1，4.2％） 
問9．全体として，この研修で得たもの，深めることができたもの，気づきなどがあればお書
きください 

（知識，手法） 
・講義内容的に総論的なものも多く即実践というまでにいたらないものもあったが，保健分野
以外の内容も知ることもできよかったです。 
・保健･福祉･医療全般に渡り，非常に多くのためになる知識を得たと思います。各先生方の貴
重なお話，体験談，経験話など勉強になりました。 
・調査･研究･統計等による事業評価のあり方や，従来の事業評価で不足している点がわかった。 
・先進地の実践例や情報を聞けた。関連分野の幅広い知識を得られた。 
・今回私自身統計学が苦手だったのですが，とてもたのしくわかりやすく学ぶことができ，学
生のころ先生に出会いたかったと思いました。 
・自分をとりまく環境について，知ることができました。 
・制度の移り変わりと問題･課題がかなり明確になりました。 
・気づきについては自分の関連分野のみならず多くの書物を読まなければいけないと改めて実
感しました。 
・私の属している職場は直接自治医大との接点がないためへき地の医療体制等について知る事
ができました。 
・経営改革の関連はとても参考になった。 
・講師の先生から様々な体験等をうかがい知識が広がりました。 
・マクロの視点でお金の流れを理解できました。 
・マネジメントする理論，国の政策，各分野の知識 
（考え方，視点） 
・ハード，ソフト面でまちづくりを総合的な目でみること，住民との共に考えつくり上げてい
くことが最も納得を得られる方法であることがわかりました。こんなにすばらしい先生方が
おられるのになぜ日本の生活しづらさは改善されないのかと思います。 
・政策や全体，概論として何が考えられていてその中で自分たちが何を求められているのか，
何をしていかないといけないのかが少し見えたような気がします。 
・幅広い知識を得ることができました。また，縦割りの強い行政の中で，新しい事業をおこし
ていかなければ何も変わっていかないんだという事を感じました。自分も改革の一員になれ
るように頑張っていきたいと思いました。 
・地方と国との関係の変化。前例にとらわれず，戦略的な経営をしなければ魅力のない自治体
になってしまうという危機感を実感した。また，ニーズ把握手法を体系的かつ実践的に学ぶ
ことができたので，計画策定業務に活かしたい。 
・現場で日々の業務の中，問題点を解決できず苦悩の毎日でした。問題を分析できない自分に
落ち込んでいましたが，ブレイクスルー思考を学び前向きになれました。具体策はまだ模索
中ですが。 
・住民の声を聞き，地域の課題を解決するということが，具体的にはどのような問題（課題）
があり，どのような手法，手段で取り組んでいくのかについてとても現代的な手法で解説さ
れたと思います。 
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・普段煮詰まってしまう課題に対して，新たな視点での捉え方や考え方を学び，新たな方向性
を見ることができた。保健分野だけにとどまらず実施している仕事について，本質を考えて
いくことの大切さを痛感しました。その仕事が何のためにやっているのか，市民が望んでい
るものなのか立ち止まって考え，仕事のやり方について見直していきたいと思います。 
・本質を考えて仕事をすすめていこうとすればおのずと他課や他機関の情報を得て，政策立案
していくことになるのではと思いました。前向きに頑張っていきたいと思います。 
・様々の分野の研究者の講義を受講できたことが新鮮だったことと，日頃からよく考え自分の
意見を持ち発表していかなければならないと思った。 
・現在実施している事業が効果的で住民ニーズに合ったものか大きな疑問をもち，再度，その
目的とその目的を再確認しなければと思いました。さらに，社会的にも財政的にもいかに地
域づくりに基づいた活動を推進していく時代であると感じます。国の施策（補助金の対象や
示されたマニュアル）に合わずなぜ対象にならないのか不満を抱きながら介護予防のための
地域での高齢者の居場所作りを今まで進めてきたことはまちがってないと安心感を得ました。 
・日常的に勤務する中で偏りがちであった知識と認識を改めて考えるよい機会でした。 
・個人としては福祉を 5年と比較的長くやってきたことから自負もありましたが，単に「わか
ったつもり」であった部分や狭い視野で見ていたことに気がつきました。また，通常お会い
することのない他県他職種の方々と交流ができ情報の交換も出来たと感じました。 
・自分が関係する業務以外の各分野における話題や課題，また，本来あるべき施策目標（ミッ
ション）の重要性やブレイクスルーによる新たな思考理論など，今までに経験したことのな
い事柄が多く，毎日が新鮮でした。この 2週間で自分の仕事に対する考え方も変わったよう
に思いますが，この気持ちをどこまで持続できるのかという不安も少しあります。 
・各方面の研究者や第一線で活躍している講師の話を聞くことができ視野を広げることができ
ました。有難うございます。 
・研修に対する取組み方，姿勢を通じて今までの自分を反省する機会となり，非常にありがた
く思います。 
・問題解決の方法として，ブレイクスルー等，今まで知識がなかったことを学ぶことが出来良
かった。また，他県の色々な職種の皆さんと交流し，情報交換出来たことも良かった。 
・まず目標（理想の姿）を考えることが大切と気づきました。 
・課題に対するアプローチについて様々の方法論を勉強することができ，実践の場での行動の
手がかりをたくさん得ることができました。 
（連携について） 
・連携の重要性はわかっていても身近な職場内もうまくできてないことは，まず話すことオフ
サイトミーティング手法を大いにとり入れ周囲の連携から始めようと思いました。 
・かなり広い分野での講義で時間が足りない講義も多くこれを機会に考えを深めるきっかけづ
くりの意味もあったのかと思い，今後勉強していきたいと思う。 
（交流） 
・研修を通して自分自身全国の方と知り合うことで様々な知識を得ることができたことが大き
な収穫でした。とてもすばらしい研修でした。 
・通常の関係者では出会わない参加者との交流ができました。 
・他職種，特に行政の方たちとの交流や話しあいの中で行政の大変さやしくみがよくわかりな
ぜ，今のこの現状（たてわり）があるのかわかった。 
・今は全国の方たちとの交流だったが，地域に帰って「できない」，「おかしい」ではなく自
らが連携できるように働きかけていく努力をしたい。 
・現場で働く市の職員の方々（受講者）と国の施策についてこれほど身近に感じたことはあり
ませんでした。 
・健康福祉の分野といえ多種にわたる職種の方々や他の県の方々と一緒に研修を受けることが
でき，皆さんそれぞれのモチベーションの高さが刺激になり日々の業務では経験できない交
流もありとてもよかったです。 
・全国各地の多職種の人と話をすることができ，人脈が広がったのも大きな収穫だった。 
・体系だった講義内容であり幅広い知識を得ることができ，また，知識の整理にも役立ちまし
た。また，いろんな立場の人達と交流を深めることで視野が広がりました。 
・今回参加できよき仲間と知り合うことができよかったです。ありがとうございました。 
（構成） 
・さまざまな分野の講話が少しずつ関係していて，あらゆる角度からのとりくみ検討ができて
とても良かった。講座構成がうまく工夫されていると思いました。 
問 10．全体として，この研修で物足りなかったものがあればお書きください 
（研修内容） 
・課題分析にあたっての基礎的な内容が必要（分析の実習などがよい）現場の課題をまとめ論
理的に説明する実習など 
・NPO の経済的運営の具体例はどうなっているのか知りたかった。 
・障害者自立支援法のことが知りたかった。 
・○○先生の講義の中で少しはあったような気もするが，これからの健康福祉を考えていくの
に高齢者のことにかたよりすぎていると思った。人口構造上，高齢化社会で比重が高齢者に
目が向くのは仕方ないとは思うが，これからの世の中を創っていく青年，思春期，子供たち
にもう少し目を向ける必要があるのではないかと思う。今，顕在化している問題だけでなく，
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若者が高齢者，子供，障害者，病気の人と共にどんな世の中であればよいのか，そのために
はどんなことをしていく必要があるかを考える必要があると思う。 
・子供分野以外の高齢者，障害者についてもう少し聞くことができれば良いのではないかと思
います。又，エンパワーメント以外にパターナリズムについても盛り込んで頂けると良いの
ではないかと思います。 
・統計学をもう少し学びたかったです。 
・食育を通して連携を深めている地域の実践等の紹介。 
（グループワークなど） 
・オフサイトミーティングの時間があってもいいのでは。せっかく保健福祉のさまざまな職種，
地域の人が参集しているので，事前に具体の課題を提出してもらって話し合う場が少しあっ
てもいいのではないでしょうか。皆，課題をかかえて解決の糸口を探しにこの研修に参加し
ているような印象をうけたので。 
・2 週間という限られた期間なので講義中心の構成になっているかと思いますが，グループワ
ークなどの回数をもう少し増やし，実体験によるノウハウの取得（特にファシリテーターが
どう機能するかなど）機会があればなお良いと感じました。 
・コーディネーターとしての実践力をつけるグループワークをもう少し実のあるものにして頂
きたいです。研修を終えても職場で実践できるか少し不安です。 
・グループワーク等をもう少し取り入れていただけるとよかったと思います。 
（研修の進行･構成） 
・内容についてはほとんど無駄と思えるものはありませんでした。ただ，講義によってはボリ
ュームが多く，それを消化しようとするあまり，全体がぼんやりと進行早に終わってしまっ
た感があります。 
・ブレイクスルーのグループワークが時間がたりず，不消化だったと思う。グループワークを
途中で止められたため，理解が進まなかったのではと考えます。 
・ブレイクスルー思考による…の○○先生の発想や理想のイメージングなど自分の貧弱さに少
し落ちこみました。もう少し長い時間とっていただきグループ演習を深めてみたかったと思
います。このように考えていく過程が住民ニーズに合ったプラン作りの基礎と思ったので。 
・全体として流れるものは統一されていると思うので内容が重複するものは 1人の講師にしぼ
ってゆっくり時間をかけてほしいと思った。内容の分量が多すぎ，早口でアップテンポの方
が多いように感じた。（自分のききとりの能力の問題かも知れません） 
（その他） 
・終わりが早かったので 5時間目まであってもよかったと思う（せっかくの宿泊なので）。 
・講義においては，受講者の理解が追いつかないものがありました。 
・講義中に質問（単語や概念の定義についての確認）しにくい雰囲気があり，もう少し双方向
的であっても良かったのでは？理解度の低い講義については，特に配慮が必要です。 
・○○先生の著書をいただけましたので，事前勉強ができました。各先生方がすすめられる書
籍を受講者が借りられるよう，文庫を作ってはいかがでしょうか。 
・事前勉強をしていなかったので，講義によってはあまり理解できないで終わったものもあっ
たように思いました。内容的には大変充実したものだったと思います。 
・講師の方は全般的に選りすぐられた方々でしたが，講師のもっとも関心がある所ではない講
義もあった様です。 
・女性の講師が少ない。 
問 11．その他この健康福祉プランナー養成塾を今後充実させていくために，ご意見，ご感想や
ご提案があればお書きください 
（健康福祉プランナーとは） 
・健康福祉プランナーとは何か（講師の先生方がプランナーだったということでしょうか？）。
アンケートにあるようなコーディネーターを養成するというものであったかどうかわかりま
せんでした。 
・現場で働く分にはとても勉強になりましたが，「健康福祉プランナー」なったかどうか…一
つひとつの講義から学ぶことが多くこやしになったと思います。職場に戻ってから役立ちそ
うです。 
（研修内容等） 
・障害を持つ当事者の話等を入れて頂けると人権やスティグマについての理解が深まるのでは
ないかと思います。 
・専門用語を資料の中に入る場合（特に経済学）は，略語の詳細や簡単な内容の説明がほしか
った。講義中，そこの部分でつかえてしまうと先に進まない。 
・グループワークの班がいつも同じになってしまうので，その点を考慮して頂くか，週に 1回
程度でもよいので席替え（？）をしてもよいのではないかなと思います。 
・参加者同士講義内容について議論していく場が大変重要である 
（フォローアップ） 
・とても幅広い内容でとても勉強になりましたが，この学びをすぐ自分の仕事にいかせるか？
継続的に意欲を向上させていくために，フォローアップの研修や成果発表会のようなものがあ
るとよいのでは？と思っています。2W どうもありがとうございました。 
・2～3 年後再研修を（短期間）ぜひ受けさせて下さい。 
・後期の養成塾を開講してほしいです。その時は是非実践力と統計学をもりこんでほしいです。 
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（資料２ 2007 年度健康福祉プランナー養成塾カリキュラム） 
 
月日/時限 講義内容 担当講師 所属・職種 

1 開講式     
2 
3 
オリエンテーション・自己紹介 坂本 敦司 自治医科大学法医学 教授 

4 社会保障の構造‐まちづくりに
生かす視点から 

炭谷 茂 (財）休暇村協会 理事長 

 
7 月 
 
9 日 
(月) 

5 懇親会     
1 
2 
行政評価･地方自治体の経営改革 伊関 友伸 城西大学経営学部マネジメント

総合学科 准教授 
3 

 
10日 
(火) 

4 
行政･医療分野での情報セキュリ
ティ対策 

木 暮 仁 横浜商科大学商学部 非常勤講師

1 まちを福祉の目で見る 早川 和男 日本福祉大学 客員教授 
2 ブレイクスルー思考 日比野 創 創美総合研究所長 
3 

 
12日
(木) 

4 地域の社会福祉資源 金 子 勇 北海道大学大学院文学研究科教授

1 
2 
ニーズ把握のための統計的手法 

3 

 
12日
(木) 

4 
ニーズ把握のための統計的手法 
（パソコン実習） 

尾島 俊之 浜松医科大学健康社会医学 教授

3 精神保健福祉の計画づくり 竹 島 正 国立精神･神経ｾﾝﾀｰ精神保健研究
所 精神保健計画部長 

4 地域福祉と地方分権 木村 陽子 総務省地方財政審議会 委員 

 
13日
(金) 

5 地域での連携とコーディネーター 橋本 康男 広島県政策企画部 企画監 
1 
2 
ブレイクスルー思考による保健･
福祉の計画策定 

3 

 
14日
(土) 

4 
ブレイクスルー思考による保健･
福祉の計画策定 

岩永 俊博
（社）地域医療振興協会ヘルスプ
ロモーション研究センター 常勤
顧問 

1 
2 
地方分権と自治体政策 佐々木信夫 中央大学経済学部 教授 

3 
4 
公的セクターと会計制度 清水 涼子 関西大学 会計専門職大学院 教

授 

 
16日
(月) 

5 包括医療 佐藤 元美 国保藤沢町民病院事業管理者 
1 
2 実態及び要望調査の方法と評価 杉澤 秀博 桜美林大学大学院老年学専攻教授

3 成年後見制度の展望と課題 新 井 誠 筑波大学法科大学院 教授（院長）

 
17日
(火) 

4 地域の福祉医療と NPM 理論 大住莊四郎 関東学院大学経済学部 教授 
1 
2 
保健医療福祉の経済 吉田 有里 甲南女子大学人間科学部人間環

境学科 准教授 
3 

 
18日
(水) 

4 
コミュニティケアとリスクマネ
ジメント 

金 子 努 県立広島大学保健福祉学部人間
福祉学科 教授 

1 
2 
対外説明責任 渋谷 和久 国土交通省 九州地方整備局 総

務部長 
3 

 
19日
(木) 

4 
虐待問題 才 村 純 日本子ども家庭総合研究所ソー

シャルワーク研究担当部長 
1 
2 こども家庭福祉の近未来 柏女 霊峰 淑徳大学総合福祉学部 教授 

3 公共のサービスニッチと NPO 深 井 正 NPO 法人 きらめき広場 事務局担
当理事 

 
20日
(金) 

4 ナレッジマネジメントについて（一條講師による講義解説） 坂本 敦司 自治医科大学法医学 教授 

1 ボランティア活動の支援 妻鹿ふみ子 京都光華女子大学人間関係学部
社会福祉学科 教授 

2 まとめ 坂本 敦司 自治医科大学法医学 教授 
3 閉講式     

 
21日
(土) 

4 懇親会      
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（資料３ 全体概要図） 

知識社会化⇒業務の専門分化 （専門職･団体分化，機能の特化）

組織社会化⇒組織単位の活動に （組織間の連携が社会活動の中心に）

社会の成熟化⇒社会システムの複雑化 （多様な主体が相互に関連して機能）

健康福祉分野の特性⇒専門分化と活動範囲の拡大 （多様な職種，行政と民間，施設から地域へ）

背

景
・
目
的

先
行
研
究

先行研究
○社会サービス･イノベーション
○組織連携とコーディネート機能
○社会ｻｰﾋﾞｽ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの必要性

事例研究
（新技術活用）
１．救急医療情報ネットワークシステム
２．在宅患者情報共有システム

（専門性の組合せ）
３．医師会，病院，行政の連携による在宅
遠隔医療支援システム
４．病院と診療所との連携による在宅遠
隔医療支援システム
５．病院と市町村保健センターの連携に
よる小児遠隔医療相談システム

（異分野における連携）
６．大学と地域活動家の連携による障害
者作業所の支援プログラム

連携のモデル
○新技術の活用による組織連携モデル
・インターネット技術等の活用により新たな連携の可能性を実現

○専門性の組合せによる組織連携モデル
・単独ではできないことをそれぞれの機能を組合せ生かして実現

○異分野間における組織連携モデル
・異分野の主体と連携することにより新たなものを生み出す

（共通的要素）
○新たな関係性の構築
・それぞれの強みを理解し組合せ，新たな関係性を構築する

○組織連携力と継続的推進力
・共時性としての組織連携力と，継時性としての継続的推進力
によるスパイラル的進展

○社会サービス･イノベーション
・公的部門も関わる住民生活に影響の大きい社会的なサービスにお
ける新たな価値を生み出すイノベーション

○組織連携とコーディネート機能
・複数の組織や個人がそれぞれの機能を活かして新たな価値を創出
・組織や人を結び付け社会が必要とする価値を実現し継続的に供給

健康福祉プランナー養成塾
受講者アンケート
（2週間研修の開講･修了時比較）
・研修で連携意識が向上
・地域での実践経験の有無で連携
の認識に差
・対話力の重要性認識が向上
・アドバイザーの必要性認識など実践
へ向けての意識向上健康福祉分野のコーディネーター人材の育成

○健康福祉分野のコーディネーターの役割
・関係団体･者の問題意識の共有と行動のコンセンサスを生み出す
・現場の課題を組織の課題にそして社会の課題に広げ解決を推進

○研修時期，方法
・学生期の予備教育と，現場実践者への継続的な研修

○研修プログラム
・知識系，手法系，グループワーク系の研修と研修内容開発

○支援機能
・現場で実践者を支援するアドバイザーやネットワーク化支援
・地域での先進的な連携事例調査と教材化，ノウハウ･情報共有

組
織
連
携
モ
デ
ル
と
事
例
研
究

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
人
材
の
育
成

社会サービス･イノベーションのための組織連携とコーディネート機能の研究
～健康福祉分野を対象として～

［目的］組織連携のモデルの提示とコーディネーター人材の育成方策の提案

コーディネーターの条件
○企画力： 問題･課題の認識，連携効果や実現可能性の理解
○対話力： 実現した場合の効果や実現の可能性を伝える
○調整力： 関係団体･関係者の利害調整，問題処理

健康福祉分野の社会サービス・イノベーションには，組織連携が重要であり，
それを推進するコーディネーターの人材育成が求められている

結
論

第１章

第２章

第３章

第５章

第４章

健康福祉関係者への意識調査
・地域の実践者を対象とした，連携・コーディネートについてのアンケート

コーディネート機能とは，専門性を組み合わせた連携で新たな関係性を構築し，継続的に推
進することにより，社会サービス･イノベーションを実現すること

［仮説］健康福祉分野の社会サービス･イノベーションには，適切な解決法の提示とともに，
組織連携と継続的試行が重要であり，それを推進するコーディネート機能が必要

第６章

コーディネーター養成のための今後の研究課題
・組織連携のモデルや体制づくり，コーディネーターの養成と現場支援の効果的手法などの研究
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